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Ⅰ 法人の特徴

大学の基本的な目標（中期目標前文）

我が国を代表する工科系単科大学である名古屋工業大学は，製造業が集積する中京圏

に位置し，これまで社会・産業界からの様々な要請に的確に対応し，その発展・振興に

貢献する人材を多く輩出してきた。20世紀後半以降，経済・情報のボーダーレス化が進

む中で，快適で安全・安心な環境と社会を実現かつ維持するために人類が解決を迫られ

ている課題の多くは地球規模になっている。本学は今後，地球全体を強く意識し，異な

る価値観を相互に尊重しつつ国内外の大学・研究機関と連携し，人類全体の幸福と発展

の礎となる科学技術の創造とそれに資する人材の育成を目標とする。

この目標の下，本学は「ひとづくり，ものづくり，未来づくり」を掲げ，未来社会を

担う多様な人材を学生に迎える。学生には科学技術の工学的基礎を習得させ，その上で

環境・社会的意義やビジネス化等の多面的な観点から，自ら課題を発見し解決する能力

を獲得させる。さらに，独創的アイデアの源泉を培うべく広範な分野の基礎的及び発展

的内容を学ばせ，日々変化する国際社会で活躍できるリーダーに育てる（ひとづくり）。

また，国内外の大学・研究機関との連携により大学の教育研究能力を高め，自由な発想

による創造的研究を行い，その成果を社会に還元する（ものづくり）。これらの人材育成・

研究開発を通して基盤産業の革新と新産業の創成に貢献し，豊かな未来社会の実現を目

指す（未来づくり）。

 上記の基本方針を具現化するため，以下の項目に重点的に取り組む。

1. 「与えられる」教育から「自ら育つ」教育に重点を移し，高度な工学知識と実践

能力を有する自立した研究者・技術者を輩出する。

2. 世界トップレベルの分野の研究を推進し，工科系の国際教育研究拠点を形成する。

3. 基盤産業の革新に貢献するリーダーと，新産業の創成に貢献するリーダーの育成

を目指し，複線的な教育体系を実現する。

4. 国内外におけるトップレベルの大学・研究機関との連携を推進し，教育研究活動

を高度化・多様化する。

5. 教育・研究・技術協力分野の国際交流を活性化し，国際的視野を持った学生・教

職員を育成する。

6. 学生が大学構成員としての自覚を持って活動できる仕組みを構築し，学生参画に

よるキャンパスづくりを推進する。

7. キャンパスの情報化を推進し，環境と調和した快適なキャンパスライフを実現す

る。

１ 沿革

本学は，明治 38 年に名古屋高等工業学校として創立し，平成 17 年に創立 100 周年を迎

えた。工学部第一部は，平成 16年度からは７学科 18 プログラムの教育体系に編成し，基盤

的な工学を幅広くカバーするとともに，伝統的なものづくりの世界から ITソフトウェアや

デザインを含む 21世紀型ものづくりへと，教育領域を拡大した。創立時入学定員４学科 75

名から，現在は国立大学最大規模を誇る 910 名の入学定員を擁するまでになっている。一

方，工学部第二部は昭和 34年に４学科体制で設置され，入学定員 140名という極めて多く

の勤労学生の工学夜間教育を国立大学としては最後まで担ってきたが，近年勤労学生が著

しく減少する等の社会情勢を鑑みて，平成 20 年に入学定員を 20 名へと大幅に縮小し，少

数精鋭教育への転換を図っている。
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大学院工学研究科は，昭和 39 年の修士課程設置及び昭和 60 年の博士課程設置（大学院

前・後期課程に再編）以降，主たる教育目標である高度技術者育成に努めている。平成 20

年には，医学・薬学など異分野との融合領域，横断的工学領域の開拓，特長のある教育分野

の強化のために，専攻を４つの基盤専攻と３つの独立専攻に再編し，同時に学内外からの大

学院への極めて強い進学希望の実態に合わせて，博士前期課程の入学定員を 399名から 586

名へと大幅に増員した。

２ 理念

本学では，名古屋工業大学憲章を平成 24年に制定した。その中で，「日本の産業中心地を

興し育てることを目的として中部地域初の官立高等教育機関として設立された経緯を尊重

し，新たな産業と文化の揺籃として，革新的な学術・技術を創造し，有為な人材を育成し，

これからの社会の平和と幸福に貢献することを基本使命とする」ことが謳われており，これ

に基づいて「ものづくり」「ひとづくり」「未来づくり」が推進されている。

３ 教育

学部（第一部７学科，第二部４学科）教育においては，各専門分野における基礎的な知識

を習得させた上で，実験・実習を通して実際にものに触れる経験をさせ，更に高度な知識を

提供するというようなカリキュラムフローに基づいた体系的な教育を行っている。また，

「ひと」としての力を養うリベラルアーツ科目，技術者として必要な倫理・経営感覚を養う

ものづくり・経営基礎科目，本人の興味や将来構想の中で他分野の講義を受講する自己設計

科目などにより，幅広い素養を身につけさせている。卒業研究では，個別のテーマのもとに

１年間に渡って，情報収集，企画，実行，解析，総括，発表など多様な経験を積ませている。

大学院への志願率は約 70％と極めて高いため，学科に接続した４つの基盤専攻に加えて，

学科の枠を超えて学際的な分野を担う「未来材料創成工学専攻」および「創成シミュレーシ

ョン工学専攻」，技術経営を専門とする教育を実施する「産業戦略工学専攻」の３つの独立

専攻を設置することにより，その希望に応えている。

４ 研究

本学では，世界の「ものづくり」の重要な地域である中京地域において，世界最高水準の

研究を目指すため，新しい学問領域の開拓や新産業の創出を目的としたプロジェクト研究

所を第２期期間中に 23拠点設置した。さらに研究のグローバル化の実現及びイノベーショ

ンの推進強化を目的とするリサーチ・アドミニストレーション・オフィスを平成 26年７月

に設置するとともに，平成 27 年４月にフロンティア研究院を設置し，海外の有力大学等か

ら教育研究ユニットを招致し，機能材料設計や知能システム等に関する国際共同研究を実

施，研究成果の国際情報発信，イノベーション創出につながる基盤的研究を推進している。

また，「産学官連携センター」では，学内で企業等との接点を強化し流動的な研究組織を

構築するため，『産学協同研究講座・産学協同研究部門制度』を制定し，平成 27 年 11月に

初の産学協同研究講座を設置した。加えて，産業界，行政，金融界，学界との組織の壁を越

えた新たな産学連携の交流の場として『産学官交流プラザ』を構築し，社会連携及び新たな

価値の創出に貢献している。

５ 社会連携

本学は，平成 25年度に薬工の境界領域を切り拓くべく名古屋市立大学と共同大学院「共

同ナノメディシン科学専攻（博士後期課程）」を設置するとともに，名古屋市立大学を代表

校として名古屋学院大学と共に，高齢者や独居生活の割合が高い住宅地域で実践的教育を

行う事業に参画している。さらに，通常の公開講座，科目等履修生・研究生だけでなく，３

D-CAD 設計技術者育成講座や工場長養成塾などの独自の取り組みを通して，社会人に対する

教育を担っている。
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６ 国際交流

 平成 25年度に国際交流推進本部および国際交流推進室を新たに設置し，さらに従来の国

際交流センターを改組し留学生センターを設置した。外部資金や学内制度で若手研究者や

学生を海外派遣するとともに，国内外の進学説明会に参加し，優秀な外国人留学生の獲得に

努めている。また，海外の先進的研究機関や協定校等を中心に国際シンポジウムや国際共同

研究を実施している。

[個性の伸長に向けた取組]

○ 機械工学科では女性技術者の育成のために，女子学生を対象とした推薦入試枠を設

けている。さらに，学科にある教育プログラム体系を越えて学ぶオーダーメイドの履

修プログラム「工学創成プログラム」を設け，各学科が開講しているすべての専門科

目を履修対象とすることを可能としている。これらについては，大学機関別認証評価

で優れた点として評価されている。（関連する中期計画）計画１－１－１－１

〇 産業界からの声を真摯に受け止め，教育改革に生かすため，平成 26 年度に産学官教

育連携会議を設置した。当会議で聴取した意見に基づき，「名工大版理工系人材育成

戦略」を策定した。これについては，文部科学省の平成 26 年度国立大学改革強化推

進補助事業に採択され，平成 28 年度の教育組織再編に繋げた。（関連する中期計画）

計画１－１－２－２

○ 平成 27 年度から履修登録状況を可視化した学習ポートフォリオシステムを本格的に

導入し，クラス担当委員が学生と履修状況を共有の上，相談と指導を行っている。こ

れについては，大学機関別認証評価でさらなる向上が期待される点として評価されて

いる。（関連する中期計画）計画１－１－２－９および，計画１－２－４－２

○ 「学生なんでも相談室」と「先輩のいる学習室」とが連携して学生支援を行っている。

この取組については，平成 27 年５月 16 日開催の第 33 回日本学生相談学会で「学会

特別賞」を授与されるなど，全国でも珍しい体制として評価された。（関連する中期計

画）計画１－３－１－１

○ 材料・化学および情報科学に関するフロンティア研究院を設置し，ＭＩＴやインペリ

アル・カレッジ・ロンドン大学等から教育研究ユニットとして 24 名をこの研究院に

招致し，イノベーション創出につながる基盤的研究を推進している。なお，これにつ

いては文部科学省の平成 26 年度国立大学改革強化推進補助事業に採択されている。

（関連する中期計画）計画２－１－２－１

○ コミュニティ創成教育研究センターは，工学と人文社会科学の融合を通じ，高齢社会

におけるコミュニティを実現するための支援技術等の研究とともに，それを担う人材

の育成を行っている。これについては，大学機関別認証評価で優れた点として評価さ

れている。（関連する中期計画）計画２－１－２－３

○ 名古屋市立大学大学院薬学研究科と共同で共同ナノメディシン科学専攻（博士後期

課程）を設置し，薬工の境界領域を切り拓くべく，意欲的に教育研究に取り組んでい

る。これについては，大学機関別認証評価で優れた点として評価されている。（関連す

る中期計画）計画２－１－２－３および，計画３－２－１－１

○ 本学の技術をコアにして，省エネルギー・低炭素化技術，窒化物パワー半導体のさら

なる実用化・事業化を推進するため，技術の橋渡し拠点である「窒化物半導体マルチ



名古屋工業大学

- 4 -

ビジネス創生センター」を設置し，基礎から事業化に渡る一貫的研究を実施する体制

を構築した。これについては，平成 22 年度に経済産業省イノベーション拠点立地支

援事業に採択されている。（関連する中期計画）計画２－２－１－３

○ 極微デバイス機能システム研究センターの改組にあたり，国際外部評価を実施し非

常に高い評価を受けた。（関連する中期計画）計画２－２－３－２

○ 高齢者や独居世帯の割合が高い住宅地域で，実践的教育を行う事業に名古屋市立大

学を代表校として名古屋学院大学リハビリテーション学部と共に参画している。これ

については，文部科学省「未来医療研究人材養成拠点形成事業」に採択され，選考時

『医学部以外の教育機関との連携がユニークであり，また鳴子団地という教育・研究

の「場」が用意されている点も強みである。』等，高く評価された。（関連する中期計

画）計画３－２－１－１

○ (独)日本学術振興会の支援を受けて多数の学生や若手研究者を海外に派遣するとと

もに，海外の先進的研究機関や協定校等を中心に，国際シンポジウムや国際共同研究

を実施した。さらに海外事務所や海外同窓会を新たに設立し，本学の教育研究活動を

世界に発信した。（関連する中期計画）計画３－３－１－１，計画３－３－２－１，お

よび計画３－３－３－１

[東日本大震災からの復旧・復興へ向けた取組等]

 東日本大震災の発生後，直ちに震災支援チームを立ち上げ，義援金の受付，非常食やパソ

コン等の救援物資の発送を行うとともに，岩手県災害対策本部の要請によりリスクマネジ

メントセンター防災安全部門長（当時）を被災地へ派遣した。

 また，工科系大学の特徴を活かして，市民・技術者・行政関係者を対象とした緊急講演会

を平成 23年４月から７月にかけて，以下のとおり開催した。

 ・「被災地企業被害のサプライチェーンを介した国内外の波及と今後の復興の道筋」

（４月 13日）

 ・「津波被害、地盤の液状化とインフラ機能の低下について」（４月 22 日）

 ・「建築物の被害報告と来たる東海・東南海地震への警鐘」（５月 11日）

 ・「電力供給不安・節電対策」（６月６日）

 ・「海外から見た東日本大震災の影響」（６月 23日）

 ・「液状化のもたらす生活と生産活動への影響について～名古屋近辺を対象として～」

（７月 25日）

 さらに，地域の地震防災に関する専門的な知見を広く共有するため，本学が音頭を取って，

平成 23 年 11 月 20 日に東海３県の国立大学の主催により，国立大学協会の支援を受けて，

「防災・日本再生シンポジウム：東海３県の国立大学が社会に向けて提言する巨大地震対策」

を開催し，約 300名の参加者を得た。このほか，本学教員による地域の災害対策をテーマに

した講演会の企画など多様な取組を行った。
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Ⅱ 中期目標ごとの自己評価

１ 教育に関する目標(大項目)

(１)中項目１「教育の内容及び成果に関する目標」の達成状況分析

①小項目の分析
○小項目１「アドミッション・ポリシーに応じた入学者選抜を実施する。」の分析

   関連する中期計画の分析

計画１－１－１－１「ＡＯ入試，推薦入試，一般入試からなる本学の入試制度にお

いて，アドミッション・ポリシーに応じた選抜方法を実施する。」

に係る状況【★】

毎年各学科・専攻において，アドミッション・ポリシーに沿って学生の受入が実

施されているか，選抜の方法，配点，面接の方法を検討している（資料１－１－１

－１－①，②）。大学入試センター試験を課さない推薦入試では，平成 24 年度から

数学・理科の基礎学力を問う筆記試験を加える見直しを行った（資料１－１－１－

１－③）。これに併せて，平成 26 年度学部一般入試において，数学・理科の基礎学

力を重視するため各科目の配点並びに大学入試センター試験と個別学力検査の配点

を改めた。また，平成 26年度大学院博士前期課程入試では，外国語試験の筆記試験

を廃止し TOEFL，TOEIC の外部試験を活用した選抜方法に改めた（資料１－１－１－

１－④－１）。その結果，受験生は各自の英語の点数目標を持ち，入試に向け点数を

上げるために継続的に英語を勉強するようになり，TOEIC のスコアが学部入学時に

比べ約 200点も上昇している（資料１－１－１－１－④－２）。

大学ホームページと各学生募集要項にアドミッション・ポリシーを掲載し，受験

生に周知している。学部入試では，受験生に対して年３回のオープンキャンパスに

てアドミッション・ポリシーを説明するとともに，毎年，高校教諭や保護者に対し

ても，大学見学，出張授業，進学説明会の場を通じてアドミッション・ポリシーを

周知している。

なお，機械工学科では女性技術者の育成のために，女子学生を対象とした推薦入

試枠を設けている（資料１－１－１－１－⑤－１，２）。このような枠を設けること

で，工科系単科大学である本学が輩出する人材の多様性を促進している。さらに，

学科にある教育プログラム体系を越えて学ぶオーダーメイドの履修プログラム「工

学創成プログラム」を設け，各学科が開講しているすべての専門科目を履修対象と

することを可能としている（資料１－１－１－１－⑥－１，２）。工学のほぼ全分野

をカバーしている本学において当該プログラムで学ぶことにより，工学分野につい

て幅広い視野を持つ人材を輩出することができる。

これらについては，大学機関別認証評価で優れた点として評価されている。

   （実施状況の判定）実施状況が良好である。

   （判断理由）状況に記載のとおり，アドミッション・ポリシーに沿った選抜方法にな

っているかの検証や受験生への周知等を実施しているとともに，女子学生を対象

とした推薦入試や工学創成プログラムは大学機関別認証評価で優れた点として評

価されており，実施状況が良好であると判断した。

【現況調査表に関連する記載のある箇所】

工学部 観点「教育実施体制」

工学研究科 観点「教育実施体制」
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資料１－１－１－１－①：名古屋工業大学アドミッション・ポリシー

出典：各種学生募集要項

【学部アドミッション・ポリシー】

名古屋工業大学では「ものづくり」，「ひとづくり」，「未来づくり」を教育･研究の理念･目標に掲
げ，100 年にわたる伝統の上に新たな風を吹き込む努力を続けており，倫理観に裏打ちされた人間
性豊かな研究者･技術者を育成しています。そこで，次のような学生を広く国内外から受け入れてい
ます。

１．工学や科学技術に幅広く強い関心を持ち，その学習に特に必要となる数学と理科の基礎学力を
もつ人

２．知的探究心が旺盛で，自ら新しい課題を見つけ挑戦し，ものやしくみを創造する意欲をもつ人
３．将来は研究者・技術者として，自然との共生の上に人類の幸福に貢献する意欲をもつ人

本学が実施する個々の入試では次のような選抜を行い，多様で個性豊かな学生を受け入れます。
（一般入試）
 大学入試センター試験とともに，数学･理科･英語の個別学力試験を通して，幅広い知識と工学や
科学技術の習得に必要な基礎学力を問います。
 第二部（夜間学部）では働きながら学ぶ意欲をもつ学生を求めています。

（推薦入試，アドミッション･オフィス入試及び私費外国人留学生入試）
① 大学入試センター試験を課す推薦入試

高校での成績が優秀であり，出身学校長が責任をもって推薦できる学生。提出書類及び大学入
試センター試験の成績を総合して選抜します。

② 大学入試センター試験を課さない推薦入試
 高校での成績が優秀であり，出身学校長が責任をもって推薦できる学生。提出書類，高校での
数学と理科の基礎学力，試問を含む面接での評点を総合して選抜します。

③ アドミッション･オフィス入試
 高校での成績が優秀であり，本学が実施するスクーリングの受講を完了した学生。大学入試セ
ンター試験を課さず，提出書類，スクーリングでの成績，試問を含む面接での評点を総合して選
抜します。

④ 私費外国人留学生入試
  日本国籍を有せず，外国において学校教育を受けた者で，日本での積極的な勉学を志す学生。
  提出書類，日本留学試験の成績，「TOEFL」又は「TOEIC」の成績及び諮問を含む面接での評
点を総合して選抜します。

【大学院アドミッション・ポリシー】

名古屋工業大学大学院では，「ものづくり」，「ひとづくり」，「未来づくり」を教育･研究の理念･目
標に掲げ，工科系大学の世界拠点として，異分野との融合による新たな科学技術を創成し，有為の
人材を世に送り出す工科大学構想を進めています。そこで，次のような学生を広く求めています。

１．広範な工学分野の専門知識を習得することが可能な基礎学力をもつ人
２．既成概念にとらわれることなく自ら新しい分野を開拓できる，積極的かつ柔軟な思考をもつ人
３．未来の工学を先導することに強い意欲をもつ人
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資料１－１－１－１－②：平成 27 年度学生募集要項一覧

出典：各種学生募集要項

資料１－１－１－１－③：平成 27年度学生募集要項一覧入学者選抜方法一覧（工学部）

募集区分 入学者選抜方法

工
学
部

一般入試
（前・後期日程）

センター試験（５教科７科目）＋個別学力検査（数学，理科（物
理・化学），英語），調査書

推
薦
入
試

生命・物質工学
科，環境材料工
学科

センター試験（４教科６科目），推薦書，調査書，志望理由書

電気電子工学
科，情報工学科，
都市社会工学科

センター試験（５教科７科目），推薦書，調査書，志望理由書

機械工学科
(女子学生対象)

第 1 次選考（書類選考－推薦書，調査書，志望理由書）
第 2 次選考（筆記試験及び面接）

【学部】

 ・工学部第一部学生募集要項

 ・工学部第二部（夜間学部）学生募集要項

 ・工学部第一部私費外国人留学生特別入試学生募集要項

 ・工学部第一部推薦入試学生募集要項（生命物質工学科）（環境材料工学科）（電気電子工学科）

  （情報工学科）（都市社会工学科）

 ・推薦入試学生募集要項（機械工学科－女子）

 ・工学部第一部『アドミッション・オフィス入試』学生募集要項（工学創成プログラム）

 ・工学部第一部『アドミッション・オフィス入試』学生募集要項（建築・デザイン工学科）

 ・工学部第一部編入学・転入学学生募集要項

【大学院】

 ・大学院工学研究科（博士前期課程）学生募集要項

 ・大学院工学研究科（博士前期課程）推薦入試学生募集要項

 ・大学院工学研究科（博士前期課程）私費外国人留学生募集要項

 ・大学院工学研究科（博士前期課程）産業戦略工学専攻短期在学コース学生募集要項

 ・大学院工学研究科（博士前期課程）学生募集要項（国費外国人研究留学生，外国政府派遣大学院

留学生，ものづくり愛知留学生，企業奨学生）

 ・大学院工学研究科（博士後期課程）学生募集要項（第 1 次募集・第 2 次募集）

 ・大学院工学研究科（博士後期課程）学生募集要項（国費外国人研究留学生，外国政府派遣大学院

留学生）
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Ａ
Ｏ
入
試

工学創成プログ
ラム

第 1 次選考（書類選考－スクーリングで提出されたレポート，エ
ントリーカード，調査書）

第 2 次選考（グループ面接，数学に関する口頭試問，個人面接）

建築・デザイン
工学科

スクーリングでの発表内容，志望理由書，調査書，面接

私費外国人留学生
特別入試

成績証明書，日本留学試験の成績，「TOEFL」又は「TOEIC」の
成績，面接（口頭試問を含む。）

編入学・転入学
学力検査成績（数学，英語，物理又は化学，専門試験），面接，
調査書

※工学部第二部は，一般入試（前期日程）のみ実施

出典：平成 27 年度入学者選抜要項他

資料１－１－１－１－④－１：平成 27 年度学生募集要項一覧入学者選抜方法一覧（大学院）

募集区分 入学者選抜方法

博
士
前
期
課
程

一般入試
学力検査（専門試験：3 題，外国語試験：TOEFL 又は TOEIC
のスコア）の成績，面接，成績証明書

推薦入試
口述試験（プレゼンテーション，質疑，面接），推薦書，成績
証明書，志望理由書

「産業戦略工学
専攻」短期在学コ
ース

口述試験（専門・外国語），面接，推薦書

私費外国人留学
生入試

学力検査（専門試験：2 題）の成績，面接，成績証明書

博
士
後
期
課
程

一般選抜（第１次
募集・第２次募
集）

口述試験（プレゼンテーション，質疑，口頭試問），面接，修
士論文等の審査，成績証明書

共同ナノメディ
シン科学専攻１
０月入学入試

口述試験（プレゼンテーション，質疑），面接，修士論文等の
審査，成績証明書

出典：大学院の各種学生募集要項

資料１－１－１－１－④－２：大学院博士前期課程入学者選抜 TOEIC平均スコアの推移

大学院

入試年度

スコア

提出者数

TOEIC平均

スコア

（大学院

出願時）

うち本学出身者

スコア

提出者数

TOEIC平均

スコア

（大学院

出願時）

TOEIC平均

スコア

（学部

入学時）

平成 27年度 579名 626.2 500名 633.7 440.2

平成 28年度 590名 626.3 543名 634.5 453.3

出典：学内資料
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資料１－１－１－１－⑤－１：第一部機械工学科における女子の推薦入学実施の趣旨

機械工学科における女子の推薦入試実施の趣旨

機械工学の分野では，各種機械製品・設備に関わるハードウェアの設計・製造技術の

高度化に加えて，コンピュータを用いた数値解析，シミュレーション，コンピュータグ

ラフィックス，CAD（コンピュータを利用したデザイン）などのソフトウェア技術や機

械システムの情報化と知能化が著しく進歩しています。さらに，人間と環境との調和を

考えた総合化の技術なども重視されてきています。一方，従来ややもすれば敬遠されが

ちであった機械製造の現場も，快適な職場環境へと変わりつつあります。このような研

究環境や労働環境及び社会環境の変化を背景として，技術の開発研究や感性を重視した

製品開発など様々な場面で，女性の活躍できる場は今後ますます拡大していくととも

に，男性技術者に偏りがちであった機械技術分野への女性の進出に対する期待が高くな

っています。

 本学第一部機械工学科では，このような社会的要請に応えられる研究者や技術者を育

成することを目的として，機械工学関連の分野に強い関心と勉学の意欲を持つ女子学生

に対して，推薦入試制度を設けています。

 特に，本推薦入試の選抜にあたっては，次の 3 項目をアドミッション・ポリシーとし

ています。

1．自然科学分野の基礎知識の正確な理解ができている

2，論理的思考にもとついた問題解決ができ，その考えを自身の言葉で表現できる

3．機械工学分野における専門家として社会や産業の発展に貢献する意欲を持つ

 さらに，機械工学分野の学習に熱意を持って取り組み，これらの能力を伸ばしていく

ことができる個性豊かな学生を広く募集します。

出典：平成 27 年度推薦入学学生募集要項（機械工学科－女子）

資料１－１－１－１－⑤－２：工学部第一部機械工学科（女子）推薦入学者選抜状況

H22 年度 H 23 年度 H 24 年度 H 25 年度 H 26 年度 H 27 年度

募集人員 15 15 15 15 15 15

志願者 32 28 42 37 51 61

受験者 32 28 42 37 51 61

合格者 15 15 17 15 15 15

入学者 15 15 17 15 15 15

出典：学内資料
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資料１－１－１－１－⑥－１：工学創成プログラムＡＯ入試アドミッション・ポリシー

工学部第一部「工学創成プログラム」の趣旨

20 世紀の高度文明社会を構築するために，「工学」は，計り知れない役割を果たして

きました。その一方で，人々の「豊かさ」を実現するために，急激な発展を望み，環境

エネルギー，食料などの様々な問題を 21 世紀に積み残してきました。

 高度に知識化・情報化された 21 世紀社会において，環境，エネルギー，食料などの

様々な問題を解決するためには，従来型の「学科に代表されるような工学の特定分野」

の知識だけでは不十分であり，これらを融合させた「幅広い工学分野」を創造して，問

題解決に寄与することが「これからの工学」に求められています。

 「工学創成プログラム」は，学生自らが目標をもち，率先して組み立てた学習計画に

沿って，自信の適性を見出し，学びたい分野の専門性を深めていく教育プログラムです。

そのため，入学者選抜は『アドミッション・オフィス入試※』とし，卒業までには，21
世紀の社会が必要とする新しい工学文化を切り拓き，世界を先導する創造性・表現力豊

かな研究者（技術者）を育成します。

 本プログラムでは，本学の各学科が開講しているすべての専門科目を履修対象とする

ことが可能で，学科にある教育プログラム体系を越えて学ぶオーダーメイドの履修プロ

グラムを組むことができます。自らが組み立てた学習計画に関して，履修カリキュラム，

勉学，進路等について専属アドバイザー（教授又は准教授）がアドバイスを与えます。

また，指導を受けたい専属アドバイザーを指名することができます。

※『アドミッション・オフィス入試』では，高校での成績が優秀であり，本学が実施

するスクーリングの受講を完了した学生を対象とし，大学入試センター試験を課さ

ず，提出書類，スクーリングでの成績試問を含む面接での評点を総合して入学者を

選抜します。

出典：平成 27 年度「アドミッション・オフィス入試」学生募集要項

（工学創成プログラム）

資料１－１－１－１－⑥－２：工学創生プログラム入学者選抜状況

H22 年度 H 23 年度 H 24 年度 H 25 年度 H 26 年度 H 27 年度

募集人員 5 5 5 5 5 5

志願者 8 2 8 7 5 6

受験者 8 2 8 7 5 6

合格者 3 2 4 2 4 3

入学者 3 2 4 2 4 3

出典：学内資料
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計画１－１－１－２「入試及び学業成績に対する検証を行い，推薦入試と一般入試

の募集定員の割合を適宜見直す。」に係る状況

毎年各学科・専攻において，過去の実績および当該年度の受験生の成績，出願状

況の動向，入試種別ごとの入学後の学業成績を検証している。その結果，平成 22年

度に都市社会工学科で推薦入試の募集定員を５名減らし，一般入試後期日程の募集

定員を５名増やした（資料１－１－１－２－①）。一般入試の募集定員の見直しとし

て，平成 22 年度生命・物質工学科の募集定員 10 名を後期日程から前期日程に移し

た。また，平成 24年度電気電子工学の募集定員 20名を，平成 26年度機械工学科の

募集定員 10名を，それぞれ前期日程から後期日程に移した（資料１－１－１－２－

②）。

   （実施状況の判定）実施状況が良好である。

   （判断理由）状況に記載のとおり，毎年各学科・専攻において，過去の実績および当

該年度の受験生の成績，出願状況の動向，入試種別ごとの入学後の学業成績を検証

のうえ，推薦・一般入試の募集定員の見直しを行うと共に，一般入試の前期・後期

日程の募集定員の見直しも適切に行っており，実施状況が良好であると判断した。

資料１－１－１－２－①：募集定員等の推移（工学部第一部・第二部）

出典：学内資料

資料１－１－１－２－②：募集人員の変更検討経緯（工学部第一部 電気電子工学科）

平成 24年度 工学部電気電子工学科 募集人員の変更について

理 由

・実質倍率は、前期日程(約 2.4)、後期日程(約 4.9)と後期日程が大幅に高い。

・入学後の GPA は全学年において、後期日程入学者が前期日程入学者を上回っている。

全体の平均 前期日程(2.30)、後期日程(2.51)
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・退学率、他大学進学率は、前期、後期日程入学者の間で有意な差が認められない。

・名工大全体の募集比率（前期日程２：後期日程１）に近づく。
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出典：教育研究評議会資料（H23.6.15）

○小項目２「「与えられる」教育から「自ら育つ」教育に重点を移し，高度な工学知識

と実践能力を有する自立した研究者・技術者を育成する。」の分析

   関連する中期計画の分析

計画１－１－２－１「工学分野の基礎及び技術者として必要な社会常識を身につけ

させるために，理系基礎科目，リベラルアーツ科目及びものづ

くり・経営基礎科目を充実する。」に係る状況

理系基礎科目，リベラルアーツ科目及びものづくり・経営基礎科目の中でも特に，

「技術者として不可欠な倫理観を養い，経営感覚・デザイン感覚を育成し，知的財

産保護や起業のために必要な基礎的科目などを教育する」科目区分である「ものづ

くり・経営基礎科目」において，第１期中期目標期間中に開講していた８科目より，

開講科目数を３科目増加させ 11科目とした（資料１－１－２－１）。

   （実施状況の判定）実施状況がおおむね良好である。

   （判断理由）実施状況に記載のとおり，高度な工学知識と実践能力を有する自立した

研究者・技術者を育成するために，開講科目数を増加するなど充実させてきたこと

から，おおむね良好と判断した。

【現況調査表に関連する記載のある箇所】

工学部 観点「教育内容・方法」
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資料１－１－２－１：共通科目（ものづくり・経営基礎）開講科目数の比較

平成 20年度以前入学者

出典：名古屋工業大学教育課程履修規程別表１（学生生活案内）

平成 21年度～平成 27 年度入学者

出典：名古屋工業大学教育課程履修規程別表１（学生生活案内）

計画１－１－２－２「産学官教育連携会議の意見を踏まえた産業界が求める人材を

養成するため，平成 28年度に行う教育組織の再編成に向け，

新たな価値を作り出す能力を涵養する「工学デザイン科目」

や専門と社会的価値を結びつける「産業・経営リテラシー」

等の教育課程の整備に取り組む。」に係る状況【★】

平成 28年度の教育組織再編成において，中期計画に掲げる産学官教育連携会議

の意見を踏まえ，本学がこれまで輩出してきた実践力のある技術者に加え，産業界

の抱えている課題を解決することができる力を身に付けさせるため『新たな価値

を作り出す能力を涵養する「工学デザイン科目」』や『専門と社会的価値を結びつ

ける「産業・経営リテラシー」科目』の科目区分を設定し，学部１年次～４年次で

体系的に配置した。

工学デザイン科目は，専門教育科目として開設し，総合的工学力を学ぶ科目と研

究活動科目を開講する（資料１－１－２－２－①）。前者は１年から３年までに開

増加３科目



名古屋工業大学 教育

15

設し，課題解決の方法，創造的発想の方法，工学要素によるシステム化，イノベー

ションのための主要素を学び，実践的なプロジェクトに基づく課題解決に取り組

む等，段階的に価値を作り出すための能力を身に付けさせる。後者は１年後期から

３年前期までは様々な分野での研究室活動を実践する研究室ローテーション I～

IVを，３年次後期からは各自の課題に取り組む創造工学研究１～３を学ぶ。

産業・経営リテラシーは，共通科目として開設し，①経営感覚を学ぶ科目群（経

営リテラシー科目群），②各専門分野を学んだ技術者が自身のキャリアを考える科

目（産業論），③技術者の役割を考える科目群（産業社会科目群）の３科目群に分

類して関係科目を開講する（資料１－１－２－２－②）。

なお，本学では，“実務型教員”と称して，産業界の第一線で活躍する技術者を

非常勤講師として招いており，産業界が求める人材として，実践能力を有する自立

した研究者・技術者の育成に力を注いでいる（資料１－１－２－２－③）。また，

平成 28年度の教育組織再編成後は，当該教員の担当科目数を増加させる等，実践

能力が身に付く教育を推進していくこととしている。

本計画は平成 26年度に「戦略性が高く意欲的な目標・計画」に認定された。

   （実施状況の判定）実施状況が良好である。

   （判断理由）教育課程に工学デザイン科目と産業・経営リテラシーが整備されており，

工学デザイン科目は１年次から４年次まで段階的に，工学の各分野を統合し価値

を作り出すための科目と実践する科目を体系的に配置され，また産業・経営リテラ

シーは工学技術を社会的側面から理解し，自らの産業界での貢献を考える科目を

設計していることから良好と判断した。

資料１－１－２－２－①：専門科目（工学デザイン科目）
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資料１－１－２－２－②：共通科目（産業・経営リテラシー）

資料１－１－２－２－③：実務型教員の配置状況

H22 H23 H24 H25 H26 H27

配置人数 58名 64名 72名 77名 63名 73名

担当科目数 19科目 21科目 25科目 26科目 25科目 27科目

※実務型教員： 地域企業と本学教員が連携した「ものづくり」の実践教育への取組みとし

て，産業界の第一線で活躍する技術者を非常勤講師として招いている。これ

を「実務型教員」と呼んでいる。

出典：学内資料

計画１－１－２－３「専門教育科目において，技術者として自ら考え，「ものづくり」

を実践するために必要な専門知識と，それらを応用する能力を

身につけさせるために，対応する科目を整備するとともに，実

践の場としてのインターンシップを推進し，その単位化を行

う。」に係る状況

専門教育科目としては，１年次に「学科共通科目（導入科目）」で専門分野の意

味と内容を知った上で，２年次以降は各系プログラムに分かれ，「基本科目」を高

い理解度で修得し，「準基本科目」へと進んだ後，より深く応用力を養う「展開科

目」，専門科目の理論的な内容を裏付け理解するための「実験・実習科目」を設け

ている（資料１－１－２－３－①）。また，「自己設計科目」を設け，自ら学びた

い目標に対して，専門分野以外の他学科の科目を含めて 20単位以上選択登録する

共通科目（産業・経営リテラシー科目）

前
期

後
期

前
期

後
期

前
期

後
期

前
期

後
期

金融学 講義 2
法工学 講義 2
知的財産権 講義 2
マーケティング 講義 2
経営戦略 講義 2
政策科学 講義 2
会計学 講義 2
工学理論 講義 2
管理工学 講義 2
産業論 講義 ② 2
労働者管理基礎論 講義 2

講義 2 ＊1
講義 ＊2

コミュニティと技術 講義 2
男女共同参画社会論 講義 2
企業経営 講義 2
食糧工学 講義 2
キャリアデザイン 講義 2

②32 2 4 4 2
＊1：社会工学科，＊2：社会を除く学科課程

産
業
社
会

産
業
・
経
営
リ
テ
ラ
シ
䤀

科
目

ものづくりとデザイン 2

種別授業科目名
区
分

備考

経
営
リ
テ
ラ
シ
䤀

毎週授業時間数

1年次 2年次 3年次 4年次

単位数
（○印
は必
修）

2

2

2
2

出典：平成28年４月１日施行名古屋工業大学大学院教育課程履修規程
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ことができる（資料１－１－２－３－②）。４年次では，学部教育の集大成として，

自ら問題を設定してデータや情報を収集分析してまとめ上げる「卒業研究」が行

われる。なお，各学科の教育課程の体系はカリキュラムフローとして，シラバス

とともに公開されている。

また，学期毎に実施している授業評価において，実務型教員による授業を抽出

し調査したところ，学生の満足度は非常に高く「ものづくり」に対する意識は高

まっていると判断できる（資料１－１－２－３－③）。

インターンシップについては，一定の参加人数を維持しており，実践の場とし

て推進してきた結果と言える。なお単位化については，第一部７学科中３学科に

おいては，インターンシップ等を課すことを明記した科目を開講している（資料

１－１－２－３－④－１,２）。

   （実施状況の判定）実施状況がおおむね良好である。

   （判断理由）状況に記載のとおり，専門教育科目において，技術者として自ら考え，

「ものづくり」を実践するために必要な専門知識と，それらを応用する能力を身に

つけさせるために，対応する科目の整備を行うとともに，インターンシップを推進

していることから，おおむね良好と判断した。

【現況調査表に関連する記載のある箇所】

工学部 観点「教育内容・方法」

資料１－１－２－３－①：カリキュラムの区分（専門教育科目）

出典：名古屋工業大学教育課程履修規程付表（学生生活案内）
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資料１－１－２－３－②：自己設計科目の履修

◎ 自己設計科目

  学生自らが学ぶ科目を系統的に自らがデザインして履修する科目。これは，自ら

が学んでいる教育課程の専門分野を深化させた科目群ばかりではなく，他分野（所

属学科の他系プログラム）や他学科の基本科目や学生自らが求めることを実現する

ために必要な科目群を，指導教員のアドバイスを受けながら，自立的に組み立てて

学ぶものであり，卒業に必要な単位として，20 単位を修得する必要があります。

出典：学生生活案内

資料１－１－２－３－③：実務型教員担当科目に対する学生授業評価結果

学科 科目名
シラバス

との一致

学習意欲

の向上

教員の

熱意
満足度

《学部》

環境材料工学科

建築・ﾃﾞｻﾞｲﾝ工学科

都市社会工学科

ものづくりデザイン

建築設備設計論

建築設計製図Ⅲ

都市・地域計画学

構造シミュレーション

防災地質学

3.3

4.0

3.8

3.3

3.6

3.2

3.2

3.3

3.3

2.9

3.3

2.7

3.5

3.8

3.8

3.1

3.6

3.2

3.9

4.8

4.5

3.6

4.2

3.8

学部平均 3.5 3.1 3.5 4.1

【回答（満足度除く）】

４：はい ３：どちらかと言えばはい ２：どちらかと言えばいいえ １：いいえ

【回答（満足度）】

５：満足 ４：やや満足 ３：普通 ２：やや不満 １：不満

出典：平成 27年度授業評価結果

資料１－１－２－３－④－１：インターンシップ実施状況（学部学生のみ）

平成 22年度 平成 23年度 平成 24年度 平成 25年度 平成 26年度 平成 27年度

124 人 108 人 107 人 104 人 118 人 67 人

出典：インターンシップ報告書

資料１－１－２－３－④－２：インターンシップ科目（第一部）

区分 授業科目名 年次 単位数

電気電子工学科 電気電子工学特別講義 3 2

情報工学科 インターンシップ I 4 2

情報工学科 インターンシップ II 4 2

都市社会工学科 経営システム工学実習 I 4 1

都市社会工学科 経営システム工学実習 II 4 1

出典：学内資料
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計画１－１－２－４「目標を設定できる能力を身につけさせるために，基礎及び専

門の知識を補いながら自ら課題を設定し，データや情報を得て，

分析，考察する機会を与える。またこれらの各プロセスでの達

成度を検証しながら卒業研究を実施させる。」に係る状況

目標を設定できる能力を身につけさせるための各プロセスを，学部授業の集大

成となる「卒業研究」において明確化（名古屋工業大学履修規程付表「カリキュ

ラムの区分について」に明文化）した（資料１－１－２－４－①）。また，当該プ

ロセスの達成度を検証するシステムとして全学科共通ルーブリックを提示し，必

要に応じ学科独自の尺度を加えた客観的評価を行うこととした（資料１－１－２

－４－②）。

   （実施状況の判定）実施状況が良好である。

   （判断理由）目標を設定できる能力を身につけさせるための各プロセス達成度を全学

共通ルーブリックにて確認できることとした。これは，教員だけでなく学生にも

“みえる化”されており，学生自ら進捗管理ができるシステムとなっており，実施

状況が良好であると判断した。

【現況調査表に関連する記載のある箇所】

工学部 観点「教育内容・方法」

資料１－１－２－４－①：卒業研究の定義
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資料１－１－２－４－②：各プロセスの達成度評価検証システム（卒業研究ルーブリック）

ルーブリックによる達成度評価

 【全学共通の評価項目に係るルーブリック】

出典：学内資料

計画１－１－２－５「学部教育を踏まえて，先端技術能力を身につけさせるために，

基幹となる専門分野の高度な内容の科目を学ばせる。さらに，

新しい専門分野を開拓できる能力を身につけさせるために，関

連の他分野あるいは異分野の科目を学ばせる。」に係る状況

中期計画を実効あるものにするため，専攻毎にカリキュラムフローを作成し，当

該カリキュラムフローを利用した指導を行っている（資料１－１－２－５－①）。

なお，各学期の履修登録にあたっては，指導教員の指導・承認を得ることとしてお

り，専攻する自分野及び他分野を適切に学ばせている（資料１－１－２－５－②，

③）。

また，工学の領域を横断する教員組織で構成する「学部・大学院６年一貫教育」

を前提とした「創造工学教育課程」を平成 28年度から学部に設置し，大学院進学

後の履修を想定した制度設計を行った（資料１－１－２－５－④）。

   （実施状況の判定）実施状況がおおむね良好である。

   （判断理由）基幹分野の高度な内容や他分野等の科目を学ばせるために，「カリキュ

ラムフロー」にて視認化していること，指導教員の修学指導体制を整えており，中

期計画に掲げる事項を実施している。また，平成 28 年度から設置する創造工学教

育課程においては，専門分野を主軸として置き，関連他分野の科目も積極的に受講

させる制度設計を行っている。これらのことから，実施状況がおおむね良好である

と判断した。
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資料１－１－２－５－①：産業戦略工学専攻 カリキュラムフロー

出典： Webシラバス

資料１－１－２－５－②：名古屋工業大学大学院教育課程履修規程

 （博士前期課程の履修計画及び履修方法）

第４条 博士前期課程の学生は，指導教員の指導により，当該年度において履修

しようとする授業科目及び指導を受けようとする研究事項を決定し，指導教員

の承認を得て，毎年度所定の期日までに学長に申告しなければならない。

２ 授業科目の履修にあたっては，第１年次において 20単位以上を計画し，履

修することを原則とする。

３ 指導教員が研究指導上有益と認めた場合は，学部又は他の専攻の授業科目

（大学院の共通科目及び専攻内共通科目は除く。）を，又は他の大学院との協

議に基づく当該他の大学院の授業科目を履修することができる。

専門科目

専門科目      セミナー科目・特別講義
産業戦略工学コロキュウムⅠ，産業戦略コロキュウムⅡ

他専攻

科目

物質工学専攻

機能工学専攻

情報工学専攻

社会工学専攻

未来材料創成

工学専攻

創成シミュレー

ション工学専攻

コアテクノロジー分野産業技術経営分野

経営管理特論●

マーケティング特論

意思決定特論

企業戦略特論

技術戦略特論

市場経済特論

経営法務特論

精神保健管理特論●

材料開発特論

生産技術開発特論

電子情報開発特論

スマートエレクオトロニクス特論特論

都市環境創成特論

材料開発コアテクノロジー特論演習

生産技術コアテクノロジー特論演習

電子情報コアテクノロジー特論演習●

都市環境コアテクノロジー特論演習

デザインマネジメント演習

品質戦略特論

品質管理特論

技術展開特論

開発戦略特論

知的財産権技術開発

特論

技術創成特論

イノベーション論●

経営管理
・企業経営

生産技術
・品質管理

技術開発
・創成

産業戦略工学ﾌﾟﾚｾﾞﾝﾃｰｼｮﾝⅠ

産業戦略工学ﾌﾟﾚｾﾞﾝﾃｰｼｮﾝⅡ●

産業戦略工学事例研究Ⅰ

産業戦略工学事例研究Ⅱ●
産業戦略創成企業演習●

専攻内共通科目工学倫理特論●，技術系ベンチャー構築論，国際経済特論，安全・環境科学特論，自動車工学概論，ものづくり

経営論，コミュニティー創成特論，薬科学特論●，グローバル人材論，多文化共生特論，心理学特論

【英語による開講状況】「●」授業の全部又は一部に英語を使用して実施している科目を表す。
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４ 前項の規定により授業科目を履修し，修得した単位は，10単位を限度とし

て，課程修了に必要な単位として認定することができる。

５ 履修しようとする授業科目の追加，変更又は取消等，履修計画を変更する場

合は，指導教員の承認を得て，学長に申告しなければならない。

出典：名古屋工業大学規則集（Web，学生生活案内）

資料１－１－２－５－③：大学院博士前期課程履修科目数

資料１－１－２－５－④：創造工学教育課程の履修方法について（学部）

創造工学教育課程は，学部４年＋大学院２年のシームレスな学習ができる教育課程

です。１年生では，自分の興味に基づいて主軸の分野を決め，メンター教員とともに

学習目標を設定してプランを作成します。１年生後期からは，主軸以外の様々な工学

分野の先生や学生とともに研究やゼミを行う研究室ローテーションや，多彩な知識か

ら新しい価値を創造する方法論を学ぶデザイン科目群などを学びます。３年生後期か

ら本格的な研究活動がスタート。６年生修了までの３年半の時聞をかけて，じっくり

と主軸の研究に打ち込みます。

出典：創造工学教育課程パンフレット抜粋

計画１－１－２－６「産学官教育連携会議の意見を踏まえた産業界が求める人材を

養成するため，平成 28 年度に行う教育組織の再編成に向け，

先端研究に触れさせるとともにグローバル感覚を涵養する「招

致ユニット特別演習」や国内外の機関で研究活動を行う「研究

インターンシップ」等の教育課程の整備に取り組む。」に係る

状況

平成 28年度に行う教育組織の再編成において，海外招致ユニットによる開設科

目として「特別演習１・２」及び「先進特別演習１・２」や「研究インターンシッ

プ」といった授業科目を教育課程に組み込んだ（資料１－１－２－６－①－１，２，

１－１－２－６－②－１，２）。

 平成 26年度から受け入れている「海外招致ユニット」の成果を人材育成に還元

するため，招致ユニットの外国人教員による特別演習を試行的に実施した（資料１

－１－２－６－③）。また，「研究インターンシップ」については，長期間（３か月

以上）であること，単に“工場見学”や“受動的な実習”ではなく，工学を実践に

移す活動を制度化するものとして設計した。

 なお，本計画は平成 26年度に「戦略性が高く意欲的な目標・計画」に認定され

た。

履修登録科目数（平成 27年度実績）

課程 区分 全科目 他専攻科目
他専攻科目

受講割合(%)

博士前期課程
科目数 9,773 1,605 16.4

単位数 20,711 3,108 15.0

出典：学内資料
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   （実施状況の判定）実施状況が良好である。

   （判断理由）状況に記載のとおり，先端研究に触れさせるとともにグローバル感覚を

涵養するために，海外招致ユニットによる「特別演習」や「研究インターンシップ」

等の教育課程の整備を行ったため，実施状況が良好であると判断した。

【現況調査表に関連する記載のある箇所】

工学研究科 観点「教育内容・方法」

資料１－１－２－６－①－１：博士前期課程教育課程表 （生命・応用化学専攻）

資料１－１－２－６－①－２：博士前期課程教育課程表 （情報工学専攻）

前

期

前

半

前

期

後

半

後

期

前

半

後

期

後

半

前

期

前

半

前

期

後

半

後

期

前

半

後

期

後

半

生命・応用化学特別講義Ⅰ 1 2

生命・応用化学特別講義Ⅱ 1 2

生命・応用化学特別講義Ⅲ 1 2

生命・応用化学特別講義Ⅳ 1 2

材料・エネルギー特別演習１ 1

材料・エネルギー特別演習２ 1

生命・応用化学セミナー１ ②

生命・応用化学セミナー２ ②

生命・応用化学セミナー３ ②

生命・応用化学セミナー４ ②

研究インターンシップ 4

グローバルプレゼンテーション 2

専

攻

共

通

１年次 ２年次

備考

4又は4

2

2

科

目

区

分

単位

数

(○)印

は必

修

毎週授業時間数

専

門

教

育

科

目

分

野

等
授 業 科 目

4

4

4

4

16又は16

出典：平成 28 年４月１日施行名古屋工業大学大学院教育課程履修規程

前

期

前

半

前

期

後

半

後

期

前

半

後

期

後

半

前

期

前

半

前

期

後

半

後

期

前

半

後

期

後

半

情報工学特別講義Ⅰ 1

情報工学特別講義Ⅱ 1

情報工学特別講義Ⅲ 1

情報工学特別講義Ⅳ 1

情報・社会特別演習１ 1 集中講義

情報・社会特別演習２ 1 集中講義

情報工学セミナー１ ② 情報数理以外

情報工学セミナー２ ② 情報数理以外

情報工学セミナー３ ② 情報数理以外

情報工学セミナー４ ② 情報数理以外

研究インターンシップ 4 集中講義

グローバルプレゼンテーション 2 集中講義

専

攻

共

通

専

門

教

育

科

目

4

16又は16

4又は4

2

2

科

目

区

分

分

野

等
授 業 科 目

単位

数

(○)印

は必

修

4

4

4

2

2

2

2

毎週授業時間数

１年次 ２年次

集中講義

備考

出典：平成 28 年４月１日施行名古屋工業大学大学院教育課程履修規程
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資料１－１－２－６－②－１：博士後期課程教育課程表 （生命・応用化学専攻）

資料１－１－２－６－②－２：博士後期課程教育課程表 （情報工学専攻）
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資料１－１－２－６－③：招致ユニット教員による授業実施状況

計画１－１－２－７「博士後期課程においてセミナーやインターンシップ等の研究

力や実践力の向上に関わる科目を設定し，単位修得を義務付け

る。」に係る状況

平成 24 年度から博士後期課程の修了要件に授業単位数（10 単位）を加え，学

生が必要とされる高度な専門的知識・能力等の修得を体系的に行うことにより，

当該課程の質保証を行った（資料１－１－２－７）。この中で，セミナー科目に必

修４単位の設定を行い，またインターンシップ科目の設定の他，国際会議・学会

等での発表を目標とする「グローバルプレゼンテーション」を開設した。

   （実施状況の判定）実施状況が良好である。

   （判断理由）状況に記載のとおり関係科目を開設し，単位修得を義務付けたため，実

施状況が良好であると判断した。

【現況調査表に関連する記載のある箇所】

工学研究科 観点「教育内容・方法」
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資料１－１－２－７：博士後期課程教育課程表（創成シミュレーション工学専攻）

出典：名古屋工業大学教育課程履修規程別表２（学生生活案内掲載）
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計画１－１－２－８「週当たり受講科目数の縮減による教育効果向上を目指し，基

礎的な教育科目は短期集中開講（２コマ連続開講または週複数

回開講）を行う。」に係る状況

教育効果向上を目指して２コマ連続開講等の授業を，1年次の数学，英語，もの

づくりデザイン等で実施している。当該授業における学生授業評価の状況（授業

進度）を分析した結果，資料のとおり，満足度が高い結果を得ている（資料１－

１－２－８）。

   （実施状況の判定）実施状況が良好である。

   （判断理由）短期集中開講を実施し，当該科目の学生満足度も高評価を得ているため，

実施状況が良好であると判断した。

資料１－１－２－８：短期集中開講科目の授業評価結果

【回答（満足度除く）】

４：はい ３：どちらかと言えばはい ２：どちらかと言えばいいえ １：いいえ

【回答（満足度）】

５：満足 ４：やや満足 ３：普通 ２：やや不満 １：不満

授業科目名等 授業進度 授業満足度

微分積分Ⅰ及び演習（週 2コマ） 3.0 3.6

微分積分Ⅱ及び演習（週 2コマ） 3.2 4.0

科学技術英語（週 2コマ） 3.3 3.9

ものづくりデザイン（2コマ連続） 3.5 4.3

電気電子工学実験実習入門（2コマ連続） 3.5 4.4

出典：平成 27 年度授業評価結果

計画１－１－２－９「１年次から３年次まで，クラス担当委員による修学指導を実

質化する。具体的には，履修条件の精査と厳格な適用，履修単

位数の上限と下限の設定，履修登録時のクラス担当委員による

承認を行う。また，３年次後期末には指導教員を定め，学生の

修学等に関して早期より適切な指導を施す。」に係る状況【★】

１年次から３年次までは学科の各クラスにクラス担当委員(教員)を配置し，修

学指導を行っている。３年次後期末には指導教員を定め，４年次は卒業研究を行う

ため，指導教員が修学指導を行っている。

クラス担当委員による修学指導を実質化するため，実際のきめ細かな学生指導

とは齟齬が生じていた指導内容（クラス担当委員の業務に関する申合せ）を見直し，

平成 25年度から新指導内容を適用した（資料１－１－２－９－①）。

また，平成 26年度より，各学生の履修登録状況をクラス担当委員が WEB 画面で

確認しながら指導・助言できるように，学習ポートフォリオシステム（履修カルテ）

を導入した（平成 26 年度に試行し，27 年度に本格導入）。これにより，学生の履

修状況が一目で確認でき，さらに，履修登録案をクラス担当委員等の教員が確認し

て初めて最終登録される仕組みを導入した（資料１－１－２－９－②，③）。学習
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ポートフォリオを参考にし，クラス担当委員は履修登録から成績配布までを通し

て，学生の履修状況を確認し，個々の学生に応じた綿密なアドバイスが可能となっ

た。これについては，大学機関別認証評価でさらなる向上が期待される点として評

価されている。

授業時間外の学習時間を確保し，学生の主体的な学習を促すため，履修登録単位

数の上限を定めており，さらに，クラス担当委員の履修計画指導時には GPTを基に

した下限についても留意し，修得単位が低い学生に対しては理由等の確認を行い，

必要に応じて学内の各種相談体制担当者に繋げるなど適切な指導を行っている

（資料１－１－２－９－④）。

   （実施状況の判定）実施状況が良好である。

   （判断理由）状況に記載のとおり，学習ポートフォリオシステムを導入して修学指導

の実質化を図っており，これについては大学機関別認証評価でさらなる向上が期

待される点として評価されるなど，実施状況が良好であると判断した。

資料１－１－２－９－①：クラス担当委員の業務に関する申合せ

クラス担当委員の業務に関する申合せ

１．学生からの相談に対応する。また，必要に応じて学内の相談機関（学生なんでも

相談室相談員，学生支援室，保健センター等）へ紹介する。

（１）生活に関する以下のような事項についての指導，助言を行う。

    対人関係について

    奨学金について

    海外留学について

    クラブ活動について

（２）履修・修学に関する以下のような事項についての指導，助言を行う。

    履修方法について

    退学，休学，進路について

    コース分属について

    研究室配属について

（３）その他，学生からの相談に適宜対応する。

２．成績票配布時に，成績内容について指導を与えるとともに，担当学生と適宜面談

を行い，学業・生活面で何らかの相談がないか確認する。

３．修学指導の実質化のため，履修登録時に担当学生の履修登録について確認業務（履

修登録チェック）を行う。

４．担当学生の適性や資質に応じた進学・就職指導を就職担当教員と連携して行う。

５．クラス担当委員研修会，メンタルヘルス講習会等への参加

６．その他，クラス担当委員に代わるものとして教育類で独自に配置されている教員

は，上記職務を行うことができるものとする。

出典： 学内規定集

資料１－１－２－９－②：学習ポートフォリオシステム（履修カルテ）

学習ポートフォリオシステムによる履修指導

システムの次の機能によって履修指導を実施

１．教員が指導学生の情報を確認する機能

・指導学生の一覧を表示する。

・指導学生の履修済み科目の成績，単位状況を確認する。

・指導学生の成績チャート（科目群毎の成績のレーダーチャート）を確認する。

・指導学生の休学，停学，留学の履歴を確認する。

２．学生が自身の履修履歴を確認する機能
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・自身の履修ずみ科目の成績，単位状況を確認する。

・自身の成績チャート（科目群毎の成績のレーダーチャート）を確認する。

３．教員が指導学生を指導する機能

・履修登録に際して教員が学生へアドバイスを入力し，学生が確認する。

・学生がアドバイスを確認したか否かを教員が確認する。

出典： 学内資料

資料１－１－２－９－③：学習ポートフォリオ（履修カルテ）教員チェック画面

出典：教務情報システム

資料１－１－２－９－④：履修登録単位数上限値及び下限の参考値

GPAに基づく成績評価実施要領

１ 趣旨

成績評価の厳格化及び学生に対するきめ細かな履修指導を行うため，客観的な成績

評価法として GPA (Grade Point Average)等を導入する。

２ 成績評価の基準

成績はクラス内での相対的評価とせず，シラバスに記載した達成目標に対する到達

度での評価とする。

３ 成績評価手順

成績評価は次の手順（１）～（３）により行う。

（１）成績評価は５段階評価とする。

① 授業科目の成績を，秀，優，良，可及び不可の５段階をもって表し，秀，優，

良及び可を合格とし，不可を不合格とする。

なお，便宜的に，S，A，B，C，Dの記号を用いても良い。秀，優，良，可，不

可との対応は，下記の表に示す。

② 成績評価を 100点満点で表し，最低合格点を 60 点とする。秀，優，良，可，

不可との対応は，下記の表に従う。
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③ 成績評価に応じて GP（Grade Point）をつける。秀，優，良，可，不可と GPの

対応は，下記の表に従う。

      成 績       GP

 秀

  優

 良

 可

不可

（S）

（A）

（B）

（C）

（D）

  １００～９０点

   ８９～８０点

   ７９～７０点

    ６９～６０点

   ５９点以下

   ４点

   ３点

   ２点

   １点

    ０点

（２）GPAを以下の方法で算出し，累計 GPAを学業成績票に記載する。

① GPA は，次式のように，各履修登録科目の単位数に上記の当該 GPを乗じ，その

総和を履修登録した科目の単位数の合計で除した数値であらわす。

学期(学年)GPA
(当該学期(学年)に修得した科目の単位数×その科目で得た GP)の総数

(当該学期(学年)に履修登録した単位数)の総和

② 上記の算出式により，各学期及び学年ごとに GPA を算出する。

③ 下記の算出式により，当該年次までの累計した GPAを算出する。

累計 GPA
(当該年次までに修得した科目の単位数×その科目で得た GP)の総数

(当該年次までに履修登録した単位数)の総和

補 足

(ア) GPA は，小数点以下第３位を四捨五入してあらわす。

(イ) GPA 算出に，必修，選択の科目の区別はしない。

(ウ) 以下の科目は GPA除外科目とする。

・「合」，「否」で表される科目 （『卒業研究』などが該当する）

・再受講免除科目及び教職科目

・認定科目（編入，学士入学等により認定された科目）

・やむを得ない理由で定期試験を受けられなかった学生に対して追試験を実施で

きなかった科目（教員が成績報告のときに何らかの記号を用いて報告し，GPA

除外科目として処理する。理由及び追試の判断は担当教員に任せる）

・その他各教育類で決めた GPA になじまない科目

第一部

教 育 類 名 授  業  科  目

 生命・物質工学          なし

 環 境 材 料 工 学  セラミックス工学セミナー

  材料機能工学セミナー

 機 械 工 学          なし

 電 気 電 子 工 学  電気電子工学特別講義

 機能電子セミナー

  エネルギーデザインセミナー

  通信系セミナー

 情 報 工 学          なし

 建築・デザイン工学  建築学コロキュウム

 デザイン学コロキュウム

 都 市 社 会 工 学  環境都市セミナー

 経営システムセミナー

 経営システム工学応用演習

 経営システム工学総合演習

 経営システム工学実習Ⅰ

 経営システム工学実習Ⅱ

  環境都市工学演習

第二部
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・全学科なし

（３）GPA以外のその他の成績評価法

学生に対するきめ細かな履修指導を行うため，必要とする場合は，GPAのほか，

GPT及びその他の成績評価法を活用することができる。

① GPT（Grade Point Total）を以下の方法で算出し，累計 GPT を学業成績票に記

載する。

GPTは，次式のように，各履修登録科目の単位数に上記の当該 GP を乗じた総和

であらわす。

学期(学年)GPT＝(当該学期(学年)に修得した科目の単位数×その科目で得たＧＰ)の総数

累計 GPT＝(当該年次までに修得した科目の単位数×その科目で得たＧＰ)の総数

なお，GPT算出に当たっては，(２)補足(イ)(ウ)を準用する。

② その他の成績評価法の算出方法については，活用する教育類において別に定め

る。

４ 各学年における履修登録単位数の上限値の設定

① 大学の授業は１単位につき，課題学習や予習・復習の時間を含めて 45時間の

学習が必要である。このことを踏まえ，授業時間外の学習時間を十分確保し，学

生の主体的な学習をより一層促すため，履修登録単位数の上限を設定する。

② 編入学生及び転入学生に対しては適用しない。

③ 上限単位数設定は，学科，学年及び学期ごとに行う。

④ 対象学年は，第一部は１～３年生，第二部は，１～４年生とする。

学     科

登 録 上 限 単 位 数

  １年次   ２年次   ３年次   ４年次

前期 後期 前期 後期 前期 後期 前期 後期

第

一

部

生 命 ・ 物 質 工 学 科

環 境 材 料 工 学 科

機 械 工 学 科

電 気 電 子 工 学 科

情 報 工 学 科

建築・デザイン工学科

都 市 社 会 工 学 科

24

25

27

27

28

26

25

24

27

23

26

28

28

27

28

28

28

28

28

28

28

28

28

28

28

28

28

28

28

28

28

28

28

28

28

28

28

28

28

28

28

28

第

二

部

物 質 工 学 科

機 械 工 学 科

電 気 情 報 工 学 科

社 会 開 発 工 学 科

20

20

20

20

20

20

20

20

20

20

20

20

20

20

20

20

20

20

20

20

20

20

20

20

20

20

20

20

20

20

20

20

注：第一部の「健康運動科学」，第二部の「健康運動科学演習」は上限に算入し

ないものとする（GPA 及び GPT の除外科目として処理する）。

５ 開始時期

平成 21年度入学者から適用する。

出典：名古屋工業大学規則集（Web，学生生活案内）

計画１－１－２－10「国際的な技術理解・表現能力を育成することを目指し，英語

による開講科目数を増加させる。」に係る状況

英語による授業については，平成 27年度開講状況は，英語のみで授業を実施し

ている科目は，博士前期課程は全開講科目（420科目）のうち８科目，博士後期課

程は全開講科目（185 科目）のうち 11 科目という状況である（資料１－１－２－

10－①，②）。ただし，日本語の併用，英語教科書等の使用，英文レポートの提出

等を含めると，博士前期課程は 213科目（約 51％），博士後期課程は 127科目（約
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70％）が，英語に関する教育を取り込んでいる状況である。日本人学生の英語力も

考慮してこのような開講状況であるが，集計を始めた年度（博士前期課程４年前，

博士後期課程３年前）と比較すると，「英語のみ授業：博士前期１科目→８科目，

博士後期９科目→11科目」，「併用等を含めた授業：博士前期 28％→51％（23 ﾊﾟｰｾ

ﾝﾄﾎﾟｲﾝﾄ増），博士後期 48％→69％（21 ﾊﾟｰｾﾝﾄﾎﾟｲﾝﾄ増）」と増加している。また，

博士後期課程科目「グローバルプレゼンテーション」受講者を対象とし，ネイティ

ブ教員による特別演習（教育課程外）も実施し，学生の実践力を養っている（資料

１－１－２－10－③）。

その他，シラバスについては，平成 26年度から日本語版のみではなく英語版を

作成し，留学生に対する支援を進めている（資料１－１－２－10－④）。

（実施状況の判定）実施状況が良好である。

   （判断理由）状況に記載のとおり，英語による開講科目数を増加させ，国際的な技術

理解・表現能力を育成しており，実施状況が良好であると判断した。

【現況調査表に関連する記載のある箇所】

工学研究科 観点「教育内容・方法」
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資料１－１－２－10－①：大学院英語科目の開設状況（推移）（博士前期課程）

出典：学内資料
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資料１－１－２－10－②：大学院英語科目の開設状況（推移）（博士後期課程）

出典：学内資料
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資料１－１－２－10－③：「グローバルプレゼンテーション」科目の特別講義実施状況

出典：学内資料

受講者数２０名 回収アンケート数１５名分 回収率７５％ 開催日時 平成２６年８月２１日～２２日

１．今回、特別講座を受講しようと思った目的は何ですか。(複数回答可)

国際会議発表を念頭においた実用科学技術英語の修得 7人

国際会議発表を念頭においた資料作成能力の向上 12人

国際会議発表スキルの向上 13人

英会話によるコミュニケーション能力の向上 5人

その他（記述意見） 0人

２．これまでのあなたは英語でのプレゼンテーションに対し、自信はありましたか。

大いに自信があった 0人

自信があった 2人

少し自信があった 2人

あまり自信がなかった 4人

全く自信がなかった 7人

３ 講座を受講したことで英語でのプレゼンテーションに対し 自信がつきましたか

大いに自信がついた 1人

自信がついた 3人

少し自信がついた 10人

あまり自信がつかなかった 1人

全く自信がつかなかった 0人

４ 講座の内容はいかがでしたか

大変満足した 4人

満足した 10人

普通 0人

あまり満足できなかった 1人

満足できなかった 0人

「グローバルプレゼンテーション特別講座」アンケート集計結果

19%

32%
35%

14%

0%

１ 受講の目的

国際会議発表を念頭においた

実用科学技術英語の修得

国際会議発表を念頭においた

資料作成能力の向上

国際会議発表スキルの向上

英会話によるコミュニケーショ

ン能力の向上

その他（記述意見）

13%

13%

27%

47%

２ ﾌﾟﾚｾﾞﾝﾃｰｼｮﾝの自信度（受講前）

自信があった

少し自信があった

あまり自信がなかった

全く自信がなかった

6%

20%

67%

7%

0%
３ プレゼンテーションの自信度（受講後）

大いに自信がついた

自信がついた

少し自信がついた

あまり自信がつかなかっ

た

全く自信がつかなかった

27%

67%

0%

6%

0%
４ 講座満足度

大変満足した

満足した

普通

あまり満足できなかった

満足できなかった

大いに自信があった

0 ％
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資料１－１－２－10－④：英文シラバスサンプル

出典：名古屋工業大学ホームページ
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○小項目３「教育成果を把握し，学位水準を確保する。」の分析

   関連する中期計画の分析

計画１－１－３－１「学科や専攻の教育理念とカリキュラムとの整合性の合致，及

び教育に対する学生の充足度を向上させるために，在学生の授

業評価アンケートの他，卒業生や修了生も含めた授業科目の評

価・提言システムを構築する。また，学科や専攻の教育の理念

と成果の検証のために外部評価を適宜実施する。」に係る状況

在学生に対する授業評価は学期毎に実施し，授業の満足度に関する設問では，学

部で平均 3.9～4.1(５段階評価)，大学院では平均 4.2～4.5（同）となっており，

学生からは高い評価を受けている（資料１－１－３－１－①，②）。

また，３〜４年程度毎の頻度で定期的に，就職後２〜５年経過した卒業・修了生

に対して本学在籍期間中の学習成果に関するアンケートを，就職先関係者（上司）

に対しては本学の卒業・修了生に対する外部評価としてアンケートを実施してい

る。アンケート結果の特徴は全般的に高い評価を受けており，中でも「専門分野の

基礎知識」の評価点が，企業からの評価で特に高いことである（資料１－１－３－

１－③）。

   （実施状況の判定）実施状況が良好である。

   （判断理由）状況に記載のとおり，在学生の授業評価アンケートを毎学期実施してい

ることや，卒業生・修了生，また卒業生等の就職先企業等への定期的なアンケート

を実施していること，さらにその結果は全般的に高い評価を受けていることから，

実施状況が良好であると判断した。

【現況調査表に関連する記載のある箇所】

工学部 観点「進路・就職の状況」

工学研究科 観点「進路・就職の状況」

資料１－１－３－１－①：授業の満足度調査（第一部）

調査年度 H24前 H24後 H25前 H25後 H26前 H26後 H27前 H27後

評点平均値 3.9 4.0 4.0 4.0 4.0 4.1 4.0 4.0

評点：５満足 ４やや満足 ３普通 ２やや不満 １不満

※設問が同一の平成 24 年度以降の数値を資料としている。

出典：平成 24-27 年度授業評価アンケート結果

資料１－１－３－１－②：授業の満足度調査（大学院博士前期課程）

調査年度 H24前 H24後 H25前 H25後 H26前 H26後 H27前 H27後

評点平均値 4.3 4.5 4.2 4.5 4.3 4.4 4.3 4.4

評点：５満足 ４やや満足 ３普通 ２やや不満 １不満

※設問が同一の平成 24 年度以降の数値を資料としている。

出典：平成 24-27 年度授業評価アンケート結果
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資料１－１－３－１－③：卒業・修了生及び就職先関係者アンケート

項目毎の評価点（４=大いに思う、３＝思う、２＝あまり思わない、１＝思わない）

の平均値

※卒業後数年を経過した卒業・修了生を主対象にアンケートを実施。

平成 16年度に学科改組を行っており，平成 15年度以前の入学者を対象として平成

19年度に，平成 16年度入学者以降を対象として平成 23年度に，また，平成 21年度

にカリキュラム改編を実施したことにより平成 26年度に各々アンケートを実施した

もの。

出典：平成 26 年度自己点検・評価報告書

計画１－１－３－２「学位授与の方針に基づき，学生の学習到達度を的確に把握・

測定し，学士，修士，博士の学位認定を行う組織的な体制を整

える。特に博士の学位論文の審査は，外部審査委員の参画を積

極的に推進し，審査結果の適正性・公正性を関連分野の教員相

互で確認するシステムを導入する。」に係る状況

学位授与の方針については，従来から規則等において条文化していたが，「ディプ

ロマ・ポリシー」の標語を付け明確化を計った（資料１－１－３－２－①）。

また，当該方針に基づく学位認定を行うため，学部（学士）の卒業研究において，

全学共通ルーブリックを基にした評価システムを策定し各学科へ提示するとともに，



名古屋工業大学 教育

39

その定着を管理するため毎年度教育類長（学科長）が参集する会議にて評価（審査）

状況の確認や意見交換を行っている（計画１－１－３－２－②）。

博士論文においては，審査結果の公正性を特に担保するため，外部審査員の積極

的な登用を図っている（計画１－１－３－２－③）。

   （実施状況の判定）実施状況がおおむね良好である。

   （判断理由）ディプロマ・ポリシーの明確化，卒業研究のルーブリック策定，博士論

文の外部審査員等，中期計画に基づき適切に実施しており，実施状況がおおむね良

好であると判断した。

【現況調査表に関連する記載のある箇所】

工学部 観点「教育内容・方法」

工学研究科 観点「教育内容・方法」

資料１－１－３－２－①：ディプロマ・ポリシーの明確化

出典：名古屋工業大学ホームページ
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資料１－１－３－２－②：卒業研究におけるルーブリック評価

ルーブリックによる達成度評価

 【全学共通の評価項目に係るルーブリック】

出典：学内資料

計画１－１－３－２－③：外部審査員による学位論文審査件数（推移表）

出典：学内資料

○小項目４「学士課程では基盤産業の中核を担う人材を輩出するとともに産業の革

新・創成に貢献しうる能力をもつ人材を育成し，産業界，官公庁などへの

就職及び大学院への進学を指導する。」の分析

   関連する中期計画の分析

計画１－１－４－１「工学の知識のみならず，知的財産に関する知識やマネジメン

博⼠論⽂ 修⼠論⽂ 博⼠論⽂ 修⼠論⽂ 博⼠論⽂ 修⼠論⽂ 博⼠論⽂ 修⼠論⽂ 博⼠論⽂ 修⼠論⽂
物質⼯学専攻 1 3 3 1 3 2 2 1 6
機能⼯学専攻 2 3 2 6 1 5 1
情報⼯学専攻 2 1 2 1
社会⼯学専攻 2 1 4 1 4 3 3 3
産業戦略⼯学専攻 2 5
未来材料創成⼯学専攻 2 6 6 4 2 1 3 1 1
創成ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ⼯学専攻 1 1 5 1 3 1 4 1
都市循環システム⼯学専攻

計 8 8 18 8 14 11 13 18 10 11
合計

平成27年度平成23年度
専攻名

平成24年度 平成25年度 平成26年度

16 26 25 31 21

参考：修了者数

後期 論博 前期 後期 論博 前期 後期 論博 前期 後期 論博 前期 後期 論博 前期
42 5 681 54 3 615 58 4 631 50 7 634 47 3 632

681 615 631 634 63247 57 62 57 50

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度
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ト能力を身につけさせ，「ものづくり」の実践能力を発揮でき

る産業界，官公庁などへ就職させる。また，先端の専門知識と

それを展開する能力を身につけた高度技術者・研究者を育成す

るために，本人の適性や資質に応じて大学院への進学を指導す

る。」に係る状況

知的財産に関する知識やマネジメント能力を身につけさせるために，共通科目に

「ものづくり・経営基礎科目」区分を設定し教育している（資料１－１－４－１－

①）。また，本人の適性や資質に応じて大学院への進学を指導するため，平成 25 年

度から改正・整備した「クラス担当委員の業務に関する申合せ」において，「担当学

生の適性や資質に応じた進学・就職指導を就職担当教員と連携して行う。」として明

文化を行い，適切な進路指導を実施している（資料１－１－４－１－②）。その結果，

産業界，特にものづくり関連企業へ 20～25％，官公庁へ約３％が就職し，大学院へ

は約 65～70％が進学している（資料１－１－４－１－③）。

   （実施状況の判定）実施状況が良好である。

   （判断理由）状況に記載のとおり人材育成のための授業科目の開設や卒業後の進路指

導などを個々の学生に対して適切に行っており，その結果，毎年，就職や進学が適

切な割合になっていることから，実施状況が良好であると判断した。

【現況調査表に関連する記載のある箇所】

工学部 観点「教育内容・方法」

資料１－１－４－１－①：「ものづくり・経営基礎科目」の定義

カリキュラムの区分について（共通科目②ものづくり・経営基礎科目抜粋）

区  分 考  え  方

共

通

科

目

②ものづくり・

経営基礎科目

技術者として不可欠な倫理観を養い，経営感覚・デザイン感覚

を育成し，知的財産保護や起業のために必要な基礎的科目など

を教育するカテゴリーである。

出典：名古屋工業大学教育課程履修規程付表（学生生活案内掲載）

資料１－１－４－１－②：クラス担当委員の業務に関する申合せ

クラス担当委員の業務に関する申合せ

１．学生からの相談に対応する。また，必要に応じて学内の相談機関（学生なんでも相

談室相談員，学生支援室，保健センター等）へ紹介する。

（１）生活に関する以下のような事項についての指導，助言を行う。

    対人関係について

    奨学金について

    海外留学について

    クラブ活動について

（２）履修・修学に関する以下のような事項についての指導，助言を行う。

    履修方法について

    退学，休学，進路について

    コース分属について

    研究室配属について

（３）その他，学生からの相談に適宜対応する。
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２．成績票配布時に，成績内容について指導を与えるとともに，担当学生と適宜面談

を行い，学業・生活面で何らかの相談がないか確認する。

３．修学指導の実質化のため，履修登録時に担当学生の履修登録について確認業務（履

修登録チェック）を行う。

４．担当学生の適性や資質に応じた進学・就職指導を就職担当教員と連携して行う。

５．クラス担当委員研修会，メンタルヘルス講習会等への参加

６．その他，クラス担当委員に代わるものとして教育類で独自に配置されている教員

は，上記職務を行うことができるものとする。

出典： 学内規定集

資料１－１－４－１－③：学士課程の進路状況

○小項目５「大学院課程では基盤産業の革新に貢献するリーダーと，新産業の創成に

貢献するリーダーを育成し，産業界，大学・研究機関，官公庁などに送り

出す。」の分析

   関連する中期計画の分析

計画１－１－５－１「先端的な専門技術の理解を基礎に，更に応用・展開ができる

能力を身につけた高度技術者を産業界などに送り出す。」に係

る状況

  大学院博士前期課程では，先端的な専門技術の理解を基礎に，更に応用・展開が

できる能力を身につけさせるため，全専攻においてカリキュラムフローを作成し，

専門技術等を体系的に習得させている（資料１－１－５－１－①）。一般共通科目の

リーダーシップ特論，技術系ベンチャー構築論の開講により，基盤産業の革新に貢

献するリーダーと，新産業の創成に貢献するリーダーの育成を目指している。

  博士前期課程では，直近５年間のデータに示すとおり，就職希望者の就職率は約

99％である（資料１－１－５－１－②）。進路については，95％以上が産業界に就職

し，特に製造業，建設業，情報通信事業といった「ものづくり」関連業への就職割

合が高く 90％程度である。

   （実施状況の判定）実施状況が良好である。

   （判断理由）カリキュラムフローを基に中期計画に記載の能力を身に付けさせて社会

に送り出しており，就職希望者の就職率がほぼ 100％で，そのうち産業界に 95％以

上が就職していることから，多くの人材を産業界へ送り出しており，実施状況が良

好であると判断した。

【現況調査表に関連する記載のある箇所】

工学研究科 観点「進路・就職の状況」

進路状況
人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％

大学院 622 64.9 629 61.3 637 70.2 622 67.3 636 69.4 669 71.5
産業界 306 31.9 366 35.7 243 26.8 265 28.7 250 27.3 245 26.2

(うちものづくり関連企業） (73.5) (79.1) (74.3) (92.5) (87.2) (86.1)
官公庁 31 3.2 31 3.0 27 3.0 37 4.0 31 3.4 22 2.4

平成27年度平成26年度平成25年度平成24年度

※()は，産業界への就職者のうち，ものづくり関連企業（製造，建設，情報通信，開発研究及び電気・ガス関係企
業）へ就職した者の割合である。

平成23年度平成22年度

※割合は，進路確定者数を分母としたもの。

出典：学内資料
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資料１－１－５－１－①：カリキュラムフロー例

出典： Webシラバス

資料１－１－５－１－②：博士前期課程進路状況（就職先）

計画１－１－５－２「新たな産業分野や研究領域を開拓できる能力を身につけた実

践的研究者を産業界，大学・研究機関，官公庁などに送り出す。」

に係る状況

大学院博士後期課程では，新たな産業分野や研究領域を開拓できる能力を身につ

けさせるため，セミナー科目やインターンシップ科目を受講させ，研究領域を開拓

できる能力を体系的に習得させている（資料１－１－５－２－①）。

博士後期課程では，約 50％が産業界，特に製造業，建設業，情報通信事業といっ

た「ものづくり」関連業に，残りの 50％が大学・研究機関と官公庁に就職している

（資料１－１－５－２－②）。

   （実施状況の判定）実施状況が良好である。

   （判断理由）状況に記載のとおり，中期計画に記載の能力を身に付けさせるための科

進路状況
人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％

産業界 594 96.4 589 95.2 557 97.5 559 96.4 578 96.2 581 97.3
(うちものづくり関連企業） (89.1) (87.2) (92.2) (92.5) (92.9) (95.4)

官公庁 22 3.6 30 4.8 14 2.5 22 3.6 23 3.8 16 2.7

※()は，産業界への就職者のうち，ものづくり関連企業（製造，建設，情報通信，開発研究及び電気・ガス関係企
業）へ就職した者の割合である。

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成26年度 平成27年度平成25年度

※割合は，進路確定者数を分母としたもの。

出典：学内資料
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目を開講し，毎年約 50％を産業界に，残りの 50％を大学・研究機関と官公庁に送

り出しており，実施状況が良好であると判断した。

【現況調査表に関連する記載のある箇所】

工学研究科 観点「進路・就職の状況」

計画１－１－５－２－①：博士後期課程教育課程表 （機能工学専攻）

出典：名古屋工業大学教育課程履修規程別表２（学生生活案内掲載）

資料１－１－５－２－②：博士後期課程進路状況（就職先）

前期 後期 前期 後期 前期 後期

エ レ ク ト ロ ニ ク ス セ ミ ナ ー ５ ② ２

エ レ ク ト ロ ニ ク ス セ ミ ナ ー ６ ② ２

エ レ ク ト ロ ニ ク ス セ ミ ナ ー ７ ２ ２

エ レ ク ト ロ ニ ク ス セ ミ ナ ー ８ ２ ２

エ レ ク ト ロ ニ ク ス セ ミ ナ ー ９ ２ ２

エ レ ク ト ロ ニ ク ス セ ミ ナ ー 10 ２ ２

計 測 セ ミ ナ ー ５ ② ２

計 測 セ ミ ナ ー ６ ② ２

計 測 セ ミ ナ ー ７ ２ ２

計 測 セ ミ ナ ー ８ ２ ２

計 測 セ ミ ナ ー ９ ２ ２

計 測 セ ミ ナ ー 10 ２ ２

機 構 セ ミ ナ ー ５ ② ２

機 構 セ ミ ナ ー ６ ② ２

機 構 セ ミ ナ ー ７ ２ ２

機 構 セ ミ ナ ー ８ ２ ２

機 構 セ ミ ナ ー ９ ２ ２

機 構 セ ミ ナ ー 10 ２ ２

エ ネ ル ギ セ ミ ナ ー ５ ② ２

エ ネ ル ギ セ ミ ナ ー ６ ② ２

エ ネ ル ギ セ ミ ナ ー ７ ２ ２

エ ネ ル ギ セ ミ ナ ー ８ ２ ２

エ ネ ル ギ セ ミ ナ ー ９ ２ ２

エ ネ ル ギ セ ミ ナ ー 10 ２ ２

テ ク ノ ロ ジ ー イ ン タ ー ン シ ッ プ １ ２

テ ク ノ ロ ジ ー イ ン タ ー ン シ ッ プ ２ ２

グ ロ ー バ ル プ レ ゼ ン テ ー シ ョ ン ２

科
目
区
分

分
野
等

授 業 科 目
単位数
(○)印

は必修

毎週授業時間数

備 考１年次 ２年次 ３年次

２又は２

２又は２

２又は２

専

門

科

目

エ
レ
ク
ト
ロ
ニ
ク
ス

計

測

機

構

エ
ネ
ル
ギ

共
通
科
目

進路状況
人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％

産業界 17 48.6 13 39.4 20 47.6 17 37.0 25 54.3 19 48.7
(うちものづくり関連企業） (48.6) (36.4) (59.5) (58.7) (80.0) (89.5)

大学・研究機関 17 48.6 19 57.6 21 50.0 26 56.5 18 39.1 20 51.3
官公庁 1 2.9 1 3.0 1 2.4 3 6.5 3 6.5 0 0

出典：学内資料

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

※()は，産業界への就職者のうち，ものづくり関連企業（製造，建設，情報通信，開発研究及び電気・ガス関係企
業）へ就職した者の割合である。

※割合は，進路確定者数を分母としたもの。
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②優れた点及び改善を要する点等
   (優れた点) １．TOEICのスコア上昇

平成 26 年度大学院博士前期課程入試から TOEFL，TOEIC の外部試

験を活用した選抜方法に改めたが，このような状況も影響し，学生自

身が英語の点数目標を持ち，継続的に英語を勉強するようになり，大

学院入試に提出された TOEIC の成績が学部入学時に比べ約 200 点も

上昇した。（計画１－１－１－１）

        ２．特色ある入試制度

機械工学科では女性技術者の育成のために，女子学生を対象とし

た推薦入試枠を設けている。さらに，学科にある教育プログラム体系

を越えて学ぶオーダーメイドの履修プログラム「工学創成プログラ

ム」を設け，各学科が開講しているすべての専門科目を履修対象とす

ることを可能としている。これらについては，大学機関別認証評価で

優れた点として評価されている。（計画１－１－１－１）

        ３．ルーブリックに基づく卒業研究の達成度評価

平成 25年度に導入した卒業研究における各プロセスの達成度を検

証するシステムを基に，共通目標である６つの力についての標準的

なルーブリックを設定することにより，卒業研究の達成度評価に客

観性が担保された。（計画１－１－２－４）

   (改善を要する点) 特になし

   (特色ある点)１．産学官教育連携会議の設置

産業界の声を真摯に受け止め，教育改革に活かすため，平成 26 年

度に産学官教育連携会議を設置し，「産業界が求める人材像」，「技術

者・研究者に必要な能力など」に関する意見をいただいている。これ

らの意見を踏まえ，今後，数年間の本学の取り組みの中心に据えるべ

く，「名工大版理工系人材育成戦略」を策定し，２種類の人材像を育

てる学部・大学院の一体改革等に取り組み，平成 28 年度から実施し

ていくこととした。（計画１－１－２－２）

２．海外からの教育研究ユニット招致の人材育成への還元

海外から招致した教育研究ユニットの成果を人材育成に還元する

ため、招致ユニットの外国人教員による授業への参画を実施した。

（計画１－１－２－６）
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(２)中項目２「教育の実施体制等に関する目標」の達成状況分析

①小項目の分析
○小項目１「領域制度を活用し，学部教育及び大学院教育における教員配置に柔軟に

対応する。」の分析

   関連する中期計画の分析

計画１－２－１－１「領域に所属する教員は，学長が院長を務める人事企画院にお

いて一元管理し，共通教育，教育類，大学院専攻における教育

エフォートや積算教育負担に基づき，学科，専攻等に必要な教

育を担当させる。」に係る状況

本学は，専門領域を横断し社会要請に応じた学際的分野への柔軟な対応を目指し

て，教員は４領域のいずれかに所属し，学部においては「学科・教育類」を，大学

院においては「専攻」を設けて，教員がこれを担当するという柔軟な教育組織とし

ている（資料１－２－１－１－①）

積算教育実績調査（平成 27年度より名称を変更）を毎年度実施し，その結果と研

究鳥瞰図，教育エフォートを基に学長と担当副学長による学科並びに専攻等へのヒ

アリングを実施し，学長，理事及び副学長により構成された幹事会において教員人

事の全体像を調整，確認した上で，人事企画院での審議を経ることにより教員人事

の一元化を行っている（資料１－２－１－１－②）。

教員の採用に当たっては，女性教員，外国人教員の積極的採用を心がけており，

外国人教員の人数及び比率については，若干であるが増えている（資料１－２－１

－１－③）。教員の年齢構成は，特定の範囲に偏ることがないようバランスをとって

いる（資料１－２－１－１－④）。また，他大学，行政機関，民間企業等の経験者を

採用して教員構成の多様化を図っている（資料１－２－１－１－⑤）。このように，

従来の専門分野だけでなく，研究力強化を牽引する研究者，若手研究者や女性研究

者など，第３期まで見据えて大学改革を推進していくことが可能となる教員人事を

行っている。

   （実施状況の判定）実施状況がおおむね良好である。

   （判断理由）積算教育実績調査や教育エフォートをもとに，学科等の現状に応じて教

員を配置することができたため，学科及び専攻等が行う教育に配慮した教員人事

とすることができ，実施状況がおおむね良好であると判断した。
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資料１－２－１－１－①：教員組織図

出典：名古屋工業大学概要 2015

資料１－２－１－１－②：人事企画院規則

名古屋工業大学人事企画院規則

（設置）

第１条 名古屋工業大学（以下「本学」という。）に，本学の教員の人事に関する事項を

企画及び立案並びに審議するため，名古屋工業大学人事企画院（以下「人事企画院」と

いう。）を置く。

 （任務）

第２条 人事企画院は，次に掲げる事項を企画及び立案並びに審議する。

 一 教員の人事の在り方に関する事項

 二 教員の定員管理に関する事項

 三 教員の選考に関する事項

 四 大学院担当教員の審査に関する事項

 五 教員の任期解除審査に関する事項

 六 特命教員の呼称に関する事項

七 特任教員，特任研究員の選考及び呼称に関する事項

八 プロジェクト研究員の呼称に関する事項

 九 その他教員の人事及び授業担当者の資格審査に関し必要な事項

２ 前項第３号に規定する教員の選考には，国立大学法人名古屋工業大学と他の研究所

等との連携大学院に関する協定書に基づき委嘱する連携大学院教員の選考を含むもの

とする。

（院長及び副院長）
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第５条 人事企画院に院長及び副院長を置き，院長は学長を，副院長は学長が指名する理

事又は副学長をもって充てる。

２ 院長は，人事企画院を主宰する。

３ 副院長は，院長を補佐し，院長に事故があるときは，その職務を代理する。

出典：名古屋工業大学規則集

資料１－２－１－１－③：女性教員・外国人教員の人数及び比率

区分
平成 25年度 平成 26年度 平成 27年度

現員 女性 外国人 現員 女性 外国人 現員 女性 外国人

教授 135名
6名

(4.44%)

3 名

(2.22%)
138名

8名

(5.80%)

3 名

(2.17%)
142名

7名

(4.93%)

4 名

(2.82%)

准教授 141名
10名

(7.09%)

6 名

(4.26%)
136名

8名

(5.88%)

6 名

(4.41%)
137名

7名

(5.11%)

5 名

(3.65%)

講師 － － － － － － － － －

助教 80名
8名

(10.00%)

5 名

(6.25%)
77名

9名

(11.69%)

5 名

(6.49%)
64名

8名

(12.50%)

7 名

(10.94%)

総数 356名
24名

(6.74%)

14名

(3.93%)
351名

25名

(7.12%)

14名

(3.99%)
343名

22名

(6.14%)

16名

(4.66%)

※現員に対する女性教員数及び外国人教員数は内数で示す。

出典：学内資料

資料１－２－１－１－④：教員の年齢構成           平成 27年 5月 1日現在

区分 教授 准教授 助教 計 比率

～24歳 0 名 0名 0名 0名 0％

25歳～34 0 名 4名 19名 23名 6.7％

35歳～44 7 名 59名 39名 105名 30.6％

45歳～54 58 名 60名 5名 123名 35.9％

55歳～64 75 名 14名 1名 90名 26.2％

65歳 2名 0名 0名 2名 0.6％

計 142名 137名 64名 343名 100％

出典：名古屋工業大学公式ホームページ
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資料１－２－１－１－⑤：新規採用教員の経験構成

H22年度 H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度

新規採用教員数 12 名 9名 8名 11名 6名 31名

他大学経験者 9名 4名 3名 6名 2名 17名

行政機関経験者 1名 ― 1名 1名 ― ―

独立行政法人経験者 3 名 ― 2名 3名 2名 6名

 企業経験者等 6 名 2名 3名 6名 ― 6名

※複数の経験を有する者を含む

出典：学内資料

○小項目２「教育支援者を有効に活用する。」の分析

   関連する中期計画の分析

計画１－２－２－１「教員，技術職員とＴＡが連携した実験・実習・演習の実施体

制を充実する。」に係る状況

教員，技術職員とＴＡが連携した実験・実習・演習の実施体制を次のとおり充実

させている。

技術職員は，技術部に所属し，教育研究に関する技術業務および全学的見地から

必要な技術業務を行っている。具体的な教育への関与については，教育類長（学科

長）等からの業務依頼に基づき，専門分野を考慮して技術職員を派遣し（毎年度約

50 名），実験・実習等の技術指導や実験指導を行っている（資料１－２－２－１－

①）。

ＴＡ（ティーチング・アシスタント，大学院学生の授業補助者）については，教

育補助者として各教育類からの TA計画書に基づき，必要な授業科目に対して適切に

配置し，授業実施体制を充実させている（資料１－２－２－１－②）。また，平成 25

年度から試験におけるＴＡを増員し，試験不正に対する取組も開始した。

   （実施状況の判定）実施状況がおおむね良好である。

   （判断理由）状況に記載のとおり技術職員及びＴＡを実験・実習等に適切に配置し，

教員とともに支援する体制を取っており，実施状況がおおむね良好であると判断

した。

【現況調査表に関連する記載のある箇所】

工学部 観点「教育実施体制」

資料１－２－２－１－①：技術部職員派遣状況

年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度

派遣

人数
50 52 53 51 48 52

出典： 学内資料
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資料１－２－２－１－②：ＴＡ配置人数の推移

出典： 学内資料

○小項目３「教育関連施設を整備し，学習環境並びに課外活動環境を充実する。」の分

析

   関連する中期計画の分析

計画１－２－３－１「教育用計算機環境，学内ユビキタス接続環境を含め学内ＩＣ

Ｔ施設の充実及び図書館やゆめ空間における情報提供機能を

充実させ，学生及び教員双方に資する教育環境の整備を行う。」

に係る状況

平成 24 年度に情報基盤システムを更新し，全面仮想化プライベートクラウドに

よる情報基盤システムを導入するとともに，学生用・教職員用ともに新ポータルを

開発し導入した。

学内機能の変化に合わせて学習環境を向上させるため，教育用端末の配置の見直

しを行い，附属図書館に 41 台増設，留学生用の学習室に 20 台新規設置した。大学

会館を含む学内 15 か所に，国際無線 LAN ローミング基盤（Eduroam）を設置し，従

来の学内全域 Wi-Fiエリア環境をさらに充実させた。

学生及び教職員が利用可能な次世代コミュニケーションプラットフォーム（ユニ

ファイドコミュニケーションシステムの提供，学内に約 1500台の iBeacon を設置し

位置情報の提供，内線電話の IP化）を導入した。

附属図書館セミナー室に，プロジェクタ等を設置し，パソコン等を持ち込んでの

グループ学習が行える環境を整えた。また，ゆめ空間等に教育用端末を設置し，引

き続き学生の利便性を図ってきた。

   （実施状況の判定）実施状況がおおむね良好である。

   （判断理由）状況に記載のとおり情報提供機能を充実させており，実施状況がおおむ

ね良好であると判断した。

計画１－２－３－２「課外活動の全国レベルへの強化を目指し，課外活動施設を整

備する。」に係る状況

平成 24年度大学会館耐震改修にあわせて，不足していた防音設備の整った音楽練

習室を設けた。平成 25年度には，課外活動施設を建替え，すべての課外活動団体へ

部室を貸与するとともに，すべての部室への空調機整備を完了し，活動環境を整えた。

区分 Ｈ22年度 Ｈ23年度 Ｈ24年度 Ｈ25年度 Ｈ26年度 Ｈ27年度

授業教育補助 205 193 259 261 272 309
演習教育補助 288 326 258 254 293 255
実習教育補助 15 52 46 70 72 84
実験教育補助 347 372 396 303 315 317
卒業研究補助 287 254 208 239 332 244
試験監督補助 0 0 0 394 434 371
学習相談 21 22 22 16 17 22

計 1,163 1,219 1,189 1,537 1,735 1,602
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その他，屋内作業に広い面積を必要とするソーラーカー部と人力飛行機研究会の活

動場所も確保した。また，本学ホームページから，個々の団体が外部のサイトに作成

したホームページへリンクし，活動紹介を行っていたが，ウェブサイトホスティング

サービスを提供することでホームページの作成を一元化し，利用しやすい環境を整

えた。

毎年，教務学生委員会において，強化団体を指定し，同団体に対して支援（施設

面，予算等）を実施している。その結果，表に示すような成果が出ている。特にロ

ボコン工房は平成 26年度 NHK大学ロボコン ABU アジア・太平洋ロボコン代表選考会

で優勝し，世界大会（ABUアジア太平洋ロボコン）で第２位と優れた成績を残した（資

料１－２－３－２）。

   （実施状況の判定）実施状況がおおむね良好である。

   （判断理由）課外活動施設の整備を行うとともに，課外活動団体は状況に記載のとお

りの成果を出していることから，実施状況がおおむね良好であると判断した。

資料１－２－３－２：学生団体等による成績

団体名 開催日時 大会・競技会 成果

ボート部 H23.8.25-28.

H24.8.23-26.

H25.9.2-6.

第38回全日本大学選手権大会シングルスカル

第39回全日本大学選手権大会舵手付きペア

第41回全日本大学選手権大会舵手なしペア

第５位入賞

第５位入賞

第７位入賞

陸上部 H24.6.22-24.

H25.6.22.

日本学生陸上競技個人選手権大会三段跳

日本学生陸上競技個人選手権大会走高跳

第８位入賞

第６位入賞

弓道部 H24.8.17. 第43回全日本学生弓道遠的選手権大会 第５位入賞

ロボコン工房 H24.6.10.

H25.6.9.

H26.6.1.

H26.8.24.

H27.6.7.

H27.12.2-5.

NHK大学ロボコン2012

NHK大学ロボコン2013

NHK大学ロボコン2014

ABU Robocon 2014

NHK大学ロボコン2015

2015農林水産業ロボットコンテスト

特別賞

特別賞

優勝

準優勝

アイデア賞

ナガセ賞

アイデア賞

出展

フォーミュラ

プロジェクト

H25.9.2-6.

H26.9.2-6.

H27.9.1-5.

第11回全日本学生フォーミュラ大会

第12回全日本学生フォーミュラ大会

第13回全日本学生フォーミュラ大会

第13位

総合第７位

総合第３位

ソーラーカー部 H.26.8.1-2.

H27.10.18-

25.

FIA ALTERNATIVE ENERGIES CUP

ソーラーカーレース鈴鹿2014

World Solar Challenge 2015

総合第５位

オリンピアクラス

準優勝

第16位（完走）

人力飛行機

研究会

H27.7.26. 第38回鳥人間コンテスト

人力プロペラ機ディスタンス部門

第６位
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○小項目４「教員の教育力の向上を図り，学生に対するきめ細かな学習支援を行うた

めの組織的な取組を充実する。」の分析

   関連する中期計画の分析

計画１－２－４－１「教育評価等に関する検討，改善状況把握・分析等を行うため，

創造工学教育推進センターを設置し，創造工学教育課程に関す

る企画・立案・実施支援を行う。」に係る状況

平成 26年 10 月に設置した創造工学教育推進センターにて，平成 28年度に新設す

る「創造工学教育課程」等の具体的な授業方法等について検討を行った（資料１－

２－４－１－①～⑦）。特に，従来の科目区分にない専門教育科目の「工学デザイン

科目」の各授業科目や，高度工学教育課程の大学院専門教育科目の「研究インター

ンシップ」について重点的に検討を行い，平成 28年度からの実施に対応した。また，

メンター教員の指導によって学生の学習目標を定めるための Cプラン（学習プラン）

を授業と学生指導によって策定させ，授業選択を計画させるための体系的方法，創

造工学教育課程のディプロマ・ポリシーに従って学生の達成度を評価するルーブリ

ックとこれによる成績評価の方法を策定し，これらの内容理解，方法改善を行うた

めのＦＤを創造工学教育課程担当教員が参加して実施した。

なお，本計画は平成 26年度に「戦略性が高く意欲的な目標・計画」に認定された。

   （実施状況の判定）実施状況が良好である。

   （判断理由）創造工学教育課程のための新規科目の授業内容整備，インターンシップ

の制度設計，学生指導の方法，学生の達成度評価の基準が策定され，創造工学教育

課程担当教員がこれらを十分に理解していることから，創造工学教育課程の開始

に関する準備が整っていると判断し，実施状況が良好であるとした。

資料１－２－４－１－①：創造工学教育推進センター業務実施状況 平成 26年 10 月設置

１．創造工学教育推進センター運営会議を実施した。（月１回～２回）

開催日と主な内容は下記のとおり。

①５月 21日 今後の業務進行計画および本会議開催計画

②５月８日 コーディネーターの業務計画および特任研究員採用検討

③６月 15日 創造工学教育課程のリーフレット作成案

④７月６日 研究インターンシップの構築のための準備進行

⑤９月１日 各部門報告に基づく検討

⑥10月７日 研究インターンシップについて

２．各部門のこれまでの主な活動内容

 (1)創造工学教育企画評価部門

・学修行動に対する評価指標の作成

・他大学の学修支援体制のリサーチ

・アクティブ・ラーニングの計画立案作成（ラーニングコモンズ視察を含む）

・学修目標（Cプラン）シートおよび学修指導手順の策定

・達成度評価ルーブリックの策定

・学修指導 FD 実施案企画

(2)国際連携教育推進部門

・創造工学教育課程担当教員等を対象とした，国内外インターンシップ先に関す
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 るヒアリング調査

・単位互換制度整備のための調査

・研究インターンシップの支援制度の調査，企画立案

(3)産学官連携教育推進部門

・他大学の長期インターンシップ実施の調査

・（上記部門と協力し）研究インターンシップの基本方針およびシステム設計

・産業界と連携した課題解決型学習の計画立案（工学デザイン科目の内）及び当

該科目（工学デザイン科目「実践問題解決」（平成 29 年度開講））の試行（受講

者 24名，12回実施）

出典： 学内資料

資料１―２―４―１―②：創造工学教育課程「Cプランシート」

出典： 創造工学教育課程学習ガイド

資料１―２―４―１―③：創造工学教育課程「達成度評価ルーブリック」

工学教育課程達成度ルーブリック

レベル１ レベル２ レベル３ レベル４ レベル５ レベル６

Ｃプ
ラン

Ｃプランの目的を
理解している。

学部を通じたＣプラ
ンを立てている。

Ｃプランに俯瞰的
視点があり、キャリ
アと結びついてい
る。

Ｃプランの各授業
の位置づけを理解
している。

Ｃプランを改善する
ことができる。

Ｃプランを用いた
学習について改
善できる。

□やりたいこと
があり、学習目
標に記述して
いる。

□明確な学習目標が
立てられる。

□将来の目標に向
けて、計画的な学
習をしている。

□履修したい授業
の習得内容が結
び付いている。

□他の学生の学習
計画の問題点を
指摘できる、

□創造課程の学
習計画の立て
方 に提案が
ある。

□やりたいこと
と主軸選択が
整合している。

□主軸や主軸外の授
業の選択理由が明
確である。

□長期的目標やキ
ャリアの目標が
ある。

□学習計画の見直
しを検討してい
る。

□C プランを用い、
キャリア計画等
を検討できる。

□創造課程の学
習改善に提案
がある。

□学習ポートフ
ォリオを利用
できる。

□学習ポートフォリ
オをよく活用して
いる。

□自分の知識の過
不足を理解して
いる。

□研究の方向や大
学院の学習を考
えている。

□研究インターン
シップの計画を
検討している。

□学外、海外での
学習に取り組
んでいる。

Ｃプランシート

コース 年度入学 学生番号： 氏名：

学習目標

主軸専門分野：
主軸専門分野における重点的学習目標

創造工学設計科目の科目選択方針

創造工学設計科目として選択する科目

１
年
後
期

２
年
前
期

２
年
後
期

３
年
前
期

３
年
後
期

４
年

学習
やキ
ャリ
アの
計

画・
方

法、
学習
態度
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□メンター教員
と面談ができ
ている。

□メンター教員から
の適切な指導を受
けている。

□教員・先輩の助言
を聞き入れるこ
とができる。

□学習や他の学習
者・教員に謙虚で
ある。

□他の学生へ適切
かつ押し付けで
ない助言ができ
る。

□学習意欲が旺
盛で、独自の学
習計画・方法が
ある。

専門
力

主軸専門の主な
課題、学習内容、
習得すべき知識
を理解している。

主軸専門の基本的
知識・技術を習得
し、関連分野を学ん
でいる。

専門の基本的知識
を基本的な問題解
決に利用できる。

専門の基本的知識
を応用することが
できる。

専門と関連する分
野の知識を活用し
て研究を推進でき
る。

専門力・技術研
究を通じて社会
貢献できる・

□選択する（希望
する）主軸専門
がどのような
分野か理解し
ている。

□主軸分野の基本概
念を理解し、知識
をもっている。

□主軸分野の知識・
技術が身につい
ており、課題解決
に利用できる。

□研究に利用でき
るレベルの主軸
分野の専門知識・
技術をもつ。

□自身の関心に従
い新規研究を推
進できる。

□新たな研究分
野・アプローチ
を開拓できる。

□主軸分野の学
習に意欲的で
ある。

□関連他分野の学習
を計画している。

□関連他分野の知
識が身について
いる。

□関連他分野を主
軸分野と関連付
けて考えられる。

□研究に必要な関
連分野の知識を
もつ。

□専門論文レベ
ルの高度な知
識の習得を進
めている。

□共通教育の必
要性を理解し
ている。

□共通教育の学習を
意欲的に進めてい
る。

□高いレベルで英
語等の共通教育
を習得している。

□共通教育の知識
を専門の学習に
活かしている。

□工学以外も意欲
的かつ必要な学
習をしている。

□工学以外にも
専門的知識を
もち。

□授業外で、技術
等に関心をも
っている。

□自身の関心によっ
て授業外の学習を
している。

□専門誌・技術展等
で学んでいる。

□専門等の学会・研
究会等に参加し
ている。

□専門等の学会・研
究会等で研究発
表をしている。

□専門等の研究
会等で有力な
活動をしてい
る。

問題
解決
力

問題解決の意味
を理解している。

問題解決に必要な
情報収集・分析・整
理のための基本的
な方法を理解してい
る。

課題が発見でき、
要素間の関係・優
先度を分析し、解
決 法 を 提 案 で き
る。

課題の発見・分析
ができ、複数の解
決法から妥当な方
法を論理的に選択
できる。

複雑な状況で課題
を明確化し、問題
解決法を提案・実
行できる。

問題解決の効果
の検証、改善の
プロセスを提案・
実行できる。

□身の周りに問
題の例を示す
ことができる。

□問題解決の例を示
すことができる。

□問題解決の手法
を習得している。

□具体的な課題を
自分で定めるこ
とができる。

□研究課題を実行
可能な具体的課
題に分割できる。

□現実レベルの
実践的問題か
ら実行可能な
研究プロセス
を提案できる。

□ものごとに疑
問を持つこと
ができる。

□問題を明確化する
ことができる。

□問題の原因を多
面的に検討でき
る。

□課題毎に適切な
評価基準を検討
できる。

□評価基準間の競
合等の関係を適
切に把握できる。

□実用試験を計
画できる。

□能力を身に付
けるために学
ぶという意識
がある。

□問題解決の方法を
積極的に学習して
いる。

□関係する技術ブ
ロックの関係を
把握できる。

□複数の選択肢を
比較・検討でき
る。

□多様なレベルで
評価実験等を構
成できる。

□改善を見込ん
だシステムを
構 築できる。

□図書館を利用
している。

□図書館や PC によ
る情報収集・調査
ができる。

□図書館等で必要
な調査ができる。

□既存手法の網羅
的な調査ができ
る。

□必要な学内外の
人材にアクセス
できる。

□問題解決に必
要な人材でチ
ームを作るこ
とができる。

論理
的思
考力

論理的思考の重
要性を理解し、論
理的判断・記述を
他と区別できる。

論理的にものごとを
判断し、記述でき
る。

方法・行動等の効
果・価値の要因を
論理的に分析でき
る。

方法・行動等の効
果・価値を比較し、
選択することがで
きる。

実践的課題におい
て論理的分析、解
の構築ができる。

現行策の方法を
論 理 的 に 検 討
し、改善策を提
案できる。

□「しかし」「よ
って」等を正し
く使える。

□論理的問題を指摘
されたとき、認識
できる。

□発表や説明の論
理的問題を指摘
できる。

□論文の論理的問
題を指摘できる。

□研究を論点整理
し、課題を網羅で
きる。

□研究の決定的
ステージを解
明できる。

□原因や理由を
述べる努力が
で きる。

□先入観にとらわれ
ない発言ができ
る。

□論文の論旨を正
しく理解できる。

□論文を読解し、諸
要素の連関を論
理的に説明でき
る。

□様々なレベルで
課題をバランス
よく検討できる。

□研究の全体に
本質的な論理
的 指摘がで
きる。

□文章を読み、ど
ういう理由で、
どう判断して
いるか等を理
解できる。

□異なるレベルの主
張や説明を混同し
ない。

□観察・事実と価値
判断を区別でき
る。

□実験・評価の目的
と方法の不一致
を指摘できる。

□根拠をもって実
験計画、モデルの
構築ができる。

□説得的な中期
の研究計画が
立てられる。

□手順を意識し
て 話 が で き
る。

□トップダウンの説
明を組み立てられ
る。

□方法とその効果・
理由が明確に答
えられる。

□適切に抽象化し
て説明できる。

□強調点を際立た
せる説明を構築
できる。

□説得的な発表、
論述を構成で
きる。

工学
者の
責任

工学者の役割を
理解している。

自身の分野の社会
的課題を理解して
いる。

工学課題に対して
社会的価値・影響
を意識している。

社会的価値・影響
を意識して課題の
解 決 を 提 案 で き
る。

技術者の責任のみ
ならず、企業責任
の立場からの行動
を心がけ、その評
価ができる。

企業やコミュニテ
ィー等多面的立
場から責任のあ
る行動をとり、そ
の 評 価 が で き
る。

□工学が他の学
問とどう異な
る か知って
いる。

□学習内容がどう活
用されるかを述べ
られる。

□社会的視野を広
げるための学習
をしている。

□発表において社
会的関わりを意
識している。

□技術倫理・技術者
倫理の知識を活
用できる。

□研究上の倫理
について分析・
検討できる。

□社会的関心が
ある。

□関連する企業等に
ついて学んでい
る。

□関連する産業の
動向に注目して
いる。

□技術の社会的影
響について理解
がある。

□技術の社会問題
や社会的価値に
意見がある。

□法令・ダイバー
シティ・ワーク
ライフバラン
ス等、多角的知
識をもつ。

責任

の自

覚、

責任

ある

工学

者に

向け

ての

学習

主軸

専門

力、

工学

の総

合力

のた

めの

学習
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□関心をもつ技
術の関連企業・
製品等を知っ
ている。

□技術に関連する社
会問題を挙げられ
る。

□技術と社会問題
に興味をもって
いる。

□研究課題の社会
的影響と対応を
述べられる。

□研究対象の技術
の産業としての
影 響を考えら
れる。

□技術と社会を
考える研究会・
活動に参加し
ている。

□工学者・技術者
のイメージが
ある。

□卒業後の自身の役
割のイメージがあ
る。

□OB・OG等との交
流に積極的であ
る。

□産業研究・技術研
究に積極的であ
る。

□産業界等におけ
る本学の役割を
考えられる。

□本学の産業界
等への貢献に
提案がある。

コミ
ュニ
ケー
ショ
ン力

自分の意見を明
確に述べることが
できる。

コミュニケーション
やチームワークの
重要性を理解して
いる。

適切なコミュニケー
ションによって共同
作業ができる。

共同作業において
リーダーの役割を
務められる。

共同作業において
コミュニケーション
やチームワークの
状 況 を 評 価 で き
る。

自身の能力を最
大限に発揮し、
チームとしての
業務遂行ができ
る。

□あいさつがで
きる。

□教員・他の学生に
質問ができる。

□議論や共同作業
ができる。

□他の学生に配慮・
敬意を払って議
論できる。

□共同作業を計画
できる。

□グループの問
題点を分析・改
善できる。

□求められたと
き、または、自
分から発言が
できる。

□そのとき必要な視
点で考え、発言が
できる。

□グループ、研究室
での自分の役割
を考えられる。

□的確に議論の論
点整理ができる。

□共同作業の方法
改善を提案でき
る。

□作業に効果的
なグループの
人材配置を考
えられる。

□他者の発言や
文脈に沿って
発言できる。

□発言者の言葉をさ
えぎらずに応答で
きる。

□必要な連携・手配
を自分でできる。

□効果的コミュニ
ケーションの学
習をしている。

□共同作業とコミ
ュニケーション
に ついて知識
がある。

□後輩の指導が
できる。

□明確な言葉で
発言できる。

□自分から行動する
ことができる。

□議論・ミーティン
グの記録をつけ
られる。

□研究や作業のグ
ループリーダー
を務めている。

□研究室等の環境
に目を配ること
ができる。

□適切な打合せ
を発議できる。

出典： 創造工学教育課程学習ガイド

資料１―２―４―１―④：創造工学教育課程「メンター指導の概要」

出典： 創造工学教育課程学習ガイド

１－４ メンター制度について
メンターとは指導者、助言者のことです。企業でも、新入社員が仕事に慣れて、上手

く自分のペースで仕事をできるように先輩社員がメンターになる制度をもっているこ
とがあります。創造工学教育課程では、担当する教員が各学年２名程度の学生のメンタ
ーとなります。メンターの先生は、あなたの学習への助言者、指導者であり、学習者・
研究者としての先輩でもあります。
学年が進むごとにメンターの先生が交代します。

① １年前期：入学したコースの担当教員

Ｃプランの作成に際し、学習目標の立て方や主軸専門分野の選択について相談にのり
ます。１年前期の間の学習の取り組みについてあなたを見守り、達成度を創造工学概論
の成績として評価します。始まったばかりの学生生活での相談や学習の仕方などのアド
バイスも受けることができます。

② １年後期～３年前期：主軸専門の担当教員

 １年前期の間に主軸専門が決定します。決定した主軸専門の教員が１年後期以降、あ
なたのメンターを務めます。メンター教員は主軸専門分野の学習についてあなたの相談
を受ける他、主軸以外の科目選択についてその分野の教員を紹介するなど学習について
助言・支援します。あなたは、このメンター教員と一緒に３年前期まで長い間、創造工
学教育課程の学習を進めていくことになります。
１年後期から始まる研究室ローテーションは色々な研究室を訪ねることになります

が、あなたの本拠地はメンター教員です。メンター教員は３年生前期まで、あなたの学
習の進捗を監督し、達成度を評価します。

③ ３年後期～：研究室の指導教員

 ３年後期からは１つの研究室を定めて研究に取り組みます。そのため、研究室の指導
教員がそれまでのメンターに代わって、あなたの助言者になります。指導教員は３年後
期以降、研究の指導をするほか、創造工学教育課程での学習達成度を評価します。
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資料１―２―４―１―⑤：創造工学教育課程「工学デザイン科目一覧」

科目名
学 期
単位数

内 容

新
た
な
価
値
を
作
り
出
す
た
め
の
基
礎
を
学
ぶ
科
目

創造工学概論
１年
前期
１単位

創造工学教育課程の学習法を学び、学習目標で
あるＣプランを作成します。１３の分野の基礎を
学び、グループワークを行うことで議論や発表
の方法を併せて学習します。

クリティカルシ
ンキング

１年
前期
１単位

ものごとを論理的に考え、記述・発表する方法、
また記述等を論理的視点から捉える方法を講義
とグループワークによって学習し、論理的思考、
批判的思考の技術を学びます。

創造方法論
1年
後期
２単位

考え方、アイデア、手順等を整理してゆくための
方法などを学び、工学分野において技術や方法、
システム等を検討していくための基本的知識を
学習します。

実践問題解決
２年
前期
１単位

日常生活から技術開発、研究まであらゆる場面
に「問題」が潜んでいます。問題を捉え、分析し、
解決していくための一般的方法について演習を
通じて学習します。

システム理論
２年
前期
２単位

いくつかの要素が作用しあうシステムについ
て、モデリング、ダイナミクス分析、シミュレー
ション等、システムを分析し、デザインするため
の方法を学習します。

デザイン理論
２年
後期
２単位

人が目的をもって事物をデザインする際の、人
の振る舞いを考慮に入れた計画、環境、構造との
相互作用等について考え、デザインの基本的知
識を学習します。

イノベーション
論

３年
前期
２単位

イノベーション（技術革新）のプロセスや要素技
術の価値化等の基本を学び、また企業教員によ
る技術開発の事例と議論を通じて技術を生み出
す仕組みや考え方を学習します。

ＰＢＬ演習
３年
後期
２単位

起業のための企画を課題とし、グループワーク
を通じて構想、企画、分析、改善等の演習によっ
て工学知識と工学デザイン力を総合する能力を
身につけます。

体
得
の
た
め
の
科
目

研究室ローテー
ション I～IV

１年後期
～３年前

期
各１単位

工学の様々な分野の研究室において実験、製作、
設計、調査等の研究室活動を体験し、発表やディ
スカッションを通じて工学の方法論や基礎知識
を学びます。

創造工学研究１
～３

３年後期
～４年後

期
各２単位

個別の工学研究を進め、工学研究の方法や実験、
製作、設計、調査等の研究手順、研究活動の記録
の付け方、研究成果のまとめ方等の基本を学び
ます。

出典： 創造工学教育課程学習ガイド
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資料１－２－４－１－⑥：名古屋工業大学教育改革推進機構規則（抜粋）

名古屋工業大学教育改革推進機構規則（抜粋）（平成 26年９月 24日細則第７号）

 （設置）

第１条 名古屋工業大学（以下「本学」という。）に，学部及び大学院の教育改革を推進

するため，名古屋工業大学教育改革推進機構（以下「機構」という。）を置く。

第２条～５条 略

 （創造工学教育推進センター）

第６条 センターにセンター長を置き，学長が指名する副学長をもって充てる。

２ センターに，次の部門を置く。

 一 創造工学教育企画評価部門

 二 国際連携教育推進部門

 三 産学官連携教育推進部門

３ 前項各号に規定する部門に部門長を置き，学長が指名する者をもって充てる。

４ センターには，必要に応じ職員を置くことができる。

５ この規則に定めるもののほか，センター及び部門に関し必要な事項は，別に定める。

第７条・第８条 略

出展：名古屋工業大学 Web規則集

資料１－２－４－１－⑦：名古屋工業大学教育改革推進機構創造工学教育推進ｾﾝﾀｰ部門細則(抜粋)

名古屋工業大学教育改革推進機構創造工学教育推進センター部門細則（抜粋）

（平成 26年９月 24日細則第４号）

 （設置）

（趣旨）

第１条 この細則は，名古屋工業大学教育改革推進機構規則（平成 26年９月 24日規則

第７号。以下「規則」という。）第６条第５項の規定に基づき，同条第２項に定め

  る教育改革推進機構創造工学教育推進センターの部門の業務を円滑に実施するた

め，必要な事項を定める。

 （業務の分担）

第２条 創造工学教育企画評価部門は，次の各号に掲げる業務を担当する。

 一 産業界の意見を踏まえた教育の企画及び立案

 二 創造工学教育課程のカリキュラム評価並びに教育実施状況の把握及び分析

 三 外部評価の企画，立案及び実施

２ 国際連携教育推進部門は，次の各号に掲げる業務を担当する。

 一 教育に関する国際連携のコーディネーション

 二 海外大学との協働による教材作成支援

３ 産学官連携教育推進部門は，次の各号に掲げる業務を担当する。

 一 産学官の課題型学習の支援

 二 地域連携型体験学習のコーディネーション

 三 産学官協働による教材作成支援

第３条・第４条 略

出展：名古屋工業大学 Web規則集
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計画１－２－４－２「授業内容を多角的に評価するために，学生による授業評価に

加えて学習ポートフォリオなどを導入する。」に係る状況【★】

学期毎に学生による授業評価を実施しているが，全授業に対する学生の満足度

は５段階評価の４（やや満足）である（資料１－２－４－２－①）。さらに，学生

のニーズを的確に把握し，学習相談と指導を適切に行うために，授業学習ポートフ

ォリオシステム（履修カルテ）を平成 25年度の一部学科での試行を経て，平成 26

年度から本格導入した。当該システムにおいては，要素別（理系基礎，人間社会，

ものづくり・経営基礎など）の単位の評点状況をレーダーチャートで可視化可能と

した（資料１－２－４－２－②）。これによって，学生はどの分野の学力が不足し

ているか，あるいは，得意としているかが一目で見てわかり，教員のきめ細かな修

学指導が行き届くようになった。さらに，同レーダーチャートを元に要素内の FD

（授業内容，授業方法，科目の系統性等の改善）を実施した。

なお，平成 27年度から，履修登録状況を可視化した学習ポートフォリオシステ

ムを本格的に導入し，クラス担当委員が学生と履修状況を共有の上，相談と指導を

行っている。これについては，大学機関別認証評価でさらなる向上が期待される点

として評価されている。

   （実施状況の判定）実施状況が良好である。

   （判断理由）実施状況記載のとおり，授業評価に加えて学習ポートフォリオシステム

を導入しており，これについては大学機関別認証評価でさらなる向上が期待され

る点として評価されており，実施状況が良好であると判断した。

【現況調査表に関連する記載のある箇所】

工学部 観点「教育内容・方法」

資料１－２－４－２－①：授業の満足度調査

調査

年度
H24前 H24後 H25前 H25後 H26前 H26後 H27前 H27後

評点

平均

値

3.9 4.0 4.0 4.0 4.0 4.1 4.0 4.0

評点：５満足 ４やや満足 ３普通 ２やや不満 １不満

※設問が同一の平成 24年度以降の数値を資料としている。

出典：平成 24-27 年度授業評価結果
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資料１－２－４－２－②：学習ポートフォリオ（履修カルテ）要素別 GPA 確認画面

出典：教務情報システム

計画１－２－４－３「e-Education など教育方法の研究開発を推進するとともに，

ＦＤを中心とする授業改善のＰＤＣＡサイクルを確立する。」

に係る状況

数学，英語，物理，化学等の科目において，Web システム（Moodle）を利用した

e-Educationを実施している（資料１－２－４－３－①，②－１～３）。

また，「FD 研究会」を年２回実施している（資料１－２－４－３－③）。その内容

は，本学教員の Moodle利用例のほか，学外講師（他大学教員，企業在職者等）を招

へいし，教育改革の取組事例，e-Education（e-learning），アクティブ・ラーニン

グ，“反転授業”，企業側からみた英語の必要性，障害者への配慮手段等，多岐に渡

っている。また，意見交換も行われ，授業改善に役立てている。

さらに，前述のとおり学生による授業評価や，要素別の単位の評点状況を基に，

要素内の FD（授業内容，授業方法，科目の系統性等の改善）を実施し，FD を中心と

する授業改善の PDCA サイクルを確立するとともに，これらを平成 28 年度からの新

教育課程に反映した。

   （実施状況の判定）実施状況が良好である。

   （判断理由）状況に記載のとおり e-Education の推進，FD 研究会の開催及び要素内

の FD により授業改善に取り組み，FD を中心とする授業改善の PDCA サイクルを確

立しているので，実施状況が良好であると判断した。

【現況調査表に関連する記載のある箇所】

工学部 観点「教育実施体制」
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資料１－２－４－３－①：名古屋工業大学 Moodle（e-learning システム）の概要

Moodle は，Web 技術による授業サポートシ

ステムであり，本システムにおいて，授業資料

の作成・掲示，課題の出題と解答提出の管理，

出席管理，小テストの実施，成績一覧の閲覧等

をオンラインで行うことが可能である。また，

その他，授業をオンタイムで，また学生の予習

復習でサポートするさまざまな機能がある。

○本学での利用状況

・全授業（第一部，第二部，大学院）を Moodle

システムのコースとして登録している。

・Moodle コースは次の機能等を提供している。

オンラインテキスト等の教材，練習問題等の提供

学生間，教員と学生の議論の場（フォーラム），授業参加者へのメール送信

出典：学内資料

資料１－２－４－３－②－１：e-Education 取組例

教科名 取り組み状況

数学科目

問題集（講義で使用している教科書に準拠）をインターネット上で学

生に公開している。また，３Dグラフィクスが作成できる基本的なソフ

トを導入し，数学の必修科目に現れる概念や例題の CG 化の方法に関す

る講習会を催し，正課外での学びを促した。その他，高校教科書のデジ

タル版を購入し，リメディアル教育等への使用可否の検討等を行った。

物理科目 他大学との e-learning コンテンツ共用について調査を行った。

化学科目
Moodle 上に作成した自主学習サイトの問題を「基礎化学」の受講生

（約 160名）に公開し運用した。

英語科目
Moodle での学習と対面学習を組み合わせた少人数実践型の「英語ブ

ラッシュアップ授業」を実施している。

出典：学内資料
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資料１－２－４－３－②－２：数学科目 Web画面

出典：名古屋工業大学ホームページ

資料１－２－４－３－②－３： 英語科目 Web画面

出典：名古屋工業大学ホームページ
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資料１－２－４－３－③：FD研究会実施状況（平成 23年度～平成 27年度）

平成 23年度 第１回

日 時 平成 24年２月 29日（水）13：30～15：30
テーマ e-learningを活用した大学教育
演題① 演題「学習者履歴を活用したパーソナライゼーション・学習者分析」

講師：静岡大学情報学部 宮崎佳典准教授

演題② 演題「Moodleの活用によるインタラクティブ授業の試み」
講師 本学電気電子工学科 加藤正史准教授

参加者 ※集計せず

平成 23年度 第２回

日 時 平成 24年３月 19日（月）13：30～15：30
テーマ 「ゆとり教育世代」について考える

－大学はどう向き合い，何をなすべきか－
演題① 特別講演

演題「『ゆとり教育世代』を大学はどうとらえるべきか」
講師 ベネッセ教育研究開発センター 主席研究員 山下仁司氏

演題② パネルディスカッション
参加者 41名

平成 24年度 第１回

日 時 平成 25年１月 30日（水）13：30～15：30
テーマ e-learningによる大学教育の最先端名工大での取り組み
演題① 演題「コーパス分析を用いた科学技術英語（EGST）教育」

講師 吉田朱美准教授，小山由紀江教授
演題② 演題「科学技術英語（EGST）教育の Moodle 利用」

講師 Kelly Quinn准教授，石川有香教授
演題③ 演題「数学補助教材の活用と e-learning」

講師 松添博准教授，林倫弘准教授，平澤美可三准教授
演題④ 講演会

演題「教員と学生の双方向の教育のための教材開発と環境整備」
講師 九州工業大学情報工学研究院 西野和典教授

参加者 参加者：36名

平成 24年度 第２回

日 時 平成 25年２月 19日（火）13：30～15：30
テーマ テーマ：学生の声を活かした大学教育の改善
演題① 名工大での取り組み①

演題「授業評価の電子化と今後の課題」
講師 創造教育開発オフィス長 大原繁男

演題② 名工大での取り組み②
演題「学生との協働で掴む，学生のニーズとＦＤ

～ぴあサポート等学生支援団体を組織して～」
講師 キャリアサポートオフィス長 山下啓司

演題③ 講演会
演題「岡山大学における学生の声を活かすＦＤ活動の現状と課題」

講師 岡山大学・教育開発センター 天野憲樹准教授
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参加者 34名

平成 25年度 第１回

日 時 平成 25年 12月６日（金）13：00～15：15
テーマ 新学習指導要領「生きる力」と大学教育
演題① 名古屋工業大学における共通教育

講師 創造教育開発オフィス所属教員
演題② 愛知県立一宮高等学校における取り組み①

演題「「生きる力」と一宮高校 SSH」
講師 愛知県立一宮高等学校教諭（SSH企画部主任）川口一郎氏

演題③ 愛知県立一宮高等学校における取り組み②
演題「新学習指導要領による高校の学習指導の変化」
講師 愛知県立一宮高等学校教諭 稲守将基氏

演題④ 特別講演
演題「新学習指導要領「生きる力」のめざすこと」
講師 文部科学省初等中等教育局視学官 清原洋一氏

参加者 33名

平成 25年度 第２回

日 時 平成 26年２月 13日（木）13：00～15：30
テーマ 理工系大学における「新しい学びの場」の構築
演題① 演題 名古屋工業大学 e-Education推進部会の取り組み

講師 林倫弘准教授，平澤美可三准教授，松添博准教授，
石川有香教授，小山由紀江教授，高橋聡教授

演題② 演題 「広島大学における教養教育から大学院課程までの英語教育
：理工系の学部・研究科における取組事例の紹介」

講師 広島大学外国語教育研究センター 前田啓朗氏
演題③ 演題 北九州市立大学国際環境工学部における英語教育

講師 北九州市立大学基盤教育センター 長加奈子氏
参加者 35名

平成 26年度 第１回

日 時 平成 26年 12月 19日（金） 13：00～16：15
テーマ 仕事力と英語力の交差
演題① 演題「ブラザー工業における英語使用の実態」

講師 ブラザー工業（株） 田丸弓恵氏

演題② 演題「仕事実践力としての英語スキル」
講師 ブラザー工業（株） 金子智哉氏

演題③ 演題「プラグマティズムから考える英語教育」
講師 長崎大学教授 鈴木章能氏

演題④ 演題「Business English and Internship」
講師 甲南女子大学専任講師 桑村テレサ氏

演題⑤ 演題「仕事に役立つ英語とは ―Critical Thinking in English」
講師 永井正司教授

演題⑥ 演題「海外 NGO体験の試み」
講師 松浦千佳子准教授

演題⑦ 演題「Getting the Most Out of Today's Students」
講師 Kelly Quinn准教授
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参加者 37名

平成 26度 第２回

日 時 平成 27年２月 23日（月）13：30～15：20
テーマ 『自ら学ぶ力』を養うために
演題① 演題「名工大における Moodleの活用」

講師 伊藤宏隆助教

演題② 特別講演
演題「学生の主体的・協調的な学びを引き出す反転授業」
講師 山梨大学教授 塙雅典氏

参加者 46名

平成 27年度 第１回

日 時 平成 27年７月 24日（金）15:00～16:30
テーマ 公開シンポジウム

工学教育のあり方を問う
 － 超高齢社会における工学技術の新たな展開 －
講師 国立障害者リハビリテーションセンター研究所

福祉機器開発室長 硯川潤氏
建築・デザイン工学科 伊藤孝紀准教授

参加者 258名（教職員 17名，学生 234名，学外７名）

平成 27度 第２回

日 時 平成 27年 12月４日（金）16：20～17：50
テーマ 新教育課程実施に向けて 担当理事および担当副学長に訊く（１）

－高度工学教育課程を中心に
演題① 演題「新教育課程実施に向けて 担当理事および担当副学長に訊く

（１）－高度工学教育課程を中心に」
講師 教育改革推進担当副学長 犬塚信博

参加者 －

平成 27年度 第３回

日 時 平成 28年２月３日（水）16：00～17：30
テーマ 新教育課程実施に向けて 担当理事および担当副学長に訊く（１）

－創造工学教育課程を中心に
演題① 演題「新教育課程実施に向けて 担当理事および担当副学長に訊く

（１）－創造工学教育課程を中心に」
講師 創造工学担当副学長 犬塚信博

参加者 －
出典：学内資料

②優れた点及び改善を要する点等
   (優れた点) 学習ポートフォリオ（履修カルテ）システムの導入

平成 26年度から導入した当該システムは，学生の履修指導に利用す

ることと併せて要素別の GPA がレーダーチャートで表示される機能が

ある。この機能は，他要素との比較（評点の高低状況等の比較）が一目
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瞭然となっており，各要素を構成する科目群を担当する教員集団の自

己評価や，授業改善等を促す手立て（FD活動）としたものである。（例

えば，GPA が高ければ成績評価の基準が甘いのではないか，また，GPA

が低ければ授業の指導方法（補足資料の作成，e-leaning 教材での予習・

復習指導）等を改善すべきではないか等）なお，これについては大学機

関別認証評価でさらなる向上が期待される点として評価されている。

（計画１－２－４－２）

   (改善を要する点) 特になし

   (特色ある点) 特になし

(３)中項目３「学生への支援に関する目標」の達成状況分析

①小項目の分析
○小項目１「学内の各種支援組織が連携し，教職員が一体となり，学生の修学指導体

制を充実する。」の分析

計画１－３－１－１「心身面，修学指導面及び就職・キャリア形成面に関して，保

健センター，キャリアサポートオフィス，学生なんでも相談室

の連携により，修学のモチベーションを高め，学生個々の自己

発達を促す仕組みを導入する。」に係る状況【★】

本学では，一元的に学生の悩みを聴取し，その内容に応じて適切な支援者につな

ぐ「学生なんでも相談室」を平成 14年度より設置している。学生なんでも相談室

は，相談内容を個人ごとに電子化し，関係する教職員及び保健センター医師の間で

共有している。支援については，相談内容に基づき，個々の学生に応じた支援計画

を立て，自己発達を促すものとしている。平成 25年度からは学生支援体制を見直

し，学生なんでも相談室に，こころのリスク・ケア部門，教員相談部門，障害学生

支援部門を配置し（資料１－３－１－１），月１回の全体会議を開催することで連

携を強めている。さらに，学生なんでも相談室，保健センター，学習相談室，就職

情報室（キャリアサポートオフィス），留学生センターのそれぞれの役割を整理し

連携を強くして，学生の自己発達を促す仕組みをより強化した。

     学習面で悩みを抱える学生は，学生なんでも相談室から学習相談室へつなぎ，同

じ学生である大学院生による「先輩のいる学習室」が学習面の相談にのっている。

このように，学生の相互援助力向上も併せて促している。

     「学生なんでも相談室」と「先輩のいる学習室」が連携して学生支援を行う取組

については，平成 27 年５月 16 日開催の第 33 回日本学生相談会で「学会特別賞」

を授与されるなど，全国でも珍しい体制として評価されている。

（実施状況の判定）実施状況が良好である。

 （判断理由）学生支援体制を見直し，それぞれの役割を整理し連携を明示したこと，

学生相談については幅広くさまざまな相談を受け付けており，学生からの相談に

対し適切な対処を適時に行うことができていることから，実施状況が良好である

と判断した。
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資料１－３－１－１：①学生支援体制

②学生相談利用件数

年度
学生なんでも

相談室相談件数

先輩のいる学習

室（ピアサポー

ト）利用者数

カウンセラーズ

カフェ利用者

RoomC

利用者数

22 904 247 387 49

23 1705 218 936 54

24 1510 179 2042 152

25 1739 298 2517 97

26 1816 655 1833 54

27 1606 599 1011 165

留学生センター
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○小項目２「学生への経済的支援を充実する。」の分析

   関連する中期計画の分析

計画１－３－２－１「大学基金等を基に，優秀な学生を経済的に支援する制度を拡

充する。」に係る状況

平成 25年度から成績優秀な学生に対し奨学金を支給するため，大学基金を活用

した修学奨励金制度を整備し，毎年 25名に奨学金を給付している（資料１－３－

２－１－①）。また，学会発表，論文発表等活発に行い，実績を上げている学生に

対し大学基金を活用した学生研究奨励制度を実施しており，毎年 50名の学生に奨

学金を給付している（資料１－３－２－１－②）。さらに，平成 28 年度以降におけ

る外部資金を活用した奨学金制度の設計を行った。

また，授業料免除該当者を対象として，経済的支援を行うため SA（スチューデ

ント・アシスタント）制度を設け，主に学生支援業務に従事させている。

（実施状況の判定）実施状況が良好である。

   （判断理由）状況に記載のとおり，修学奨励金制度や学生研究奨励制度など，大学基

金を基にした優秀な学生に対する経済支援を積極的に行っていることから，実施状

況が良好である判断した。

【現況調査表に関連する記載のある箇所】

工学部 観点「教育内容・方法」

工学研究科 観点「教育内容・方法」

資料１－３－２－１－①：修学奨励金（年間給付実績）

 金額 給付人数 給付総額（万円）

学部第一部 10 万円 21 210

学部第二部 5 万円 4 20

※平成 25年度から毎年実施

出典：学内資料

資料１－３－２－１－②：学生研究奨励制度 給付実績

年度 区分
10万円

給付人数

5万円

給付人数
合計人数

給付総額

（万円）

22
博士前期 3 29 32 175

博士後期 7 11 18 125

23
博士前期 3 22 25 140

博士後期 7 18 25 160

24
博士前期 3 13 16 95

博士後期 7 27 34 205

25
博士前期 4 18 22 130

博士後期 6 22 28 170
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26
博士前期 4 24 28 160

博士後期 6 16 22 140

27

学部第一部 0 1 1 5

博士前期 4 28 32 180

博士後期 6 11 17 115

出典：学内資料

○小項目３「就職指導体制を充実する。」の分析

   関連する中期計画の分析

計画１－３－３－１「キャリア教育を充実させるとともに，各学科・専攻での教育

の Outcomes を把握し，求人に関する産業界との窓口を整備す

る。」に係る状況

学科・専攻の様態に応じて，各学科・専攻に配置されている就職担当教員が学生

の希望を聴取し，個別の進路指導を実施している。一方，学生生活課就職・キャリ

ア支援係は，キャリアサポートオフィスと連携し，キャリア教育を充実させるため

に，学生のキャリア形成と進路決定を支援する目的で，毎年全学的なセミナー（キ

ャリア形成ガイダンス，インターンシップガイダンス，就職ガイダンス，企業研究

セミナー）を開催している（資料１－３－３－１－①）。特に，採用システムの変

更があった平成 26年度からは，後ろ倒しで時間の空いた期間に業界研究などを取

り入れたガイダンスを行い，新たに父母向け説明会も実施している。さらに，平成

23 年度から常勤の就職相談員を配置し，個別相談やエントリーシート指導および

少人数でのグループワーク等のきめ細かな全学的な就職支援も行っている。また，

平成 26年度からは，インターンシップコーディネーターを置くことによって，各

学科・専攻の就職担当教員をサポートするための求人に関する全学的な窓口とし

て整備した。

平成 26年度には卒業生・修了生及び就職先の企業関係者を対象に学習に関する

アンケートを実施し，Outcomes の把握に努めている（資料１－３－３－１－②,③）。

   （実施状況の判定）実施状況が良好である。

   （判断理由）キャリアサポートオフィスと連携して多くのガイダンスを実施している

こと，また，学生の就職先の企業関係者から，学部・大学院における Outcomesを把

握するとともに，インターンシップコーディネーターを置くことにより，企業人事

担当者との全学的な窓口を整備していることから，実施状況が良好であると判断し

た。

【現況調査表に関連する記載のある箇所】

工学部 観点「進路・就職の状況」

工学研究科 観点「教育内容・方法」
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資料１－３－３－１－①：就職・キャリア形成事業実施回数

         年度
22 23 24 25 26 27

種類

キャリア形成ガイダンス 7 4 10 8 7 6

インターンシップガイダンス 3 3 3 2 2 3

就職ガイダンス 4 10 9 7 16 16

企業研究セミナー 1 1 1 1 1 1

合計 15 18 23 18 26 26

出典：学内資料

資料１－３－３－１－②：就職先関係者からのアンケート結果の概要

※項目毎の評価点（４=大いに思う、３＝思う、２＝あまり思わない、１＝思わない）の

平均値
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資料１－３－３－１－③：企業アンケート（「社会において必要と思われる力」平成 26年度

調査から抜粋）

出典：学内資料

②優れた点及び改善を要する点等
   (優れた点)１．なんでも相談体制の充実

本学では，「学生の大学生活に関する諸問題について，学生の相談

に応ずること」（名古屋工業大学学生なんでも相談室規程第２条）を

業務とした「学生なんでも相談室」を設置している。当該室を平成 26

年度に整備し，障害学生支援部門を含めた３部門を設置した。また，

３部門間の連携・情報共有を密にするため月１回の全体会議を開催

している。

なお，「学生なんでも相談室」と「先輩のいる学習室」で学生支援

を行う本学の取組は全国でも珍しい体制として，平成 27年 5月 16日

開催の第 33回日本学生相談学会で「学会特別賞」を受賞した。（一般

的に，大学の相談体制は保健管理センター等が中心となっているが，

本学の「学生なんでも相談室」は，一般教員及び事務職員が情報を共

有し学生の“悩み”等に対応する体制や，学生による「学習室」と授

業担当等教員の密接な連携体制，また，内容によっては保健センター
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へ接続する体制など，他大学にはない稀有な例として同賞をいただ

いたものである。）（計画１－３－１－１）

   (改善を要する点) 特になし

   (特色ある点) 特になし
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２ 研究に関する目標(大項目)

(１)中項目１「研究の目指すべき方向性及び水準等に関する目標」の達成状
況分析

①小項目の分析
○小項目１「世界の「ものづくり」の重要な地域である中京地区において，本学が産

業の革新と創成を担う工学の知的中核拠点であることを強く自覚し，世

界最高水準の研究を目指す。」の分析

   関連する中期計画の分析

計画２－１－１－１「「地球環境」，「安全・安心」及び「エネルギー」など科学技術

基本計画に関連する分野を中心に，研究者の自由な発想による

基礎研究をベースとし，国家的・社会的課題を視野に，基礎と

実用化をつなぐ要素技術研究をより強化しつつ，統合化，融合

化を図り，地域の発展と産業振興に貢献する。」に係る状況

研究者の自由な発想による基礎研究の成果として，大学全体の審査有り論文数

（資料２－１－１－１－①）は毎年 430 件前後で推移し，第１期中期目標期間のそ

れより微減したが，教員 1 人当たりの論文数（前掲資料２－１－１－１－①）は

1.24であり第 1期の 1.21より増加している。加えて，第１期から右肩下がりの傾

向にあった CNCI 値は，第２期中盤から U字回復している（前掲資料２－１－１－

１－①）。さらに，国際共著論文数（前掲資料２－１－１－１－①）も第２期は平

均で約 100編まで増加し，全論文に対する割合は第１期の 10％台から約 23％まで

大きく増加している。加えて，特に優れた研究成果に与えられる表彰は毎年 100件

を上回っており（資料２－１－１－１－②），例えば文部科学大臣表彰（資料２－

１－１－１－③）の科学技術賞受賞 11 件，若手科学者賞３件は，第 1期の若手科

学者賞２件のみに比べ格段の飛躍となった。

一方，これらの基盤研究の成果をベースに民間企業等と連携してプロジェクト

研究所を設置（資料２－１－１－１－④，⑤）し，要素技術の更なる深化や先端的・

融合的研究成果を創出するなど，地域企業等の要望に応えることができた。

   （達成状況の判定）実施状況が良好である。

   （判断理由）基盤的研究推進の活動度を示す教員一人当たりの論文数は，第 1期の値

より伸びており，同時に，国際共著論文数及び割合は第１期と比べて大きく増加し

ている。また，著名な賞の受賞数も飛躍的に増加した。加えて，第２期期間中にプ

ロジェクト研究所 23件を新たに設置（平成 27年度末現在 57設置）し，基盤的研

究成果をベースに地域の発展と産業振興に貢献していることから，実施状況が良

好であると判断した。

   【現況調査表に関連する記載のある箇所】

   工学部・工学研究科 観点「研究活動の状況」

   【関連する学部・研究科等、研究業績】

   工学部・工学研究科

業績番号６ 革新的後処理触媒に関する研究

業績番号７ 熱中症リスク評価技術の開発と普及啓発への展開

業績番号９ 環境調和型蛍光ナノ粒子の研究

業績番号 10 ナノカーボンの室温・低温合成とその応用
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業績番号 18 無動力歩行支援機 ACSIVE の開発研究

業績番号 19 電波に対する数値ドシメトリ技術と人体安全性評価の研究

業績番号 20 省エネルギー用 Si基板上 GaN系パワー半導体による社会実装

業績番号 22 世界最高水準の産業・民生・医療機械を支える精密位置決め制御技

術の研究

業績番号 23 ニオブ系無鉛圧電セラミックスの研究

業績番号 24 蓄電池材料の計算科学による研究

業績番号 25 ナノ中空シリカ・ポリマーハイブリッド薄膜の超断熱メカニズム

の解明と応用

資料２－１－１－１－①：Web of Science による工学部・工学研究科全体の論文の量と質

の推移

区分 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27

論文数 463 498 482 419 445 412 419 412 470 451 414 408

教員数 374 385 386 376 366 355 355 354 339 344 340 333

教員数 1人当たり

の論文数 1.24 1.29 1.25 1.11 1.22 1.16 1.18 1.16 1.39 1.31 1.22 1.23

国際共著論文数 55 71 73 81 102 84 87 113 108 99 99 95
本学全ての論文に

対する国際共著論

文数の割合(%)
11.88 14.26 15.15 19.33 22.92 20.39 20.76 27.43 22.98 21.95 23.91 23.28

本学全ての論文に

おいて被引用数が

各年各分野で

Top10%に入る論文

の割合(%)

5.62 6.43 7.68 6.92 4.94 5.1 5.49 5.34 4.68 6.21 7.25 5.88

CNCI 0.79 0.73 0.73 0.75 0.65 0.69 0.65 0.66 0.62 0.7 0.75 0.77

被引用数 7,573 7,296 6,310 5,590 5,140 4,622 3,814 3,269 2,883 2,161 1,249 437

CNCI (論文/総説等の被引用数を元に，分野，論文様式や発表年を超えて比較できるよ

う正規化された研究レベルの数値，世界平均は約 1)

出典：学内資料

資料２－１－１－１－②：工学部・工学研究科全体の各種受賞件数の推移

区分 H22 H23 H24 H25 H26 H27

学会誌・学術雑誌による顕彰 11 4 14 4 5 3

国際学会・会議・シンポジウ

ム等の賞
9 14 17 21 25 21

国内外の国際的学術賞 13 10 1 15 12 13

国内学会・会議・シンポジウ

ム等の賞
48 58 69 66 67 60

出版社・新聞社・財団等の賞 12 7 9 13 10 9

その他の賞 23 24 22 29 33 18

受賞数 総計 117 117 132 148 152 124

出典：学内資料
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資料２－１－１－１－③：文部科学大臣表彰 受賞テーマ一覧

受賞

年度
所属・氏名 受賞部門 テーマ

22
機能工学専攻

 教授 江川 孝志
科学技術振興

窒化ガリウム結晶成長とデバイスの実用

化の技術の振興

23
物質工学専攻

 准教授 柿本 健一
研究 ニオブ系無鉛圧電セラミックスの研究

23
未来材料創成工学専攻

 教授 神取 秀樹
研究

視物質および古細菌型ロドプシンの構造

と機能に関する研究

23
情報工学専攻

 教授 藤原 修

 准教授 平田 晃正

研究
電波に対する数値ドシメトリ技術と人体

安全性評価の研究

24
情報工学専攻

 教授 徳田 恵一
研究

隠れマルコフモデルに基づいた次世代音

声合成方式の研究

25
産業戦略工学専攻

 准教授 伊藤 孝行
研究

マルチエージェントシステムの自動交渉

技術とその応用の研究

25
未来材料創成工学専攻

 教授 藤 正督
科学技術振興 機能性中空粒子の材料開発技術の振興

26
未来材料創成工学専攻

 教授 柴田 哲男
研究

創薬力強化を支援する含フッ素有機物質

群の実践的合成研究

26
未来材料創成工学専攻

 教授 春日 敏宏
研究

骨の再生を活性化するソフトバイオマテ

リアルの研究

26

情報工学専攻

 准教授 平田 晃正

機能工学専攻

 准教授 加藤 正史

大阪大学大学院

 准教授 丸田 章博

産業戦略工学専攻

 教授 江龍 修

理解増進
ニーズとシーズの調査による電気技術の

多角的理解増進

27
情報工学専攻

 教授 加藤 昇平
研究

発話音声と脳血流解析による認知症早期

スクリーニングの研究

出典：学内資料

受賞

年度
所属・氏名 受賞部門 テーマ

26
未来材料創成工学専攻

 助教 井上 圭一
若手科学者賞 微生物型ロドプシンの物理化学研究

26
物質工学専攻

 准教授 中山 将伸
若手科学者賞

量子力学計算に基づくイオン導電性

セラミックス材料の研究

27
機能工学専攻

 准教授 玉野 真司
若手科学者賞

粘弾性流体の乱流境界層流れにお

ける抵抗低減に関する研究

出典：学内資料
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資料２－１－１－１－④：プロジェクト研究所件数

出典：学内資料

資料２－１－１－１－⑤：プロジェクト研究所概要
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平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

プロジェクト研究所

累計件数

研究

所名
研究題目

開始日

～

終了日

主な財源
研究に参加す

る外部機関
研究目的

工業用

化学セ

ンサ研

究所

アルミナ基

プロトン導

電体を用い

た溶融金属

用水素セン

サの開発

H22.10.01

～

H25.03.31

受託研究（産学

イノベーション

加速事業「先端

計測分析技術・

機器開発事業」

（ＪＳＴ）），奨

学寄附金

㈱ＴＹＫ，九州大

学

一般に金属の溶融状態は固体状態に比べて多くの

水素を溶解するので，凝固時には過飽和状態とな

り， 水素もしくは水蒸気の形で系外に放出され，

これが素材中に凝固欠陥を引き起こす。よって溶

融金属中の 水素量をモニタりングすることは金属

素材の製造プロセズにおいて極めて重要である

が，従来は連続的に簡便に測定するような技術は

無く，サンプリングに伴う分析誤差や煩雑な分析

操作のため正確でリアルタ イムの濃度管理は不可

能であった。

 一方，最近の申請者らの研究でアクセプタード

ープのαアルミナは 1350。d付近の高温において

良好なプ ロトンと正孔の混合導電体である；とが

明らかとなった。さらに，その混合導電性を利用

して，簡単な構造の水素センサを構成できること

を実験室的に確かめ，すでに報告した。

 申請者らはすでに実験室的には完成した本課題

のセンサで素材製造現場での実証試験を経験した

が，現場の使用環境は過酷であり，実験室では問

題となちなかった種々の要因によるトラブルが発

生し，実用化までには乗り越えなければならない

多くの問題を抱えている。これらの解決には様々

な現場における試験 が必須であるが，直接に現場

で作業する関係上，秘密保持などで大きな制約が

ある。本課題では公的な開発機関の立場で公的な

資金を用いることで多くの素材メーカの協力を得

て開発を進め，溶融金属中の水素量の連続測定お

よびピンポイント測定を一般的な技術として完成

させることが目的である。
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医療介

護健康

(メデ

ィカル

ケア)

情報学

研究所

医療・介

護・健康分

野における

情報通信技

術に関する

研究

H22.12.01

～

H26.03.31

受託研究（さき

がけ，先端計測

分析技術・機器

開発事業（ＪＳ

Ｔ）），助成金

（医科学応用研

究財団），科研基

盤研究（B），

（C），共同研究

（㈱和田製作

所，富士機械製

造㈱，㈱スズケ

ン，㈱キャリア

システム，㈱シ

ャープ），補助金

（未来医療研究

人材養成拠点形

成事業）

㈱和田製作所，㈱

スズケン，富士機

械製造㈱，ＮＰＯ

法人ＩＴＣ中部，

カリフォルニア工

科大学，名古屋大

学，（社）浴風会，

長寿医療研究セン

ター，㈱イフコ

ム，㈱島津製作

所，（財）人工知能

研究振興財団，㈱

エンセロファン，

㈲ホーリーマイ

ン，梅テック㈲，

㈲アドミクト，㈱

アルウ゛ァス，ア

イジープランニン

グ㈲，デジタルセ

ンセーション㈱，

奈良県立医科大

学，㈱ＡＲＵ，中

部日本電気ソフト

ウェア㈱，NPO医

療介護健康情報学

研究開発センター

本年・日本の 65歳以上の人口は 2944万人とな

り，総人口に占める割合は 23．1％となり過去 最

高を更新した。2005年から 5 年間で 1000万人の

急速な増加である。 こうした急激な少子高齢化の

中で，日本政府は 6 月に閣議決定した「新成長戦

略」の中に，医療・介護・健康関連分野を新成長

産業として位置づけ，2020年までに新規市場約 50

兆円を目標とした。まさに「高齢化社会の先進モ

デル」として，日本の革新的な医療・介護技術の

研究開発の推進における産官学が一体となった取

組みや先進技術を応用した実用化の新産 業創出が

求められている。

 こうした時代的要請に応え，包括的な医療・介

護サービスや人間の脳機能・身体機能の衰えの支

援を最先端の情報工学により克服する手段を創造

し超高齢化社会に貢献するとともに，今後の新た

な新産業として期待される医療・介護・健康関連

産業を最先端情報工学の側 面から支援するため，

医療・介護・福祉・健康分野で独創的研究を展開

している研究者が協働するプロジェクト研究所

「医療介護健康（メディアルケア）情報学研究

所」を設立する。

YAHAGI

地震工

学技術

プロジ

ェクト

研究所

地震工学・

耐震と関連

技術の実践

的研究

H23.03.25

～

H25.03.24

寄附金（矢作建

設工業㈱）

矢作建設工業㈱，

名古屋大学

阪神淡路に発生した兵庫県南部地震から 15年以上

が経過し，この間，地震工学・耐震技術に関する

研究は世界中で精力的に行われた。特に，古い設

計基準で作られた構造と物を耐震補強する技術は

著しく発展した。しかし，構造物を使用しながら

低騒音・低コストで補強することは意外に難し

く，実構造物の耐震補強実施率は未だに低いレベ

ルにとどまっており，既存不適格建築物の問題も

浮き上がってきている。平成 17年からプロジェク

ト研究所として 5年にわたり，地震工学と耐震技

術に関する研究を行ってきた。そこでの成果は十

分に上がったが，耐震補強についてのさらなる技

術的向上は未だに求められている。そこでさらな

る発展を目指して本研究を行いたい。

 そこで，本研究の第一の目的は低騒音・低コス

トの実践的な耐震補強方法を開発し，普及につな

げることとする。一方，新築の構造物に対しても

資産価値として高い耐震性能が低コストで求めら

れるようになっている。 そこで，第二の目的とし

て，低コストで高機能な耐震・免震技術を実践的

に開発することとする。さらに，地震等に関連す

る自然条件や社会的条件及び関連技術について調

査を行う。

日立ビ

アメカ

ニクス

モーシ

ョンシ

ステム

研究所

モーション

システムの

開発

H23.04.01

～

H26.03.31

共同研究（日立

ビアメカニクス

㈱）

日立ビアメカニク

ス㈱，豊田高専

高速高精度位置決めサーボ技術の確立を目的に，

以下の研究を推進する。

（1）レーザ穴あけ機サーボ機構の高速・高精度化

と信頼性向上技術の開発

（2）ドリル穴あけ機の超高速・高精度制御と信頼

性向上技術の開発

総合工

学プロ

ジェク

ト研究

所

国内外の先

端的研究動

向調査

H23.04.01

～

H26.03.31

受託研究(ITP，

JST A-STEP検索

タイプ，総務省

生体電磁)，学術

研究助成基金助

成金，奨学寄附

金

なし 異なる専門分野の融合による新しい学問領域の開

拓や新産業の創出を目的とする。
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日本ガ

イシ

イノベ

ーショ

ン研究

所

次世代技術

の研究開発

H23.04.01

～

H28.03.31

共同研究（日本

碍子㈱）

日本碍子㈱ *本研究目的・並びに下記計画・方法については，

共同研究契約に基づき，

機密扱いにてお願いいたします。

日本ガイシ株式会社の将来的な研究テーマについ

て，それぞれのテーマの教員と共同研究を実施

し，これを産学官連携センターが様々な連携手法

を通じて支援する。

テーマ名

１．「p型半導体の結晶作製」

２．「ｐ型半導体試料評価」

３．「ナノセラ膜を適用した最適構造空気極の研

究」

４．「Ｐ型透明導電膜形成用スパッタターゲットの

研究」

５．「ITO代替となる透明導電膜材料の探索」

６．「固体電解質材料」

７．「赤外反射に優れた光学膜の研究」

藤本技

術総合

研究所

ロボティク

ス・ハプテ

ィクスなど

のものづく

り技術開発

研究

H23.04.01

～

H28.03.31

共同研究（藤本

技術総研㈱），ア

イシン精機㈱，

トヨタ紡織㈱，

トヨタ自動車

㈱，新日本製鐵

㈱，ミユキエレ

ックス㈱，㈱ク

ラレ，明成化学

㈱，住友理工

㈱，桑原，富山

大学，㈱成田製

作所，トライエ

ンジニアリング

㈱，寄附金，科

研費

藤本技術総研㈱，

筑波大学，首都大

学東京，藤田保健

衛生大学，名城大

学，愛知工科大

学，明治大学，大

阪市立大学，(財)

名古屋産業振興公

社

日本の「ものづくり」を巡る環境は，現在大きな

変化を迎えつつある。携帯電話や自動車業界など

で特にみられる開発リードタイムの大幅な短縮へ

の要求，団塊の世代の大量退職による熟練技能の

喪失マイ クロファクトリーに代表される従来にな

い微細な加エへの要求など，「ものづくり」には新

たなブレイクスルーとなるテクノロジーの開発が

求められている。また，医療分野も工学との融合

が進み，CT や MRIに 代表される高度な技術を背

景とした画像診断や，遺伝子操作・再生医療など

人の能力を超えた操作が要求される分野が注目を

集めるなど，「ものづくり」が直面している問題と

決して無縁ではない。

 自動車工場のようなものづくりの現場には，さ

まざまな工程があり，その工程おのおのにおい

て，いまな お自動化されず，人の手による作業が

残っている。自動車用プレス部品の金型造型プロ

セスにおいて，高技能者の触覚が頼りの検査作業

があり，その金型には技能者による補正作業が必

要であると同時に CADデータの修正も行う必要も

ある。また，組立工程では，重量物搬送・組付を

補助するシステムが必要であるが， 簡便で頑強な

上，安全に構成できることが望まれている。

 本研究では，検査作業のために，指に触覚セン

サを装着し，現行の動作のままで簡単に検査作業

が可能なウェアラブル触覚センサに関して研究開

発する。さらに，人が容易に組立作業を行うため

の支援装置・制 御技術の開発を目的とする。さら

に，製造現場での様々のロボティクスの応用につ

いて研究開発する。

グリー

ン・コ

ンピュ

ーティ

ング研

究所

情報技術に

基づく環境

に優しい持

続可能社会

システムと

その応用に

関する研究

H23.04.01

～

H26.03.31

補助金（最先

端・次世代研究

開発支援プログ

ラム（内閣

府）），共同研究

(㈱KDDI ウェブ

コミュニケーシ

ョンズ)

東京大学，九州大

学，山形大学，静

岡大学，宮城大

学，ハーバード大

学，ＭＩＴ，ウロ

ンゴン大学，デル

フト工科大学，カ

リフォルニア大学

アーバイン校，バ

ーレン大学，サザ

ンプトン大学，㈱

内職市場，鈴鹿短

期大学，日本テク

シード，虹㈱，㈱

アーチェス，首都

大学東京

既存の社会システムや制度は，環境に対して優し

くないという問題が指摘されており，我が国のみ

ならず，世界的な課題となっている。これは既存

の社会システムが部分的には環境に対する効率化

の努力がなされているが，計算機やネットワーク

網を活用できておらず，トータルには効率化が不

十分なためである。本研究では，環境社会システ

ム実現に向けて，マルチエージェントに基づく計

算論的社会メカニズム設計理論（計算機とネット

ワーク網を利活用することで，新しい社会システ

ムや制度をトータルに構築することを目指す理

論）を確立し応用を明らかにする。これまで大変

困難であった社会システムのトータルな効率化

を，計算機とネットワーク網を前提とした価格決

定，マッチング，およびルート最適化のメカニズ

ムを用いて，初めて可能にする。これにより，世

界初の環境社会システム実現の方法論を構築す

る。この環境社会システム実現の方法論の構築

は，計算機やネットワーク網を効果的に応用し

た，複雑な物流，スマートグリッド，リアルタイ

ム課金などの新しい社会システム実現につなが

る。さらに，国家間規模の大規模災害における復

興計画支援システムなどへの応用が期待できる。
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国際音

声技術

研究所

多様な音声

言語インタ

ラクション

に関する研

究

H24.04.01

～

H29.03.31

受託研究（JST

CREST）共同研究

（富士ゼロック

ス，日産他）

（独）情報通信機

構，エジンバラ大

学，奈良先端科学

技術大学院大学，

㈱KDDI研究所，国

立情報学研究所，

首都大学東京，統

計数理研究所，㈱

テクノスピーチ

ユーザによる音声対話コンテンツ生成という新し

い概念を導入し，それが実際に機能するための仕

組みや条件を実証的に探究する。音声特有の生き

生きとしたインタラクティブ感のあるやりとり

が，テキスト的な処理だけでは実現することので

きない音声インタフェースの主要な「魅力」のひ

とつである。音声対話システム全体をシステム自

体とコンテンツに分離して考え，１）「魅力的」な

音声対話を成立させうるシステムの要件と，２）

コンテンツクリエータ引いてはユーザによって

「魅力的」な音声対話コンテンツが次々と生成さ

れるための条件を解明し，同時にそのための仕組

みを確立する。既設の双方向音声案内デジタルサ

イネージを核として，キャンパス全域，更にはシ

ョッピングモールや駅前等の学外公共空間に音声

ユビキタス環境を実現し，ユーザによる音声対話

コンテンツ生成の実証実験を行う。最終的には，

音声技術普及のブレークスルーにつながるユーザ

による音声対話コンテンツ生成環境の構築技術を

確立する。

平成２４年３月までの第１期においては，主に FP

の多言語音声インタラクション関連の研究を進め

たが，平成２４年４月からの本研究所において

は，開発した基盤技術を継承しつつ，ユーザを巻

き込んだ新たな展開を目指す。

日立ハ

イテク

ノロジ

ーズ・

メカト

ロニク

ス研究

所

高性能・高

付加価値メ

カトロシス

テムの開発

H24.04.01

～

H27.03.31

共同研究（日立

ハイテクノロジ

ーズ，㈱デンソ

ー，富士機械

㈱）

㈱日立ハイテクノ

ロジーズ，豊田工

業高等専門学校

高性能で高付加価値なメカトロニクスシステムの

実用化を目指し，以下の研究を行う。

（１）メカトロニクス機器のサーボ機構のモデル

化及び制御系設計の技術開発と展開

（２）メカトロニクス機器の自律適応化と信頼性

向上の技術開発と展開

エネル

ギー触

媒開発

研究所

低環境負荷

型新規エネ

ルギー触媒

材料の創成

H24.10.01

～

H29.09.30

共同研究（トヨ

タ，千代田化

工），受託研究

（ナノテクプラ

ット）

トヨタ自動車㈱，

千代田化工建設

㈱，大阪大学，愛

知工業大学，

Stanford

University(スタン

フォード大学)，

Ehwa Womans

University(梨花女

子大学)，

University of

British

Columbia(ブリティ

ッシュコロンビア

大学)，Friedrich-

Alexander-

Universität

Erlangen-

Nürnberg(フリード

リヒ・アレクサン

ダー大学エアラン

ゲン＝ニュルンベ

ルク)，Berlin

Freedom

Univeristy(ベルリ

ン自由大学)，

Daegu Gyeonbuk

Institute of

Science and

Technology(大邱慶

北科学技術研究所)

近代の石油エネルギーを中心とした人間活動が環

境に対して与える悪影響が問題視され，高効率化

を含 めた低環境負荷型のエネルギー施設・材料の

研究が盛んに行われてきている。高分子材料の再

資源化や長 寿命化などは材料エコロジーの身近な

例の一つであり，地熱や風力，太陽を利用した発

電方法の改良，開 発もそうである。本研究では，

こうした低環境負荷型のエネルギー材料に着目し

た。

 一般的に生体内では多くの酵素が高効率的かつ

高選択的に生物の生命活動に関与している。その

際，ほ とんどすべての酵素は生物活動の環境に最

適な条件下で制御，作用しており，現在産業で用

いられている ほとんどの触媒に必要な熱源を必要

とせず，常温常圧下条件において高効率，高選択

性を達成している。 例えば光合成において光合成

色素部位は，励起された電子を生成するとともに

効率よく隣接に配置された 酵素へと伝達を行う。

 これら酵素の本質を捉え合成された物質は類似

の反応性を示す反面，安定性に難があることが知

られて いる。本研究では，このような生物酵素規

範の化学物質の合成と無機材料を基板とした有機

一無機複合体 を用いて，機能性分子の安定化をは

かり，新規エネルギー・触媒材料を開発すること

を目的とする。無機 材料には，サイズ効果等有機

分子では制御しにくい特性を比較的制御しやすい

金属ナノ粒子の利用も視野 にいれ，それぞれ単独

では発現できない新規物性の発現も目指す。
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次世代

自動車

駆動用

先進モ

ーター

開発プ

ロジェ

クト研

究所

磁気・電気

装荷の最適

分配設計法

に基づく低

損失可変磁

力モーター

の開発

H24.10.04

～

H29.03.31

共同研究（ダイ

キン工業㈱）

ダイキン工業㈱ 本プロジェクトでは，様々な形態の基本モーター

に巻線電磁石磁力を組み込んで可変磁力を実現す

る種々のハイブリッド界磁モーターを対象に，別

途プロジェクトで開発予定の新しい高性能磁石な

らびに高性能軟磁性材料を可変磁力モーターに適

用し，現状の課題を解決して，車載可能なモータ

ーサイズ・重量で，急坂道発進や路肩乗り上げ時

の低速大トルク性能，高速道路を快適に走行する

ための高速高出力性能を両立しつつ多様な動作点

において，損失 25%低減による高効率モーターの

開発を目指す。なお，ここで様々な形態の基本モ

ーターとは，従来の永久磁石形同期モーター（従

来 PMSMと略記），既に研究代表者が提案の３次元

磁気回路モーターやフラックススイッチングモー

ターに加え，扁平形状で高トルク密度に好適なア

キシャルギャップ形モーターを指す。

名工大

スマー

トマテ

リアル

創成研

究所

ナノ材料・

機能分子の

創成と評価

に関する研

究

H24.12.03

～

H29.03.31

受託研究（文部

科学省ナノテク

ノロジープラッ

トフォーム事

業）

大学共同利用機関

法人 自然科学研

究機構 分子科学

研究所

新規ナノ材料・機能分子の創成ならびに先端計測

法の改良開発に関する研究を行う。本研究所設置

の主な目的は，文部科学省ナノテクノロジープラ

ットフォーム事業を総合的に推進し， エネルギー

デバイス関連研究，ライフサイエンスの機能的な

分子・物質の合成研究，元素戦略的磁性材料・ス

ピントロニクス関連研究，グリーンナノ材料の合

成研究，マイクロラボの創成研究を促進すると と

もに，新学術領域の創成と研究成果の産業化，若

手研究者の育成を目指し，（1）複合ナノ粒子の気

相合成，（2）生物分子関連の新規化合物合成，

（3）メスバウアー分光，（4）ナノカーボンの環境

に優しい合成と 評価，（5）分子合成テンプレート

創成と評価に特徴を置く支援を実施する。本研究

による成果は，パンフレットやホームページ等の

形で公開されるとともに，産官学連携センター と

連携して地域貢献型の産学官連携活動を実施する

ことで，新規課題の獲得や新学術領域の開拓を行

い， 新規ユーザーの獲得や新たな外部資金を導入

する環境を整備する。獲得した外部資金により，

先端研究 ニーズを支える新規設備を導入すること

ができる。また，本事業で支援する若手研究者

が，次世代の教育研究者に成長すると，彼らを指

導教員とする次世代の若手研究者をユーザーとし

て取り込むことがで きる。即ち，利用者の高い学

術的成果が，新学術領域の創成と産業化に発展す

ることで，先端研究ニー ズを支える新規設備の導

入や若手の育成に貢献でき，これらが循環するこ

とで利用者も自ずと集まるよ うな拠点を維持する

ことができると考えられる。
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機能材

料研究

所

航空機・次

世代自動車

及び関連産

業分野向け

の機能材料

の開発

H25.04.01

～

H28.03.31

補助金（地域イ

ノベーション戦

略支援プログラ

ム）

日本大学理工学

部，㈱大矢鑄造

所，多治見市意匠

研究所，財団法人

岐阜県研究開発財

団，名古屋大学エ

コトピア科学研究

所，名古屋産業科

学研究所

岐阜県では，モノづくり産業の高度化・多様化に

向け，「航空機・次世代自動車産業」分野の各種研

究 開発プロジェクトを展開している。従来，熱硬

化性炭素繊維複合材料（CFRP）の穴あけ技術や，

専用穴あ け加工機の開発，難切削金属材料に対応

した切削加工技術の開発など，航空機・次世代自

動車の生産技術 分野の二次加工を中心とした研究

開発を進めている。一方，航空機・次世代自動車

分野の生産技術や生産 プロセスにおいて「素材開

発」から「一次加工」，「二次加工」に至る一連の

工程があり，特に新素材開 発や機能性材料開発等

の素材開発研究，および材料成形技術を中心とし

た一次加工にかかる研究が求められている。ま

た，航空宇宙・次世代自動車および関連産業分野

において，セラミックス素材は，熱遮へいコート

材等としてタービン翼や燃焼器などに広く適用さ

れ，温度の上昇や冷却空気の削減，金属材料の劣

化防止などに貢献している。さらに，宇宙応用で

はコーン部の耐熱性保持のためセラミック材料が

利用さ れている他機能材料，環境関連での応用さ

れている。本研究では，以上を踏まえ，航空機・

次世代自動車用の新素材開発および機能性材料開

発を行う。特に，加工熱処理を利用した制振合金

の高機能化に関する研究，航空宇宙・次世代自動

車産業分野における新たなセラミックスコーティ

ング技術を開発，発砲樹脂金型用高強度アルミ鋳

物の開発，傾斜機能材料のアイデアを応用した逐

次エネルギー吸収材料の開発および次世代自動車

等の環境対策に対応した高温・燃焼環境応用ナノ

材料の開発を行う。

粉体科

学研究

所

粒子および

粉体の工学

的基礎研究

ならびにそ

の応用展開

H25.04.01

～

H30.03.31

受託研究（JST

ALCA），奨学寄附

金，共同研究

（TYK，新興窯

業，ヤマセ，グ

ランデックス

等）

㈱ＮＣＡＰ，㈱グ

ランデックス，㈱

ヤマセ，新興窯業

㈱，亀井製陶，多

治見市陶磁器意匠

研究所，東陶マテ

リア㈱，リンナイ

㈱，Nusola㈱，テ

クノファーム・ア

クセス㈱，シグマ

環境工学研究所，

京都大学

本プロジェクト研究所では，先進セラミックス研

究センターが保有する中空粒子をナノサイズ化す

る技術により，特異な光学特性を有するナノ中空

粒子を開発し，導光板式フラットパネル照明など

と組み合わせることによって，現行照明(発光効

率：150 lm/W)の輝度を約 20 %向上（180 lm/W）

させることを目指す。特に光学特性発現因子とな

るナノ中空粒子の微細構造を精密制御する技術の

確立，これらの構造と光学特性の相関を明らかに

し，光学特性に特化したナノ中空粒子の合成に取

り組む。さらに，希土類に頼らない蛍光体担持ナ

ノ中空粒子の研究開発を行い，青色 LEDと組み合

わせることで，高効率高輝度白色 LEDの研究開発

を目指す。これは，ナノ中空粒子のシェル微細構

造の特徴を生かし，蛍光体担持量や担持分散状態

を制御することで，ナノ中空粒子の光透過性，拡

散性を保持しつつ，蛍光特性を付与させる技術の

確立に取り組む。これら新しい機能性ナノ粒子合

成技術のコア技術における当研究所での研究レベ

ルは，国内外問わず他の追随を許さず先導的立場

にある。

以上のような経緯から，本プロジェクト研究所で

は中空ナノ粒子プロセス開発およびその光学特性

に関する工学的基礎及び応用に関する研究を推進

する。
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窒化ガ

リウム

パワー

デバイ

ス研究

所

MOCVD法を用

いた GaN系

半導体の結

晶成長及び

電子デバイ

スへの応用

H26.04.01

～

H30.03.31

共同研究（スー

パークラスタ

ー）

なし Si に代わる新しい材料として炭化珪素(SiC)を用

いた研究がアメリカ，ドイツや国内で行われてい

る。しかし，SiCは放熱性は高いが大口径化・高

品質化が困難でありさらに高価格という問題もあ

り，進展が見られていない。また，材料の物性値

からパワーデバイスとしての性能指数を考慮する

と GaN≫SiC≫Si(Si で規格化すると 650:110:1)の

順となり，圧倒的に GaNがパワーデバイス用半導

体材料として大きな可能性を秘めている。

一般的に，GaN系半導体は材質の異なる基板上に

形成され，基板としてサファイアが用いられてい

る。サファイアは熱伝導率が低いという欠点を持

ち，大口径化・高品質化が困難でありさらに高価

格という問題がある。Siは大口径・高品質・良好

な放熱性を有しパワーデバイス用基板として優れ

ているが，Si基板上への GaN 系半導体の結晶成長

は困難とされてきた。

本研究では，このような特徴を有する高品質 GaN

系半導体を有機金属気相成長（ＭＯＣＶＤ）法を

用いて大口径（６インチ径以上）・放熱性に優れた

Si 基板上に結晶成長し，超低損失電子デバイスに

関する先導的技術開発を行い，産学官連携の強化

を行うことを目的とする。

未来医

療介護

健康情

報学研

究所

医療・介

護・健康分

野における

情報通信技

術に関する

研究

H26.04.01

～

H30.03.31

補助金（未来医

療研究人材養成

拠点形成事業）

（財）人工知能研

究振興財団，伊藤

経営事務所，米国

カリフォルニア州

立工科大学，社会

福祉法人浴風会認

知症介護研究・研

修東京センター，

国立長寿医療研究

センター，㈱和田

製作所，中部大学

工学部，上海谷博

信息技術有限公

司，オンイット

㈱，ソーシャルマ

ネジメント研究会

本年，日本の 65歳以上の人口は 2944万人とな

り，総人口に占める割合は 23．1％となり過去 最

高を更新した。2005年から 5 年間で 1000万人の

急速な増加である。

 急激な高齢化社会の中で，日本政府は，健康長

寿分野を重点産業として位置づけ，2020年までに

市場規模を約 26兆円（現状 16兆円）に拡大する

としている（日本再興戦略 H25．6）。まさに「高

齢化社会の先進モデル」として，日本の革新的な

医療・介護技術の研究開発の推進における産官学

が一体となった取組みや先進技術を応用した実用

化の新産業創出が求められている。

 こうした時代的要請に応え，医療のパラダイム

シフト（病院から在宅へ）を見据えながら， 包括

的な医療・介護サービスや人間の脳機能・身体機

能の衰えの支援を最先端の情報工学に より克服す

る手段を創造し超高齢化社会に貢献するととも

に，今後の新たな新産業として期 待される医療・

介護・健康関連産業を最先端情報工学の側面から

支援するため，医療・介護・ 福祉・健康分野で独

創的研究を展開している研究者が協働するプロジ

ェクト研究所「医療介護健康情報学なごやか研究

所」を設立する。

ビアメ

カニク

スモー

ション

システ

ム研究

所

モーション

システムの

開発

H26.04.01

～

H29.03.31

共同研究（ビア

メカニクス）

ビアメカニクス

㈱，豊田高専

高速高精度位置決めサーボ技術の確立を目的に，

以下の研究を推進する。

（1）レーザ穴あけ機サーボ機構の高速・高精度化

とロバスト性向上技術の開発

（2）ドリル穴あけ機の超高速・高精度制御と性能

安定化技術の開発



名古屋工業大学 研究

82

先端研

究基盤

共用促

進研究

所

先端研究基

盤共用・プ

ラットフォ

ーム形成事

業

H26.04.01

～

H29.03.31

補助金（共用・

プラットフォー

ム形成事業）

なし 本研究所設置の主な目的は，文部科学省「先端研

究基盤共用・プラットフォーム形成事業」を総合

的に推進することにある。本学大型設備基盤セン

ターは表面分析分野で高い技術力と最先端の設備

を有する。この特徴を生かし，大型設備基盤セン

ターを中心に設置されている表面分析等の装置

を，民間企業，大学等学外者と共に活用すること

で装置の有効活用をはかると共に，高機能・高性

能材料の開発を通して，材料開発の高度化を推進

し社会に貢献する。活用する大型装置は，電界放

出形走査電子顕微鏡(FE-SEM)，ナノ走査プローブ

顕微鏡(SPM)，電子プローブマイクロアナライザー

(FE-EPMA)，オージェ電子分光分析装置(FE-AES)，

二次イオン質量分析装置(SIMS)，X線光電子分光

装置(ESCA)，高分解能レーザー脱離イオン化質量

分析装置（MALDI-MS），Ｘ線ＣＴ装置（XCT），軟エ

ックス線分析装置 （SXES），飛行時間型二次イオ

ン質量分析装置（TOF-SIMS），低加速電界放射形走

査電子顕微鏡（L-FE-SEM）の 11装置群で構成され

る表面分析装置である。

 本研究による成果はパンフレットやホームペー

ジ等の形で公開し，本学のアクティビティの高さ

を広報すると共に，産官学連携センターと連携し

て地域貢献型の産学官連携活動を実施すること

で，新規課題の獲得や新学術領域の開拓，本学の

共同研究の一層の推進を行い，新規ユーザの獲得

や新たな外部資金を導入する環境を整備する。

生体・

電磁環

境研究

所

ヒトに関わ

る電磁／通

信環境に関

する研究と

標準化

H26.09.01

～

H29.08.31

受託研究(生体電

磁環境，

SCOPE)，共同研

究（トヨタ自動

車，NTT ドコ

モ，

電気通信大学），

寄附金（SCAT）

トヨタ自動車㈱，

㈱ＮＴＴドコモ，

（独）情報通信研

究機構，電気通信

大学

ユビキタス時代と呼ばれる「いつでも，どこで

も」といわれる無線通信の技術が，豊かな生活環

境の構築及び高齢化先進国としての持続性確保と

ともに，電力分野や医療・ヘルスケア分野にも波

及し，その結果，身の周りの電磁環境，通信環境

は複雑なものとなっている。このような中，電磁

界の人体安全性に関わる基礎研究を実施すること

に加え，製品から放射・漏洩する電磁界による生

体影響評価，さらには製品同士の電磁両立性を満

たし，安心・安全なエレクトロニクス社会基盤を

構築する必要がある。このためには，産学官が連

携し，基礎研究，国際標準化，ものづくりまで一

気通貫した体制を形成し，研究開発に取り組む必

要がある。本プロジェクト研究所は，本学研究者

が，生体を中心とする電磁環境および医療・ヘル

スケア機器のイミュニティ評価法と対策法の開発

と確立を実施し，情報通信研究機構を中心とする

外部機関と連携し，国際標準化に資するデータを

取得し，国際標準化に貢献，ひいては製品開発の

効率化を図ることを目的とする。

次世代

耐震工

学研究

所

超巨大地震

に対応する

ための耐震

設計の高度

化に関する

研究

H27.04.01

～

H30.03.31

共同研究(日本車

両），受託研究

(名高速），寄附

金

日本車両製造㈱ 内閣府は東日本大震災をふまえ，南海トラフ巨大

地震の想定地震動を H25に公表した。新たな想定

では陸側震源の場合，プレート境界型でありなが

ら直下型地震の性格をもつので，経験したことが

ないようなキラーパルスを含む激しいゆれが発生

する。このため，最新の耐震設計を施した構造に

も想定外の被害が生じるリスクがある。老朽化が

進行した橋では深刻な被害発生も懸念される。し

かしながら，防災の視点から全ての橋に巨大地震

に備えた十分な耐震補強を施すことは物理的・経

済的にも非常に難しく，各機関はその対応に苦慮

している。ここでは，崩壊という最悪のシナリオ

も視野に入れつつ，人命の損失防止を第一義とし

て復旧に要する工期や工費など社会的損失を可能

な限り低減するように橋の地震時被害を制御する

ための研究を行う。この研究では従来の防災の視

点のみならず，さらに減災の視点を取り入れてよ

り広い視点から橋の各種耐震技術の開発を総合的

に行うことが特徴である。

具体的には１。耐震性能照査法の信頼性向上，

２。免振・制震技術の高度化 ３。老朽化橋の耐

震性能向上技術の開発，４。崩壊予測と崩壊防止

構造の開発，５。大規模計算に基づく橋の被害予

測技術の開発，
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出典：学内資料

○小項目２「実績を踏まえた強い研究分野及び学際的研究を通じて，新技術の開発や

新しい工学分野の創造などに，大学として重点的に取り組む。」の分析

   関連する中期計画の分析

計画２－１－２－１「材料科学フロンティア研究院及び情報科学フロンティア研究

院を設置し，同研究院にインペリアル・カレッジ・ロンドンや

アルカラ大学等から研究ユニットを招致し，革新的な機能材料

設計や創造的活動を支援する知能システム等に関する国際共

同研究を通じ，イノベーション創出につながる基盤的研究を推

コレク

ティブ

インテ

リジェ

ンス研

究所

コレクティ

ブインテリ

ジェンスと

社会コンピ

ューティン

グ

H27.10.01

～

H32.09.30

受託研究費 戦

略的創造研究推

進事業(CREST），

科学研究費補助

金基盤研究 A,庄

内川河川事務所

SNSを活用した

河川管理システ

ム開発業務

産業技術大学院 ，

静岡大学，東京農

工大学 ，NECソリ

ューションイノベ

ータ株式会社，藤

田保健衛生大学，

ユマニテク看護助

産専門学校，電気

通信大学，サチュ

ーセッツ工科大学

コレクティブインテリジェンスとは，集合的であ

りかつ知性のある物やコトのことを示す。現実世

界では様々な場所でコレクティブインテリジェン

スに触れるコトができる。例えば，魚の群れ，鳥

の群れ，昆虫の群れ，などは典型的な例である。

かれらは，群れをなすことで，個々の個体だけの

能力以上の能力もしくは知性を発揮している。彼

らは群れをなし，その群れの中でのコミュニケー

ションや組織構造を進化的に発展させることで，

進化的な優位を保ってきたのである。さらに具体

例としては人間のグループも当てはまる。一人で

は解けない問題を，二人や三人集まることで解け

てしまうような，いわゆる「もんじゅの知恵」と

呼ばれるものである。近年，インターネットやス

マートフォンが急激に発展し，様々な Social

Media (SNS, Twitter)が普及することで，人類の

群れとしての活動は，これまでとは全くことなっ

たものになっており，群れとしての優位性を保つ

ために，様々な先進的技術をもちいて，よりよい

コミュニケーションやコラボレーションを支援す

る必要がある。その工学的技術としては，人工知

能技術，マルチエージェント技術，高度情報ネッ

トワーク技術，IoT技術，無人飛行技術，ロボッ

ト技術など多岐に及ぶ技術を用いる必要がある。

さらに，人間のコレクティブインテリジェンスを

発揮・支援するための方法論としての，創造技

法，発想法，イノベーション技術，ファシリテー

ション技術なども重要である。さらには，社会

学，社会心理学，経済学，社会情報学，政治学，

哲学，など，多くの関連分野によるコレクティブ

インテリジェンスのあり方の議論も重要である。

本研究所では，各関連分野の研究者を集結し，コ

レクティブインテリジェンスの本質とその応用支

援技術について研究し，社会をよりよいものにす

るための知見を深め，貢献する。

バイオ

セラミ

ックス

研究所

細胞機能を

操作するバ

イオセラミ

ックスの設

計に関する

国際共同研

究プロジェ

クト

H27.11.01

～

H30.03.31

補助金（日本学

術振興会）,共同

研究

（ORTHOREBIRTH

）,寄付金(春日

敏宏 等)

Imperial College

London,University

College London,

University of

Manchester,

ORTHOREBIRTH㈱

再生医療用バイオセラミックスの開発研究を基盤

として，とくに英国との国際研究ネットワークを

強化することを目的とする。ITPプログラムにて

連携実績のある Imperial College London (ICL)

に加え，さらに University College London

(UCL) および The University of Manchester

(UoM) と連携することで，セラミックス工学，生

体高分子学，細胞生物学，機械工学，構造科学に

関する知識と技術を結集させた新しい国際研究ネ

ットワークを構築する。

 若手研究者を中心に，相互の派遣・招聘により

交流を深め，技術および知能を統合させること

で，世界に先駆けた “細胞を操作するバイオセラ

ミックス” の合成開発を実現する。このような機

能性バイオセラミックスの開発は，本来の生体組

織により近い人工組織を形成することを可能と

し，新しい再生医療を拓く材料として大きなブレ

ークスルーとなる。そして，本学のプレゼンスを

高め，キャンパスの国際化へ貢献する。
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進する。」に係る状況【★】

本学の強みである分野を強化するために設置したフロンティア研究院（材料科学

フロンティア研究院及び情報科学フロンティア研究院；平成 27 年４月設置）（資料

２－１－２－１－①）をプラットフォームとして，教育研究ユニット招致に関する

協定書（資料２－１－２－１－②）を交わしたインペリアル・カレッジ・ロンドン

大学やエアランゲン・ニュールンベルク大学等から研究ユニットとして 24名を招致

し（資料２－１－２－１－③），機能材料設計や知能システム等に関する基盤研究を

国際的に推進した（資料２－１－２－１－④）。また，招致研究者講演会（資料２－

１－２－１－⑤）を 11 回（平成 27 年度）開催し，全学が世界トップレベルと直に

接する場を頻繁に提供するともに，両研究院のキックオフシンポジウム（資料２－

１－２－１－⑥）では，イノベーション創出に繋がる世界レベルの基盤的研究成果

を国際的に情報発信することができた。

なお，これについては文部科学省の平成 26年度国立大学改革強化推進補助事業に

採択され，さらに「戦略性が高く意欲的な目標・計画」に認定された。

   （達成状況の判定）実施状況が良好である。

   （判断理由）フロンティア研究院（材料科学フロンティア研究院及び情報科学フロン

ティア研究院）を設置し，当初６名と計画されていた教育研究ユニット招致研究者

について，計画を大幅に上回る 24名の招致と，イノベーションに繋がる 24件の国

際共同研究を実現している。関連して，キックオフシンポジウムによる基盤的研究

成果の国際情報発信に努めるとともに，招致研究者講演会を日常的に開催（11 回

／年）できたこと等は想定外の成果であることから，実施状況が良好であると判断

した。

   【現況調査表に関連する記載のある箇所】

   工学部・工学研究科 観点「研究成果の状況」

   【関連する学部・研究科等、研究業績】

   工学部・工学研究科

業績番号１ 新しい統計的音声合成方式の研究

業績番号２ 音声技術分野におけるオープンソース戦略による社会貢献

業績番号３ 自動交渉機構に関する理論とその応用に関する研究

業績番号４ 大規模データベースの効率的処理に関する研究

業績番号９ 環境調和型蛍光ナノ粒子の研究

業績番号 10 ナノカーボンの室温・低温合成とその応用

業績番号 12 メスバウアー分光法を用いた新物質開発研究

業績番号 16 有機分子触媒による有機・重合反応の開発

業績番号 23 ニオブ系無鉛圧電セラミックスの研究

業績番号 24 蓄電池材料の計算科学による研究

業績番号 26 金属ナノ粒子の形態制御とその応用に関する研究
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資料２－１－２－１－①：フロンティア研究院

出典：学内資料
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資料２－１－２－１－②：学術交流協定書

（インペリアル・カレッジ・ロンドン）

（エアランゲン・ニュルンベルク大学）

出典：学術交流協定書
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資料２－１－２－１－③：教育研究ユニット招致状況

出典：学内資料
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出典：学内資料

フロンティア研究院のホームページを開設

出典：名古屋工業大学公式ホームページ
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NEWS＆TOPICS，研究者紹介など活動状況を掲載

出典：名古屋工業大学公式ホームページ



名古屋工業大学 研究

90

資料２－１－２－１－④：フロンティア研究院での国際共同研究

大学及び研究所 招聘研究者 研究テーマ

材
料
科
学
フ
ロ
ン
テ
䣵
ア
研
究
院

① ハイブリッド科学研究ユニット

インペリアル・カレッジ・ロンド

ン（英国）

Julian Jones（教授）

細胞機能を操作するバイオセラミックスの設計

生体吸収性ファイバーをコアシェル型構造とするこ

とで，骨生成を促す無機イオン刺激の時期を調整

Imperial College London, UK

Anthony Maçon（研究員）

細胞機能を操作するバイオセラミックスの設計

新種生体用ガラスの合成と構造解析，及びこれらと

複合化するための新規生体吸収性ポリマーの合成を

進めた

Maria Nelson（PhD）

細胞機能を操作するバイオセラミックスの設計

シリカとゼラチンのハイブリッド化した綿形状の構

造体を合成することに成功し，その構造を分光学的

に解析

ユニバーシティ・カレッジ・ロン

ドン（英国）

Gavin Jell（講師）

細胞機能を操作するバイオセラミックスの設計

破骨細胞形成に関係する因子の産生を促すコバルト

イオンのバイオマテリアルへの導入の有効性につい

て細胞生物学的に明確化
University College London, UK

エアランゲン・ニュルンベルク大

学（ドイツ）

Tobias Fey（講師）

多孔体セラミックスの科学と題し，セル状構造に加

工した鉛を含まない圧電セラミックスにおけるセル

構造と機械的弾性係数や圧電出力定数と相関解析
University of Erlangen-

Nueremberg, Germany

バスク国家大学（UPV) （スペイ

ン）
Vadim Soloshonok（教授）

フッ素化学についての最先端研究をベースに，フッ

素化合物の選択的合成，不斉合成から産業，特に医

療への応用などについて共同研究の可能性について

討議し，それに向けた研究
University of the Basque

Country, San Sebastian, Spain

オックスフォード大学 （英国）
Véronique Gouverneur（教

授）

フッ素化学についての最先端研究をベースに，フッ

素化合物の選択的合成，不斉合成から産業，特に医

療への応用などについて共同研究の可能性について

討議し，それに向けた研究
University of Oxford, UK

ミュンスター大学（ドイツ）

Günter Haufe（教授）

フッ素化学についての最先端研究をベースに，フッ

素化合物の選択的合成，不斉合成から産業，特に医

療への応用などについて共同研究の可能性について

討議し，それに向けた研究
University of Münster, Germany

② メンブレン科学研究ユニット

Centre national de la recherche

scientifique

Samuel Bernard（上席研究

員）

ポリマープレカーサー法による多孔体の合成とガス

吸着剤および触媒担体としての応用研究

ガス吸着剤としては、可逆的な水素の吸脱着機能を

有する新規なセラミックス系材料を見出した。ま

た、自動車排ガス浄化用フィルターとして優れた浄

化性能を確認。

Institut Europeen des Membranes

(CNSRS-IEM), France
Mouline Zineb（研究員）

有機金属プレーカーサー法による機能性有機・無機

ハイブリッド材料を創製し、ミクロ多孔体合成用中

間体としての有用性や、二酸化炭素吸着材として優

れた機能を有すことを確認。

③ オプトバイオテクノロジー研究ユニット

マックスプランク研究所（ドイ

ツ） Tatiana Domratcheva（グル

ープリーダー）

光のエネルギーを使って損傷した DNA を修復できる

酵素のメカニズムに関する共同研究Max-Planck Institute for

Medical Research, Germany
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ユニバーシティ・カレッジ・ロン

ドン（英国） Peter Rich（教授）

呼吸鎖に含まれる膜タンパク質の赤外分光に関する

意見交換及び酸化還元に伴うスペクトル測定のため

の実験University College London, UK

ベルリン自由大学（ドイツ）

Nicoleta Bondar（准教授）

光のエネルギーを使って水素イオンを輸送する膜タ

ンパク質（微生物型ロドプシン）の中で，特異な水

素結合構造をもった新規ロドプシンに関する共同研

究
Free University Berlin, Germany

グエルフ（ゲルフ）大学（カナ

ダ）
Leonid S. Brown（教授）

光のエネルギーを使って水素イオンを輸送する膜タ

ンパク質（微生物型ロドプシン）の中で，特異な水

素結合構造をもった新規ロドプシンの構造と機能の

解析
University of Guelph, Canada

スコットランド グラスゴー大学

John Christie (教授)

光を情報へと変換するフラビンタンパク質の基礎研

究・応用研究に関する意見交換を行うとともに，分

光解析に関する共同研究
The University of Glasgow,（英

国）

情
報
科
学
フ
ロ
ン
テ
䣵
ア
研
究
院

① 社会システム研究ユニット

マサチューセッツ工科大学(MIT)

（米国）

Mark Klein（研究員）
エージェント間の交渉機構やソーシャルコンピュー

ティングに関する研究Massachusetts Institute of

Technology, USA

アルカラ大学(UDA)（スペイン）

Susel Fernandez（講師）

大規模な交通シミュレーションにおけるオントロジ

ーの構築と、オントロジーマッチングの方式に関す

る研究Universidad de Alcalá, Spain

カリフォルニア大学アーバイン校

（米国）

Kwei Jay Lin(教授）

IoT(Internet of Things)に基づくスマートホームや

スマートビルディングにおける、最適な環境設定シ

ステムや、日常的かつ継続的な合意形成支援の方法

に関する研究
University of California,

Irvine, USA

ウーロンゴン大学(UoW)（オースト

ラリア）
Minjie Zhang（教授）

マルチエージェントシステム全般に関する共同研究

災害時のレスキューシミュレーションや交通渋滞緩

和シミュレーションなどに関する研究

University of Wollongong(UoW),

AUS
Fenghui Ren（研究員） 交通渋滞緩和シミュレーション

南カリフォルニア大学(USC)（米

国）

Milind Tambe（教授）

マルチエージェントシステム全般に関する共同研究

Multi-Armed Bandit 問題を、大規模合意形成におけ

るファシリテータの問いかけアルゴリズムに応用で

きることについて新しいアイデアを議論しており

り、現在その実現に向けての共同研究

University of Southern

California, USA

ナンヤン理工大学（NTU）（シンガ

ポール）
Bo An（准教授） マルチエージェントシステム全般に関する共同研究

Nanyang Technological

University, Singapore

カールトン大学（カナダ）・カナ

ダ国立研究機関(NRC)

Chunsheng Yang（研究員）

知的情報処理技術の実世界応用に関する研究

大規模センサーネットワークのための異常検知アル

ゴリズムの洗練化や、強化学習と事例ベース推論に

よる大規模合意形成における効率的なファシリテー

ション支援などが応用

Carleton University & National

Research Council of Canada

② 視覚システム研究ユニット

ケンブリッジ大学（英国）

Roberto Cipolla（教授）
ディープニューラルネットワークに基づく３次元復

元及び物体認識に関する研究
University of Cambridge, UK

出典：学内資料
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資料２－１－２－１－⑤：フロンティア研究院招聘研究者の講演実績一覧

出典：学内資料

講演日 講演者名 講演者所属 講演題目

H27.09.08 Kwei-Jay Lin
カリフォルニア大学

アーバイン校

How to Train Your Dragon, or Monkey, or

Internet of Things

(竜でもサルでもインターネットでも意のままに操れ

る？  自動車，飛行機等の自動運転技術をはじめと

する IoT の話題です。)

H27.09.28 Fenghui Ren ウーロンゴン大学

A Multiagent-Based Domain Transportation

Approach for Optimal Resource Allocation in

Emergency Management

H27.09.29 Bo An ナンヤン工科大学
Geme Theory Consideration in Computational

Sustinability

H27.10.05 Milind Tambe 南カリフォルニア大学
How to do good research

(優れた研究の方法)

H27.10.06 Milind Tambe 南カリフォルニア大学

Towards a Science of Security Games: Key

Algorithmic Principles, Deployed Applications

and Research Challenges

(セキュリティ・ゲームの新しい科学に向けて)

H27.11.04 Minjie Zhang ウーロンゴン大学

Multi-agent Solutions for Complex Systems

 (人間などの自意識あるものが集まる「複雑」なシ

ステムを，マルチエージェント研究を使って解決し

ていくには)

H27.11.16 Gavin Jell
ユニバーシティ・カレッ

ジ・ロンドン

Towards better biomaterials

  (より良いバイオマテリアルの開発に向けて)

H27.11.16 Peter Rich
ユニバーシティ・カレッ

ジ・ロンドン

Reflections on the molecular machines of

life’s energy supply

(生物がエネルギーを取り込むメカニズムを分子レベ

ルで解き明かす)

H27.12.09 Mark Klein マサチューセッツ工科大学

Advances in Crowd Computing

 (クラウド( Crowd:群衆)コンピューティングの進

歩)

H28.01.22
Tatiana

Domratcheva
マックスプランク研究所

Computational studies of photosensitive

flavoproteins: from spectroscopy to

understanding functional mechanisms

(フラビン結合光受容タンパク質の理論計算

~分光学から機能発現メカニズムの理解まで)

H28.03.17
Chunsheng

Yang
カールトン大学

カナダ国立研究機関

Machine learning-based methods for estimating

time to failure with application to APU

prognostics

 (機械学習による機器故障予測と実アプリケーショ

ン)
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フロンティア研究院招聘研究者の講演例

出典：名古屋工業大学公式ホームページ
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資料２－１－２－１－⑥：キックオフシンポジウム実施状況

情報科学フロンティア研究院キックオフシンポジウム

〇開催期間：平成２７年１１月５日（木），６日（金）の２日間

〇開催場所：名古屋工業大学４号館

〇題  目：Frontiers in Data-Driven Science and Technology: Recent Advances in

Machine Learning and Applications

〇参加人数：１１２名（外部参加者 ６５名，名工大 ４７名）

出典：名古屋工業大学公式ホームページ
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材料科学フロンティア研究院キックオフシンポジウム

開催期間：平成２８年３月１日（火），２日（水）の２日間

開催場所：名古屋工業大学４号館

題  目：NITech International Symposium on Frontier Materials

 - FRIMS kick-off Symposium -

参加人数：２０２名（外部参加者 ３３名，名工大 １６９名）

出典：名古屋工業大学公式ホームページ
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計画２－１－２－２「21 世紀ＣＯＥの成果を基盤として，セラミックス分野を軸に

国際的人材交流・研究交流を推進し，世界最高水準の研究拠点

を構築する。」に係る状況

21世紀 COEの成果を基盤として「セラミックス科学研究教育院」を平成 19年に

設置した（資料２－１－２－２－①）。また，平成 21 年度より（独）日本学術振興

会の若手研究者インターナショナルトレーニングプログラム（ITP）や組織的な若

手研究者等海外派遣プログラム（拡大 ITP）を活用して，セラミックス科学研究教

育院を拠点として，フランス国立セラミックス大学院（仏），リモージュ大学（仏），

インペリアル・カレッジ・ロンドン（英），エルランゲン・ニュルンベルク大学（独）

との共同研究を行い，国際的人材交流・研究交流を推進した。（資料２－１－２－

２－②）

     さらに，地域から世界へ発信する国際的・学術的・融合的な世界最高水準のセラ

ミックス科学の研究を活性化するため，セラミックス基盤工学研究センターを発

展的に改組（平成 24年４月）し，先進セラミックス研究センターを設置した（資

料２－１－２－２－③）

。

   （達成状況の判定）実施状況がおおむね良好である。

   （判断理由）21 世紀 COE の成果を基盤として「セラミックス科学研究教育院」にお

いて平成 21年度より（独）日本学術振興会若手研究者インターナショナルトレー

ニングプログラム（ITP）や組織的な若手研究者等海外派遣プログラム（拡大 ITP）

を活用して共同研究を行い，第２期中期計画期間中に，若手研究者及び大学院生

149名の国際的人材交流・研究交流を推進したことから，実施状況がおおむね良好

であると判断した。

   【現況調査表に関連する記載のある箇所】

   工学部・工学研究科 観点「研究成果の状況」

   【関連する学部・研究科等、研究業績】

   工学部・工学研究科

業績番号６ 革新的後処理触媒に関する研究

業績番号 23 ニオブ系無鉛圧電セラミックスの研究

業績番号 25 ナノ中空シリカ・ポリマーハイブリッド薄膜の超断熱メカニズム

の解明と応用

業績番号 26 金属ナノ粒子の形態制御とその応用に関する研究

業績番号 27 骨修復用バイオマテリアルの研究
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資料２－１－２－２－①：セラミックス科学研究教育院

出典：学内資料

資料２－１－２－２－②：セラミックス科学研究教育院の活動状況

インターナショナルトレーニングプログラム（ITP）

派遣先機関

平成 21年度 平成 22年度 平成 23年度 平成 24年度 平成 25年度

研究者

(助教)

大

学

院

生

研究者

(助教)

大

学

院

生

研究者

(助教)

大

学

院

生

研究者

(助教)

大

学

院

生

研究者

(助教)

大

学

院

生

インペリアル・カレッ

ジ・ロンドン （英国）
1 2 1 4 0 4 0 2 0 3

国立セラミックス工科大

学院 （フランス）
 0 2 0 2 0 4 1 2 0 4

エアランゲン－ニュルン

ベルク大学（ドイツ）
0 1 1 1 0 5 1 6 1 4

計 1 5 2 7 0 13 2 10 1 11

出典：(独)日本学術振興会 平成 26 年度事後評価資料（実施報告書）

組織的な若手研究者等海外派遣プログラム

事業実施期
派遣先国・地域（人） 派遣人数

開始日 終了日

平成 22年 2月 1日 平成 25年 1月 31日

韓国（1），中国（1），オーストラリア（1），

イタリア（3），英国（19），オランダ（1），

スイス（2），ドイツ（23），フランス（37），

アメリカ合衆国（6），カナダ（3）

97
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出典：(独)日本学術振興会 研究者海外派遣業務報告書

資料２－１－２－２－③：先進セラミックス研究センター

出典：学内資料

計画２－１－２－３「ライフサイエンスなどとの異分野融合による，新しい学問領

域・価値創造につながる組織的研究を推進する。」に係る状況

【★】

異分野融合による，新しい学問領域等の創成につながる組織的研究を推進した。

具体的には，工学系単科大学である本学では特異な文理融合型で「高齢者の生活空

間を視座とした技術貢献」をミッションとする「コミュニティ創成教育研究センタ

ー」（平成 24 年４月設置）（資料２－１－２－３－①）では，一般市民からの実用

化アイデアを活用し，地域住民と協力して実証研究を行った（資料２－１－２－３

－②）。このように，コミュニティ創成センターでは本学の先端技術を地域高齢社

会の課題解決に役立てている。これについては，大学機関別認証評価で優れた点と

して評価されている。

「オプトバイオテクノロジー研究センター」（平成 25 年８月設置）（資料２－１

－２－３－③）では，「光といのち」研究の世界拠点形成事業を推進し（資料２－

１－２－３－④），光が関わる生命現象を「光生物科学」，「光エネルギー工学」及

び「光医薬工学」の視点から多元的・組織的に解析・解明しつつ，全く新しい学問

領域の創成に取り組んでいる。

公立大学法人名古屋市立大学との間で締結した連携協定（資料２－１－２－３

－⑤）に基づき，平成 20 年度より開始した大学院 GP での実績を活かし，国内初と

なる薬工融合の領域に，共同ナノメディシン科学専攻（共同大学院（博士後期課程）

を平成 25年度に設置した。相互に医工・薬工連携に関する研究者交流を行い，組

織的共同研究を推進した（資料２－１－２－３－⑥）。これについても大学機関別
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認証評価で優れた点として評価されている。

   （達成状況の判定）実施状況が良好である。

   （判断理由）工学と人文社会科学を融合した「コミュニティ創成教育研究センター」

では，高齢者の日常生活や心の尊厳を守る視点に立脚して，地域住民と一体となっ

た技術開発を推進することができた。また，新しい学問領域の創成を目指した「オ

プトバイオテクノロジー研究センター」では，「光といのち」研究の成果が Nature

誌に掲載されている。加えて，薬工融合分野では全国初となる共同ナノメディシン

科学専攻を新設し，薬学とナノ工学を融合した斬新な創薬技術開発等に取り組ん

でいる。これら新たなセンターと新専攻が組織的に推進した研究成果は社会から

も注目され，新聞等で広く掲載されていることから，実施状況が良好であると判断

した。

   【現況調査表に関連する記載のある箇所】

   工学部・工学研究科 観点「研究成果の状況」

   【関連する学部・研究科等、研究業績】

   工学部・工学研究科

業績番号５ ゲノム情報の網羅的計測による疾患関連遺伝子の情報学的探索に

関する研究

業績番号７ 熱中症リスク評価技術の開発と普及啓発への展開

業績番号８ 利他性の認知的基盤についての研究

業績番号 18 無動力歩行支援機 ACSIVE の開発研究

業績番号 19 電波に対する数値ドシメトリ技術と人体安全性評価の研究

業績番号 21 インプラントボディエリア通信の研究

業績番号 29 膜タンパク質の構造と機能に関する研究

業績番号 30 光を使ってイオンを輸送するタンパク質の研究

業績番号 31 新規超原子価ヨードイリド型トリフルオロメチルチオ化試薬の開

発及びその応用

業績番号 32 医農薬開発を指向したトリフルオロメチル化イソキサゾリン類の

不斉合成
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資料２－１－２－３－①：コミュニティ創成教育研究センター

出典：学内資料
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資料２－１－２－３－②：コミュニティ創成教育研究センター取組記事

出典：新聞記事

資料２－１－２－３－③：オプトバイオテクノロジー研究センター

出典：学内資料

この部分は著作権の関係で掲載できません。
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資料２－１－２－３－④：オプトバイオテクノロジー研究センター取組記事

出典：新聞記事

この部分は著作権の関係で掲載できません。

この部分は著作権の関係で掲載できません。
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資料２－１－２－３－⑤：名古屋市立大学との連携・協力の推進に関する基本協定書

出典：基本協定書
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資料２－１－２－３－⑥：名古屋市立大学との連携状況

出典：学内資料
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名古屋市立大学との連携紹介記事等

            出典：新聞記事

この部分は著作権の関係で掲載できません。 この部分は著作権の関係で掲載できません。

この部分は著作権の関係で掲載できません。
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出典：名古屋工業大学公式ホームページ

計画２－１－２－４「もの・情報・エネルギーの革新的な輸送システムの創成に役

立つ，世界最高水準の研究を推進する。」に係る状況

次世代自動車工学教育研究センター（平成 23年設置；「もの」の輸送），国際音

声技術研究所（平成 24年設置；「情報」の輸送），極微デバイス次世代材料研究セ

ンター（平成 27 年改組）及び窒化物半導体マルチビジネス創生センター（平成 25

年設置；「エネルギー」の輸送）等を拠点として，NEDO，CREST，地域イノベーショ

ン戦略支援プログラムやスーパークラスター事業をはじめ，府省等の大型プロジ

ェクトを企業等と密接に連携しつつ精力的に実施した（資料２－１－２－４－①）。

具体的には，地元企業と次世代ハイブリッド車用の界磁モータを開発している

次世代自動車工学教育研究センターでは，脱レアメタル化・小型軽量化に成功する

などその成果は国際的にも高く評価（資料２－１－２－４－②）されており，国際

会議論文の最上位の表彰”First Prize Paper Award”（2010年 6月）を受けた。
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その一方で，地元企業との積極的な連携活動に対し，中部経済産業局から感謝状

（2012年 12月）が贈呈された（資料２－１－２－４－③）。

国際音声技術研究所ではエジンバラ大等と音声認識・合成技術を開発している

（資料２－１－２－４－④）。開発技術の一部は㈱NTT ドコモの携帯電話等に搭載

（平成 23年～）（資料２－１－２－４－⑤）され，会話感覚で携帯電話の全機能を

利用できるようになった。

パワーデバイス半導体に関する基礎研究の成果（極微デバイス次世代材料研究

センター）を実用化に繋ぐ研究開発拠点（窒化物半導体マルチビジネス創生センタ

ー；イノベーション拠点立地支援事業（経済産業省））を構築し，省エネ用パワー

デバイス半導体（Ga/Si）を住友化学㈱等とともに製品化している（資料２－１－

２－４－⑥）。これらの成果に対し，第 13回産学官連携功労者表彰科学技術政策担

当大臣賞（2015 年 8月），第 38回井上春成賞受賞（2013年 7月），平成 22 年度科

学技術分野の文部科学大臣表彰科学技術賞（科学技術振興部門）（2010年 4月）等

を受賞している。

   （達成状況の判定）実施状況が良好である。

   （判断理由）「もの」，「情報」，「エネルギー」の革新的な輸送システムの創成に役立

つ基盤的・実践的研究を推進し，地域イノベーション戦略支援プログラムやスーパ

ークラスター事業をはじめ，府省等の大型プロジェクトや企業との共同研究を精

力的に実施している。これらは，数多くの受賞等から世界トップレベルであること

が裏付けられるとともに，第２期中期目標期間内に実用化・製品化を実現するなど，

計画を上回る成果に繋げている。併せて，社会・産業界が注目し，新聞等でも広く

掲載されていることから，実施状況が良好であると判断した。

   【現況調査表に関連する記載のある箇所】

   工学部・工学研究科 観点「研究成果の状況」

   【関連する学部・研究科等、研究業績】

   工学部・工学研究科

業績番号１ 新しい統計的音声合成方式の研究

業績番号２ 音声技術分野におけるオープンソース戦略による社会貢献

業績番号６ 革新的後処理触媒に関する研究

業績番号 11 非平衡熱力学の発展と衝撃波現象への応用研究

業績番号 13 ２次元剛体球系の融解現象：３つの方法論による大規模数値シミ

ュレーション

業績番号 17 圧縮性流れに対する自乗量法保存形差分スキームの開発研究

業績番号 20 省エネルギー用 Si基板上 GaN系パワー半導体による社会実装

業績番号 23 ニオブ系無鉛圧電セラミックスの研究

業績番号 24 蓄電池材料の計算科学による研究

業績番号 25 ナノ中空シリカ・ポリマーハイブリッド薄膜の超断熱メカニズム

の解明と応用



名古屋工業大学 研究

108

資料２－１－２－４－①：主な研究実施状況

【機関・事業名】文部科学省地域産学官連携科学技術振興事業補助金事業

          地域イノベーション戦略支援プログラム（グローバル型）

【機関・事業名】科学技術振興機構・研究成果展開事業（スーパークラスタープログラム）

研究題目
平成 25年度

予算額(千円)

平成 26年度

予算額(千円)

平成 27年度

予算額(千円)

研究テーマ

GaN/Siベース半導体の確立とその社会実装
6,671 31,200 30,100

研究サブテーマ

量産化に向けた結晶成長技術の開発
5,609 18,256 17,495

研究サブテーマ

デバイスプロセス技術の開発
1,062 11,767 12,384

研究サブテーマ

低消費電力回路技術の開発
- 1,177 221

出典：学内資料

研究題目
平成 22年度

予算額(千円)

平成 23年度

予算額(千円)

平成 24年度

予算額(千円)

【表面機能化による先進ナノ部材の開発】

ナノカーボンの表面および空間構造の制

御と電気エネルギー貯蔵デバイス、蛍光

体への応用

4,000 3,000 4,000

【高効率光・パワーデバイス部材の開発】

次世代自動車用高出力パワーデバイス、

高周波デバイスの開発
97,265 93,545 102,420

計 101,265 96,545 106,420
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資料２－１－２－４－②：「もの」の輸送に関する研究 次世代自動車駆動用高効率・小型

軽量・省脱レアアースモータの研究開発プロジェクト概要及び成果①

情報工学専攻 小坂卓 准教授

経済産業省（METI）や NEDOからの委託研究開発事業，民間との共同研究にて，環境対応車であるハイブ

リッド車（HV），電気自動車(EV)，燃料電池車(FCV)など駆動用モータの研究開発に取り組んでいる。これ

ら省エネルギー輸送機器向けの駆動用モータには，高効率・小型軽量が求められると同時に，ネオジム系

磁石に代表されるレアアース磁石の資源リスクを克服するための省脱レアアース化が求められている。

平成 22～23年度（通算平成 20～23 年度の NEDO プロジェクト）予算額：18,053千円

委託研究開発事業名：「次世代自動車用高性能蓄電システム技術開発／要素技術開発／脱レアアースを

目指す自動車用モータの研究開発／SMC コアを利用したハイブリッド界磁モータの研究開発」

期間研究概要：平成 22 年度では，現行市販ハイブリッド車(LEXUS RX-450h)搭載モータの性能仕様

を従来技術とし，これに対して最終目標である(i)磁石使用量 50%以下，(ii)出力密度 150%化，(iii)総合効率

同等を設計開発目標とし，同等の出力密度を達成するためのハイブリッド界磁モータの設計を実施し，設

計機のコンピュータ上での仮想性能評価により実現可能性を明らかにすることを試みた。結果，磁石使用

量を 53%低減した上で，出力密度の 134%化（目標の 88.7%）の実現可能性を示した。平成 23 年度では，

実車駆動の性能数値目標に適合する平成 22 年度に設計した実スケールハイブリッド界磁モータに対し，そ

の約 1/2.2 サイズの準相似形スケールダウン機の設計試作と試験性能評価を実施した。試作機による実性

能評価試験の目的は，コンピュータ上でのモータ設計ならびに仮想性能評価に用いた 3D-FEA の精度検証

であり，解析精度が十分に高いことの確認をもって，平成 22 年度に設計した実スケールハイブリッド界磁

モータの性能実現可能性（磁石使用量 53%低減，出力密度 4.7kW/kg）を明らかにした。

本研究の成果の一部を以下の国際会議論文として発表し，400 件超の発表

論文の中から最上位３件に与えられる First Prize Paper Award を受賞し

た。また，本研究成果は，平成 24 年５月 15 日の中部経済新聞にて紹介さ

れた。

[1] T. Kosaka, T. Hirose and N. Matsui, “Brushless Synchronous Machines with

Wound-Field Excitation using SMC Core Designed for HEV Drives”, Proc. of the

2010 International Conference on Power Electronics(IPEC), No. 23G2-1,

pp.1794-1800 (2010) (Invited paper)

この部分は著作権の関係で掲載できません。
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資料２－１－２－４－③：「もの」の輸送に関する研究 次世代自動車駆動用高効率・小型

軽量・省脱レアアースモータの研究開発プロジェクト概要及び成果②

平成 24年度（METI）

委託事業名：平成 23 年度第３次補正予算事業戦略的基盤技術高度化支援事業「レアアースレスモータ制

御のためのソフトウェア実装研究開発」（受託先：サニー技研，匠ソリューションズ）

期間研究概要：本研究は，民間との共同研究で開発を進めてきた脱レアアースモータの一候補である巻線

界磁形同期モータを研究シーズに，EV/HV に搭載可能な駆動用レアアースレスモータ対応の制御用コンピ

ュータ向けの組込みソフトウェアの開発に基づき，レアアースレスモータの制御技術を確立し，川下製造

業の市場導入時期を加速させることを目的とした事業である。本モータは従来のレアアースモータと同様，

電子機器に搭載されたコンピュータを使用した制御が必須であるが，従来のレアアースモータよりも，高

度な制御ソフトウェアが必要となる。脱レアアースモータである界磁巻線形同期モータの実用化のために

は，制御ソフトウェアが不可欠であるとともに，国内モータ産業の競争力や海外との差別化のためにも，

本制御ソフトウェアは重要な役割を果たす。本研究開発で扱う新しいタイプの界磁巻線形同期モータは歴

史が浅く，特に EV/HV 駆動用モータとしての制御方法は確立されていないなど課題に対し，川下製造業者

の要求を考慮した界磁巻線形同期モータの導入のための課題克服のための研究成果を収めている。

本研究事業への取り組みは，平成 23年 12月 27日の日刊工業新聞にて紹介された。また，地域企業との次

世代自動車のモータ開発の積極的な推進活動に対し，平成 24年 12月 17日に中部経済産業局より，感謝状

を贈呈された。

平成 24 年～平成 27 年度（平成 24～25 年まで METI，平成 26 年～28 年度は NEDO からの委

託研究事業：通算５年） 予算額：96,338千円

委託研究開発事業名：次世代自動車向け高効率モーター用磁性材料技術開発／次世代モーター・磁性特

性評価技術開発／可変磁力モーターの特徴を最大限に発揮するための普遍的設計技術の研究（平成 24～26

年度），／磁気・電気装荷の最適分配設計法に基づく低損失可変磁力モータの開発（平成 27～28年度）

期間研究概要：本事業開発では，HVや EVなど次世代自動車に搭載される駆動用主機モータとして，界磁

起磁力源として永久磁石と巻線電磁石を併用した可変磁力機構を持つ高出力密度・高効率モータの設計開

発を目的としている。具体的には，可変磁力モータとして，ハイブリッド界磁フラックススイッチングモ

この部分は著作権の関係で掲載できません。 この部分は著作権の関係で掲載できません。
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ータ（Hybrid Excitation Flux Switching Motors，以下，HEFSMと略記），ハイブリッド界磁モータ（Hybrid

Excitation Motors）を研究シーズに，トヨタ自動車製 3代目プリウス駆動モータ(60kW-13,900rpm)の性能

仕様を従来技術として，同一動力性能を実現しつつ，低損失高効率化の実現を設計開発の目標とし

ている。設計試作機の評価試験を行い，その結果，ステータ側に磁石を配置した HEFSM が同一動力性能を

実現しつつ，省エネルギー輸送機器向けの高効率・小型軽量モータとして，3代目プリウス駆動モータの性

能を凌駕する可変磁力モータであることを明らかにしている。実車駆動レベルの研究開発試作モータの写

真を写真①～②に示す。

写真① 研究開発試作 HEFSMの各部品写真

(a)ステーターコア (b)ステーターアッシー      (c)接続側 (d)反接続側

写真② 研究開発試作 HEFSM の試験風景

出典：学内資料
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資料２－１－２－４－④：「情報」の輸送に関する研究 音声認識の研究プロジェクト概

要及び成果（新聞等）

創成シミュレーション工学専攻 徳田恵一 教授

The Seventh Framework Programme for Research and Technological Development(FP7

：H20.3.1～H23.2.28)により構築した国際ネットワークを活用し，JST CREST プロジェク

トに発展させ，国際共同研究を実施している。

 〇研究領域：共生社会に向けた人間調和型情報技術の構築

〇研究課題：コンテンツ生成の循環系を軸とした次世代音声技術基盤の確立

〇研究題目：プロジェクトの全体統括および基盤技術と関連ソフトウェアの整備と高度化

〇研究期間：平成 24年 4月 1日から平成 29年 3月 31日まで

〇予 算 額：176,434千円
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資料２－１－２－４－⑤：音声認識の研究プロジェクト成果（新聞等）

平成 22年度大学等における産学連携等実

施状況について（文部科学省）

産学官連携活動の主な成果事例で紹介され

た。

ＮＴＴドコモの Android OSに「名古屋工

業大学の音声合成技術」が搭載されてい

る。

出典：学内資料

この部分は著作権の関係で掲載できません。

この部分は著作権の関係で掲載できません。
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資料２－１－２－４－⑥：「エネルギー」の輸送に関する研究 Si基板上 GaN系パワー半

導体研究開発プロジェクト概要及び成果（新聞等）

機能工学専攻：江川 孝志 教授

研究概要

Si基板上の GaN層の結晶成長の研究に着手し要素技術を確立し，その後，化合物半導体に関する技術を

有する DOWAエレクトロニクス㈱等を含めたコンソーシアムを形成し，コンカンレントマネジメントによ

る開発体制により世界で初めて「省エネ用 Si基板上 GaN系パワー半導体」の事業化に成功した。

従来の Siを用いたパワー半導体は更なる高効率化・省エネ化には不向きであったが，本技術では，歪超

格子層などの新規な結晶成長技術を用いることで，実用化に成功した。

この技術により，開発された「Si基板上 GaN系パワー半導体」は現在では各国に販売されており，エネ

ルギー変換効率の高いパワー半導体デバイス・モジュールの開発にも採用され，売り上げも着実に伸びて

いる。さらに，この事業を契機として内外の多くの企業で電気自動車や情報家電への応用を目指した周辺

機器の開発・製造も始まり，2020年での推定市場規模(Yole Development予測)は約 2,000億円と新たな

産業の創出にもつながった。

連携の工夫・特長

・江川教授の基礎研究成果を核として、装置‐材料‐デバイス‐システムまでの一貫した共同研究体制

（コンカレントマネージメント）を構築し、研究のスピードアップ化・効率化を図り、大学と企業が連携

して短期間のうちに製品技術まで開発。

・名古屋工業大学では、GaN/Si成長技術を核に、省エネルギー及び低炭素技術を開発し、窒化物半導体

パワーデバイスの実用化・事業化を更に推進するために、「窒化物半導体マルチビジネス創生センター」
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を整備した（平成 25年 8月完成）。このセンターは、パワー半導体分野での国際競争力の強化及び国内半

導体産業の再生を目的としており、経済産業省が実施するイノベーション拠点立地支援事業（「技術の橋

渡し拠点」整備事業※）において採択されたものである。 ※予算額：1,400,000千円

社会（地域を含む）への貢献

省エネ用パワーデバイス半導体の製品化により，二酸化炭素排出削減を削減する技術を実現。

技術への貢献

歪超格子層の新規導入により，大口径 Si基板上への省エネ用 AlGaN/GaNパワーデバイス用半導体が成長

可能となり，世界で初めて Si基板上の高品質 GaN層（GaN/Si）の結晶成長技術を確立，実用化。

市場への貢献

DOWAエレクトロニクス㈱が「Si基板上の AlGaN/GaN HEMTエピ」を平成 22年から販売開始。累計売上実

績 44.4億円。

Si 基板上 GaN系パワー半導体研究開発プロジェクト成果（新聞等）

この部分は著作権の関係で掲載できません。 この部分は著作権の関係で掲載できません。
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出典：学内資料

②優れた点及び改善を要する点等

   (優れた点)１．本学の強みである，材料・化学及び情報科学に関するフロンティア研

究院を設置し，同研究院にＭＩＴ，インペリアル・カレッジ・ロンド

ン等の世界トップレベルの大学から教育研究ユニットとして，計画

を上回る研究者の招聘と国際共同研究を実施することができた。（計

画２－１－２－１）

２．ライフサイエンスなどとの異分野融合による，新しい学問領域・価

値創造につながる組織的研究を推進するため，オプトバイオテクノ

ロジー研究センターを設置し，光が関わる生命現象に関する新たな

研究成果（論文）について，著名な学術雑誌（Nature 誌）に発表し

た。（計画２－１－２－３）

３．工学と人文社会科学を融合させコミュニティ創成教育研究センター

を設置したこと及び名古屋市立大学大学院薬学研究科と共同で共同

ナノメディシン科学専攻（博士後期課程）を設置したことについて，

大学機関別認証評価で優れた点として評価されている。（計画２－１

－２－３）

(改善を要する点) 特になし

  （特色ある点）１．セラミックス分野が築いた国際ネットワークを軸に人材交流・研

究交流を深めつつ，本学の強みである材料・化学及び情報科学の分野

にも拡大させ，研究のグローバル化を一気に加速させた。（計画２－

１－２－２）

この部分は著作権の関係で掲載できません。
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(２)中項目２「研究実施体制等に関する目標」の達成状況分析

①小項目の分析
○小項目１「世界トップレベルの研究を推進し，国際的な工科系研究拠点を形成する

ための研究体制を整備する。」の分析

   関連する中期計画の分析

計画２－２－１－１「大学が重点的に取り組む研究分野を強化するため，特任教授

等を採用する。また，「若手研究者の自立的研究環境整備促進

事業」（科学技術振興調整費）を推進し，新分野を開拓する優

れた若手教員を採用する。」に係る状況

大学が重点的に取り組む研究分野として「化学・材料分野」及び「情報分野」

を位置付けて，この分野には平成 26年度から重点的に計 14名の常勤の教員を雇

用することができた。

また，平成 27 年度に設置した「材料科学フロンティア研究院」及び「情報科

学フロンティア研究院」には，研究水準を向上させるため教授をそれぞれ１名採

用した。加えて，研究ユニット単位で著名な外国人研究者を客員教授等として計

24名を招聘して，国際的な共同研究活動（前掲資料２－１－２－１－④）や，特

別演習の実施などにより教育研究水準の向上に資するとともに，国際的な教育研

究拠点の形成に向けた準備を進めることができた。

平成 21 年度に採択された「若手研究者の自立的研究環境整備促進事業」及び

平成 25 年度に採択された「テニュアトラック普及・定着事業」によりテニュア

トラック教員として採用した計 18名（第２期中期計画・目標期間には 12名）の

うち，10名をテニュア教員とすることができた。（資料２－２－１－１－①）

また，「若手研究者の自立的研究環境整備促進事業」及び「テニュアトラック普

及・定着事業」の両制度が定着したことから，平成 27 年１月より新たに，全て

の新規採用の若手研究者をテニュアトラック教員と位置付け，テニュアトラック

制度を活用した本学独自の体制に発展させることができた。

   （達成状況の判定）実施状況が良好である。

（判断理由）大学が重点的に取り組む研究分野を強化し，国際的な工科系研究拠点

の形成のため，特任教授等を採用することができた。また，「若手研究者の自立的研

究環境整備促進事業」を推進し，新分野を開拓する優れた若手教員を採用すること

ができた。これらのことから，実施状況が良好であると判断した。

資料２－２－１－１－①：テニュアトラック教員採用実績

 平成 22年度 平成 23年度 平成 24年度 平成 25年度

ナノテクノロジー・材料分野 １名 １名 １名 ０名

情報通信分野 ０名 １名 １名 １名

環境分野 １名 １名 １名 １名

ライフサイエンス分野 ０名 １名 １名 ０名

計 ２名 ４名 ４名 ２名

出典：学内資料

計画２－２－１－２「世界最高水準の研究実施体制を構築するため，セラミックス
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基盤工学研究センター及び極微デバイス機能システム研究セ

ンターを，環境調和セラミックス工学研究センター（仮称），

新エネルギー材料工学研究センター（仮称）へと改組する。」

に係る状況

     世界最高水準の研究実施体制を構築するため，平成 24年４月にセラミックス基

盤工学研究センターを「先進セラミックス研究センター」（前掲資料２－１－２－

２－③）に改組し，地域から世界へ発信する国際的・学術的・融合的なセラミック

ス科学の研究を活性化させた。また，平成 25年１月に極微デバイス機能システム

研究センターに関する国際外部評価を実施し，極めて高い評価を得た。この結果を

踏まえて平成 27年４月に極微デバイス機能システム研究センターを「極微デバイ

ス次世代材料研究センター」（資料２－２－１－２－①）に改組し，窒化物半導体

マルチビジネス創生センターと連携して，次世代省エネルギー技術開発に関する，

基礎から実用化に渡る一貫的研究拠点を構築した。さらに，他の分野においても研

究環境の一層の充実を図るため，各種センターを新たに設置することで組織的な

研究実施体制を整備した（資料２－２－１－２－②）。

   （達成状況の判定）実施状況が良好である。

   （判断理由）「極微デバイス次世代材料研究センター」の改組にあたり，窒化物半導

体マルチビジネス創生センターと連携し，次世代省エネルギー技術開発に関する，

基礎から実用化に渡る一貫的研究拠点を構築したことは，産業界からの大きな期

待に応えるものである。さらに，第２期中期目標期間において，次世代自動車工学

教育研究センターをはじめ，新たに７つの教育研究センターを設置し，組織的な研

究を推進したことから，実施状況が良好であると判断した。

   【現況調査表に関連する記載のある箇所】

   工学部・工学研究科 観点「研究成果の状況」

   【関連する学部・研究科等、研究業績】

   工学部・工学研究科

業績番号１ 新しい統計的音声合成方式の研究

業績番号２ 音声技術分野におけるオープンソース戦略による社会貢献

業績番号３ 自動交渉機構に関する理論とその応用に関する研究

業績番号８ 利他性の認知的基盤についての研究

業績番号 20 省エネルギー用 Si基板上 GaN系パワー半導体による社会実装

業績番号 29 膜タンパク質の構造と機能に関する研究

業績番号 30 光を使ってイオンを輸送するタンパク質の研究
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資料２－２－１－２－①：極微デバイス次世代材料研究センター

出典：学内資料
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資料２－２－１－２－②：第２期中期目標期間に新規設置された教育研究センター

センター名称及び概要 設置年月

次世代自動車工学教育研究センター 平成 23年 11月

エネルギー問題及び環境問題を一体的に解決する次世代自動車関連

分野の研究、産業に結び付く次世代自動車技術の確立等を行うととも

に、次世代自動車技術に関わる教育を行うことを目的に設置した。生

産技術分野、動力制御分野、パワーエレクトロニクス分野に渡る研究・

開発を行う。

【研究業績】

●資料２－１－２－４－②：「もの」に関する研究：次世代自動車駆

動用高効率・小型軽量・省脱レアアースモータの研 究開発プロジェ

クト概要及び成果（新聞等） 動力制御分野

●資料２－１－２－４－⑤：「エネルギー」に関する研究：Si基板上

GaN系パワー半導体究開発プロジェクト概要及び成果（新聞等） パ

ワーエレクトロニクス分野

高度防災工学センター 平成 23年 11月

災害を予測・軽減・制御する技術の開発、巨大災害のプロセス、災害

ポテンシャルの評価を通じて世界をリードする防災工学の拠点を形

成します。諸工学に立脚した防災・減災サービスのフレーム構築及び

社会実装を通じて災害に強い地域社会の構築に寄与することを目的

に設置した。

【活動報告】

●資料３－１－３－１－⑤：高度防災工学センターの活動報告

コミュニティ創成教育研究センター 平成 24年４月

世界に先駆けて超高齢社会となった日本ではこれまで以上に科学技

術の貢献が期待されてるがえ、高齢者のケアだけに偏った技術貢献で

は社会の発展が望めません。いま求められているものは、高齢者が持

続的に社会参加できる技術貢献です。それには工学と人文社会科学が

融合することを通じて実現可能となる「高齢者の生活空間を視座とし

た技術貢献」という新しい発想が不可欠。こうした観点から、本学初

の文理融合型センターとして、地域コミュニティを中心に多世代共生

が可能となるような技術のあり方を理念的に追求すると同時に、実際

に現場に出て、フィールドワークを通じて見出される、実践的な日常

技術のあり方を追求することを目的に設置した。

【活動報告】

●２－１－２－３－①：コミュニティ創成教育研究センター

●２－１－２－３－②：コミュニティ創成教育研究センター取組記事

オプトバイオテクノロジー研究センター 平成 25年８月

光を利用した生命現象の研究は、2008 年のノーベル賞につながった

「光観察」に加えて、最近では脳研究に革命をもたらしている

Optogenetics（光遺伝学）など「光操作」技術が大きな注目を集めて

いる萌芽的な学問分野です。光が関わる生命現象を工学として解析す

ることにより、全く新しい産業の創出に貢献することを目指す。

【研究業績】

●２－１－２－３－③：オプトバイオテクノロジー研究センター

●２－１－２－３－③：オプトバイオテクノロジー研究センター取組

記事

窒化物半導体マルチビジネス創生センター 平成 25年９月

世界に先駆けて研究開発を進めてきた「Si 基板上に極薄の GaN 膜を
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成長させる（GaN/Si）結晶成長技術」を核として、装置・材料・デバ

イス等の関連企業と一体となり、現在の Si 半導体の高性能化・高付

加価値化により省エネルギー化を実現でき、既存の国内 Si 半導体製

造ラインを有効活用し、電力需給問題解決の一助となる大電力用パワ

ーデバイスを開発する産学官連携体制を構築。一つ屋根の下型の研究

開発拠点を形成し、当該分野における永続的な実用化研究開発を進め

ている。

【研究業績】

●資料２－２－１－３－①：窒化物半導体マルチビジネス創生センタ

ー

●資料２－２－１－３－③：共同研究（住友化学㈱）の成果状況

●資料２－１－２－４－⑤：「エネルギー」に関する研究：Si基板上

GaN系パワー半導体究開発プロジェクト概要及び成果（新聞等）

グローバル共生情報研究センター 平成 25年 10月

急速なグローバル化により、言語・文化・歴史観・価値観・精神身体

機能等の相違や多様性に起因する様々な社会問題が発生する中、グロ

ーバル社会の様々な歪を取り除き地球規模での共生と持続可能な発

展をもたらす共生情報技術の実現を目指す。

【研究業績】

●資料２－１－２－４－④「情報」に関する研究：音声認識の研究プ

ロジェクト概要及び成果（新聞等） シンビオティック・コミュニケ

ーション研究部門

マルチエネルギーイノベーションセンター 平成 25年 11月

「創エネ」、「蓄エネ」、「省エネ」、「送エネ」の要素技術を集積し有機

的に結合させることで全体を俯瞰するトータルエネルギー創出・利用

システム構築に関する先端的研究を集約的に行うとともに、それによ

ってイノベーションを創出するための国際的に活躍できる人材の育

成を目的に設置した。

【研究業績】

●資料２－１－２－４－⑤：「エネルギー」に関する研究：Si基板上

GaN系パワー半導体究開発プロジェクト概要及び成果（新聞等）

出典：学内資料
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計画２－２－１－３「知的クラスター創成事業，愛知県知の拠点事業，都市エリア

産学官連携促進事業等，大学が組織的に実施した研究成果を受

け継ぐ施設を整備する。」に係る状況【★】

         知的クラスター創成事業等で創出した本学独自の窒化物半導体製造技術を実用

化する拠点として，経済産業省の平成 22年度先端技術・設備整備費等補助金（技

術の橋渡し拠点整備事業）により，「窒化物半導体マルチビジネス創生センター」

を施設整備した（３階建，総面積 2,350ｍ2；平成 25年９月）（資料２－２－１－３

－①）。特別講演会や開所記念式典（資料２－２－１－３－②）では，経団連の代

表等（日本経団連 米倉会長，トヨタ自動車 嵯峨取締役）の基調講演を通じ，本セ

ンターの意義や期待を広く地域社会や産業界へ広報することができた。住友化学

㈱との共同研究では，プロトタイプのエピ結晶製造装置を導入・活用し，窒化物半

導体エピ結晶基板の実用化に直結する良好な成果を得た（資料２－２－１－３－

③）。また，名古屋大学を軸に設立された「GaN 研究コンソーシアム」（資料２－２

－１－３－④）への参画依頼に応え，次世代半導体の実用化を目指す幹事機関とし

て，新規省エネ技術の創成にも積極的に取り組んでいる。

愛知県が「次世代モノづくり技術の創造・発信の拠点」として推進している「知

の拠点」事業では，重点プロジェクト「低環境負荷型次世代ナノ・マイクロ加工技

術の開発」の下，本学教員が，プロジェクトリーダーとして地域大学－企業の個々

の共同研究を統括し，県が整備した「知の拠点先導的中核施設」（平成 23 年度設

置）（資料２－２－１－３－⑤）を積極的に活用して材料加工の要素技術開発を推

進した結果，実用化でき企業に技術移転できるもの６件（本学担当４件），企業に

よる製品化・事業化ができたもの 11件（本学担当２件）を創出し，これらの成果

による地域への経済効果は，216 億円（５年後；平成 32 年度）が見込まれている

（資料：「知の拠点あいち」重点プロジェクト 取組と成果の概要）。

   （達成状況の判定）実施状況が良好である。

   （判断理由）知的クラスター創成事業等で築いた独自の窒化物半導体製造技術を実用

化するとして，ミニプラントタイプの「窒化物半導体マルチビジネス創生センター」

を新設している。同センターでは，大口径の GaN/Si エピ結晶基板の製造に既に成

功している。また，愛知県が新たに整備した「知の拠点先導的中核施設」を共用し，

県の大型プロジェクトを推進してものづくりの加工プロセス短縮化技術等を実用

化している。地域社会や産業界の活性化に広く貢献するこれらの成果は，従来の研

究成果を引き継ぐ適切な施設整備や公的研究施設を能動的に有効活用した結果で

あり，実施状況が良好であると判断した。

   【現況調査表に関連する記載のある箇所】

   工学部・工学研究科 観点「研究成果の状況」

   【関連する学部・研究科等、研究業績】

   工学部・工学研究科

    業績番号 20 省エネルギー用 Si基板上 GaN 系パワー半導体による社会実装
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資料２－２－１－３－①：窒化物半導体マルチビジネス創生センター

出典：学内資料

出典：窒化物半導体マルチビジネス創生センターパンフレット（抜粋）
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資料２－２－１－３－②：窒化物半導体マルチビジネス創生センター整備に係る特別講演

会及び開所式典

名古屋工業大学 特別講演会

講師：米倉 弘昌

(社団法人日本経済団体連合会会長)
題目：日本経済の現状と将来展望

開催日時：平成 23 年 12 月 20 日(火)
 16：00～17：00

開催場所：名古屋工業大学 5111 講義室

参加人数：215 名(企業・行政関係者他)

出典：学内資料
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名古屋工業大学 特別講演会の紹介記事

出典：新聞記事

窒化物半導体マルチビジネス創生センター開所記念式典

 日時及び場所 平成 25 年９月 20 日（金）

 〇開所式・見学会 14 時～    会場：窒化物半導体マルチビジネス創生センター

 〇特別講演会 16 時 30 分～ 会場：51 号館（5111 講義室）

 〇交流会 17 時 30 分～ 会場：窒化物半導体マルチビジネス創生センター

この部分は著作権の関係で掲載できません。 この部分は著作権の関係で掲載できません。

この部分は著作権の関係で掲載できません。
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窒化物半導体マルチビジネス創生センター開所記念式典 特別講演会

講師：嵯峨 宏英

題目：トヨタの環境対応車への取組と

次世代パワーデバイスへの期待

開催日時：平成 25 年９月 20 日(金)
16：30～17：15

開催場所：名古屋工業大学 5111 講義室

参加人数：200 名程度

出典：学内資料
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資料２－２－１－３－③：共同研究（住友化学㈱）の成果状況

出典：新聞記事

この部分は著作権の関係で掲載できません。
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資料２－２－１－３－④：GaN 研究コンソーシアム紹介記事

出典：新聞記事

この部分は著作権の関係で掲載できません。



名古屋工業大学 研究

129

資料２－２－１－３－⑤：愛知県「次世代モノづくり技術の創造・発信の拠点」

出典：国立研究開発法人産業技術総合研究所ホームページ
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出典：愛知県ホームページ

○小項目２「学外機関と連携し，大型研究設備の共同利用を推進する。」の分析

   関連する中期計画の分析

計画２－２－２－１「大型研究設備や高度特殊設備の効果的な活用を図るために，

大学・研究機関等との連携協定に基づく共同利用を推進する。」

に係る状況

         文部科学省の支援を受けた「設備サポートセンター整備事業」の下，大型研究設

備等の効果的な活用を図るため，学内設備の維持・管理を専任とする「設備サポー

ト推進室」を設置（資料２－２－２－１－①）した。また，ナノテクノロジープラ

ットフォーム事業（文部科学省）（資料２－２－２－１－②）と先端研究基盤共用・

プラットフォーム形成事業（文部科学省）（資料２－２－２－１－③）を連動し，

自然科学研究機構等，連携協定締結機関を核として，全国規模での先端設備共同利

用の拡大に取り組むことができた（資料２－２－２－１－④）。さらに，大学連携

研究設備ネットワーク（資料２－２－２－１－⑤），中部イノベーション創出共同

体形成事業（資料２－２－２－１－⑥）へ参加し，近隣の研究機関や企業の研究者

等が本学の設備を利用できるよう整備した。
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   （達成状況の判定）実施状況が良好である。

   （判断理由）「設備サポートセンター整備事業」を推進して大型研究設備等の効果的

活用を支える体制を整備するとともに，協定締結機関と連携したナノテクノロジ

ープラットフォーム事業等を積極的に活用し，先端設備の整備，共同利用の拡大に

加え，全国規模での設備情報ネットワークの整備が進展した。これらの結果，学外

からの設備利用は，平成 22年度の 90件から平成 27 年度の 157件へ，受け入れ金

額にして約３倍に急増したことから，実施状況が良好であると判断した。

資料２－２－２－１－①：設備サポート推進室

出典：名古屋工業大学公式ホームページ



名古屋工業大学 研究

132

資料２－２－２－１－②：ナノテクノロジープラットフォーム事業（文部科学省）

出典：名古屋工業大学公式ホームページ
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資料２－２－２－１－③：先端研究基盤共用・プラットフォーム形成事業（文部科学省）

出典：名古屋工業大学公式ホームページ
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資料２－２－２－１－④：学外者設備利用状況（受託試験受入状況）

   ※大型セ：大型設備基盤センター

    ナノプラ：ナノテクノロジープラットフォーム事業

    共用プラ：先端研究基盤共用・プラットフォーム形成事業

出典：学内資料
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資料２－２－２－１－⑤：大学連携研究設備ネットワーク

出典：大学連携研究設備ネットワークホームページ
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資料２－２－２－１－⑥：中部イノベーション創出共同体形成事業

出典：中部イノベネットホームページ

○小項目３「研究に関する自己評価及び外部評価を行い，研究の質の向上を目指す。」の

分析

   関連する中期計画の分析

計画２－２－３－１「教員の研究に関する自己点検評価結果に加えて学術研究デー

タベースを参考にし，学内研究費を配分する。」に係る状況

         大学のグローバル化の実現及び研究力の強化を目的として，平成 26年度にリサ

ーチ・アドミニストレーション・オフィス（URAオフィス）を設置（資料２－２－
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３－１－①）し，研究開発の経歴を有する有能な３名を雇用している。そのうち２

名は学位取得者である。

同オフィスは，Thomson Reuters 社の InCites（資料２－２－３－１－②）を使

用し，研究論文の被引用回数などに基づく CNCI 値等を指標として各研究者の研究

力を数値化した。加えて，指定研究（学内研究推進経費；1000万円／年）の審査で

は，その数値を参考にするとともに，平成 26年度より個別に申請した研究テーマ

の融合による新領域創成の可能性も採択判定基準に取り入れた。また，指定研究で

は新たな大型資金獲得へ向けた助言を含め，研究企画院において事後評価を行っ

ている（資料２－２－３－１－③）。これら一連の取り組みを反映し，指定研究の

成果をベースとして申請・獲得した外部資金は第２期中期目標期間において総額

約５億３千６百万円（費用対効果＝約 10.7倍）であった。また，本学の研究分野

毎の研究力とその動向についての分析・評価結果を基に，学長のトップダウン人事

として極めて優秀な研究者３名を新規採用し，強みのある研究分野の更なる補強

を実現している。

   （達成状況の判定）実施状況が良好である。

   （判断理由）リサーチ・アドミニストレーション・オフィス（URAオフィス）による

各教員や大学の分野毎の研究力の分析・評価結果をベースとして，戦略的採用人事，

次世代の研究課題の指定や学長裁量経費等の重点配分を行うなど，学内資源配分

の PDCAサイクルを構築していることから，実施状況が良好であると判断した。

   【現況調査表に関連する記載のある箇所】

   工学部・工学研究科 観点「研究活動の状況」
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資料２－２－３－１－①：リサーチ・アドミニストレーション・オフィス（URA オフィス）

出典：学内資料
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資料２－２－３－１－②：評価ツール（Thomson Reuters 社の InCites）

出典：トムソン・ロイターホームページ

資料２－２－３－１－③：指定研究（学内研究推進経費）

出典：学内資料

年度 題目
審査員（研究企画院メンバー等）

による事後評価

平成 22年度
自産・自消エネルギー社会構築に向けた材料/シス

テム創製研究
３段階中の評価の最高「十分」

平成 23年度
ライフ・イノベーションのための介護・リハビ

リ・生活支援技術の研究開発
３段階中の評価の最高「十分」

平成 24年度
次世代トータルエネルギーマネジメントシステム

の構築に関する研究
５点満点中の 4.2点

平成 25年度
ナノ薬工学の創成：化学刺激と機械刺激の連携に

よる新たな生体機能制御法の開発
５点満点中の 4.9点

平成 26年度
産学官連携による商品開発などを対象とした合意

形成メカニズム理論の社会実装
５点満点中の 4.5点

平成 27年度
ビッグデータ科学的アプローチのマテリアルイン

フォマティクスへの応用
評価は平成 28年度に実施予定



名古屋工業大学 研究

140

計画２－２－３－２「研究センターについては，国際評価を実施し，評価結果を研

究活動の活性化と質の向上に反映させる。」に係る状況【★】

     極微デバイス機能システム研究センターについて，平成 25 年１月 16 日に国際

外部評価を実施した。同センターが実用化拠点「窒化物半導体マルチビジネス創成

センター」の創設に繋げたことが高く評価され，６つの評価項目の内５項目で５点

（満点），１項目で４点とする極めて高い評価（資料２－２－３－２－①）を得た。

評価項目毎のコメントやセンターへの要望・提言（資料２－２－３－２－②）を積

極的に取り入れ「極微デバイス次世代材料研究センター」（前掲資料資料２－２－

１－２－①）へと改組し，「窒化物半導体マルチビジネス創成センター」との意義・

役割分担を明確化することができた。

   （達成状況の判定）実施状況が良好である。

   （判断理由）国際外部評価委員会からの要望・提言等に従って改組することにより，

「極微デバイス次世代材料研究センター」での基盤研究と「窒化物半導体マルチビ

ジネス創成センター」での産業化技術との有機的な連携及びコンカレントマネー

ジメントの研究開発を可能にするモデル拠点を構築している。国立大学として極

めて稀な基礎・実用化のツイン研究センターは研究活動の質の向上・開発の迅速化

を可能にしており，我が国の半導体産業の要望・期待に大きく応えていることから，

実施状況が良好であると判断した。

   【現況調査表に関連する記載のある箇所】

   工学部・工学研究科 観点「研究成果の状況」

   【関連する学部・研究科等、研究業績】

   工学部・工学研究科

    業績番号 20 省エネルギー用 Si基板上 GaN 系パワー半導体による社会実装

資料２－２－３－２－①：極微デバイス機能システム研究センター外部評価

外部評価委員

◎平松和政 三重大学大学院工学研究科 電気電子工学専攻・教授

田中 毅 パナソニック株式会社 デバイス社 半導体デバイス開発センター 所長

松原弘文 経済産業省中部経済産業局 地域経済部産業技術課産学官連携推進室

王 鋼  中山大学（中国）・佛山研究院院長・教授

外部評価

書面審査及び実地調査（平成 25 年 1 月 6 日実施）により，これまで得られた研究成果，

将来計画及びセンターへの要望・提言について評価及び提言をいただいた。

項  目 ５段階評価（非常に良い・良い・普通・やや悪い・悪い）

設置目的・研究課題 非常に良い

研究設備 非常に良い

研究活動 非常に良い

産業界との連携 非常に良い

国際交流 良い

将来計画 非常に良い
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出典：名古屋工業大学極微デバイス機能システム研究センター外部報告書

資料２－２－３－２－②：極微デバイス機能システム研究センター外部評価

出典：名古屋工業大学極微デバイス機能システム研究センター外部報告書
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②優れた点及び改善を要する点等

   (優れた点) １．本学の技術（GaN/Si 結晶成長技術）をコアにして，省エネルギー・

低炭素化技術，窒化物パワー半導体の更なる実用化・事業化を推進す

るため，技術の橋渡し拠点である「窒化物半導体マルチビジネス創生

センター」を設置した。（計画２－２－１－３）

２．大型設備基盤センターにより大型研究設備や高度特殊設備の整備

等を行った結果，学外からの設備利用が平成 22 年度の 90 件から平

成 27 年度の 157 件へ，受け入れ金額にして約３倍に急増した。（計

画２－２－２－１）

３．極微デバイス機能システム研究センターの改組に当たり，国際外部

評価を実施し，非常に高い評価を受けた。（計画２－２－３－２）

(改善を要する点) 特になし

   (特色ある点) １．材料からデバイス・応用開発に関する，次世代省エネルギー技術

開発の国際的イノベーション拠点として，「極微デバイス次世代材

料研究センター」と技術の橋渡し拠点である「窒化物半導体マルチ

ビジネス創生センター」を連携させ，基礎から事業化に渡る一貫的

研究を実施する体制を構築した。（計画２－２－１－３）
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(３)中項目３「研究成果の社会への還元に関する目標」の達成状況分析

①小項目の分析
○小項目１「産学官連携センターを軸に自立的・持続的にイノベーションを創出す

る仕組みを構築し，産業の発展に貢献する。」の分析

    関連する中期計画の分析

計画２－３－１－１「産学官連携センターのリエゾン機能を更に強化し，企業等

のニーズに即応する多様な共同研究メニューの作成と流動的

な研究組織の構築に取り組む。」に係る状況

         大型の共同研究として，平成 22年度にスタートしたパートナーラウンドテーブ

ル方式（資料２－３－１－１－①）（企業のトップクラスと本学の異分野の研究者

らが一同に介し，次期開発テーマを多面的に評価し，絞り込んだ複数テーマについ

て一体的に共同研究を推進する制度）に加え，これを一歩進めた企業招致型の『産

学協同研究講座・産学協同研究部門制度』を制定し，平成 27年 11月に「日本ガイ

シ無機分離膜講座」を設置した（資料２－３－１－１－②）。

平成 23年度からは，企業が抱える技術課題等に対する指導・助言の要望に即応

する「学術指導」（資料２－３－１－１－③）を制度化し，受け入れ件数を毎年順

調に伸ばすとともに共同研究に繋げている（資料２－３－１－１－④）。

     また，平成 26年度には，本学，愛知県中小企業診断士協会及びあいち産業振興

機構との覚書の下，地域中小企業の課題解決のプロセスを通じて参加者全員者が

相互に学び合う「三機関協働支援事業（産学官連携共学プログラム）」（資料２－３

－１－１－⑤，⑥，⑦）を開始し，平成 27年度からは文部科学省の支援（特別経

費）の下で運用している。

     産学官連携センターのリエゾン機能向上及び情報発信のため，産業界，行政，金

融界，学界等の組織の壁を越えた新たな産学連携の交流の場として『産学官交流プ

ラザ』（４号館１階）を構築した（資料２－３－１－１－⑧）。また，大学の研究を

紹介するシーズ集「技術の宝庫」を発行するとともに，産学官連携センターのホー

ムページからもシーズを検索・閲覧・印刷できるようにし，広く研究内容を紹介す

る仕組みを整備した（資料２－３－１－１－⑨）。これに関連し，平成 25年度に本

学初の産学官連携事業ＰＲ書籍（幻冬舎新書「伸びる製造業の賢い大学の使い方」）

を発行し，本学と組んで実用化に成功した企業の事例を紹介した（資料２－３－１

－１－⑩）

     これら取り組みの結果として，共同研究については，国立大学では受入件数で 15

位、受入額で 12位であり（資料２－３－１－１－⑪），平成 21 年度から平成 26 年

度の共同研究受入額の伸び率が大きい機関としては３位に位置している（資料２

－３－１－１－⑫）。相手先としては国内民間企業が大多数であり（資料２－３－

１－１－⑬），民間企業との共同研究受入額は同規模の大学中１位（資料２－３－

１－１－⑭），一人当たりの受入額では２位（資料２－３－１－１－⑮）であるな

ど，好調に推移している。

   （達成状況の判定）実施状況が良好である。

   （判断理由）多様な共同研究メニューの創出に努めており「パートナーラウンドテー

ブル方式」，「産学協同研究講座・産学協同研究部門制度」で，大型の共同研究を実

施できている。企業の要望に即応する「学術指導」も堅調に伸びており，これを入

口として共同研究に繋げることができた。これらの取り組みにより，学外機関との

共同研究は順調に伸びている（平成 22年度：214 件→平成 27年度：271件）。
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これらを総括して，実施状況が良好であると判断した。

   【現況調査表に関連する記載のある箇所】

   工学部・工学研究科 観点「研究活動の状況」

資料２－３－１－１－①：パートナーラウンドテーブル
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出典：学内資料

パートナーラウンドテーブル

累計実績

企業数 5社

契約件数 51件

覚書件数 23件

契約金額 4億 6,053万円
この部分は著作権の関係で掲載できません。
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資料２－３－１－１－②：産学協同研究講座・産学協同研究部門

出典：学内資料
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資料２－３－１－１－③：学術指導

出典：学内資料

資料２－３－１－１－④：共同研究

出典：学内資料
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資料２－３－１－１－⑤：三機関協働支援事業覚書

出典：三機関協働支援事業に関する覚書
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資料２－３－１－１－⑥：三機関協働支援事業の取り組みと事例

出典：学内資料
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資料２－３－１－１－⑦：三機関協働支援事業紹介記事

出典：新聞記事

この部分は著作権の関係で掲載できません。
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資料２－３－１－１－⑧：産学官交流プラザ

出典：学内資料
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資料２－３－１－１－⑨：技術の宝庫及び Web版

出典：学内資料

資料２－３－１－１－⑩：産学官連携事業ＰＲ書籍

■ 伸びる製造業の賢い大学の使い方

                     ISBN      9784344952379

                     初版発行日  2014/02/27

                     価格     740 円（税抜）

                     書籍分野   経営者新書

                     発行部数   3,000 部

Amazonランキング製造・加工部門で

ベストセラー１位

【2014年 3月 6日現在】

年度 タイトル シーズ数 サイズ

平成 23年度 技術の宝庫 名古屋工業大学シーズ集 81 A4判

平成 24年度 技術の宝庫 名古屋工業大学シーズ集 2012 105 A4判

平成 25年度 技術の宝庫 名古屋工業大学シーズ集 2013 123 A5判

平成 26年度 技術の宝庫 名古屋工業大学 研究紹介 2014 167 A5判

平成 27年度 技術の宝庫 名古屋工業大学 研究紹介 2015 241 A5判
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出典：名古屋工業大学公式ホームページ

資料２－３－１－１－⑪：86国立大学における本学の位置

区  分 H22 H23 H24 H25 H26

件数順位 16 15 15 16 15

受入額順位 14 13 9 12 12

出典：学内資料（文部科学省「平成 22 年度～平成 26 年度 大学等における産学連携実施状

況調査」に基づく）

資料２－３－１－１－⑫：共同研究の平成 21 年度から平成 26 年度において受入額の平均

伸び率が大きい機関

出典：文部科学省（平成 26年度 大学等における産学連携等実施状況調査）
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資料２－３－１－１－⑬：工学部・工学研究科全体の共同研究の受入状況の推移

（単位：円）

区  分 H22 H23 H24 H25 H26 H27

国内民間企業 388,976,900 490,260,329 860,837,573 544,623,799 524,376,003 586,519,677

公益法人等 40,927,928 50,977,194 33,552,681 57,535,820 83,441,570 62,635,966

地方公共団体 0 0 0 0 0 0

その他 8,572,136 10,115,800 63,289,691 54,369,398 46,677,000 31,794,000

合計金額 438,476,964 551,353,323 957,679,945 656,529,017 654,494,573 680,949,643

件数 214 237 238 238 250 271

出典：学内資料
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資料２－３－１－１－⑭：平成 26年度民間企業との共同研究費受入額ランキング（研究

者 300名以上～500名未満の機関計 42機関）

出典：文部科学省（平成 26年度 大学等における産学連携等実施状況調査）
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資料２－３－１－１－⑮：平成 26年度民間企業との 1人当たりの共同研究費受入額

             （千円）

出典：文部科学省（平成 26年度 大学等における産学連携等実施状況調査）
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②優れた点及び改善を要する点等

   （優れた点）１．企業等との大型の共同研究として受け入れる「パートナーラウンド

テーブル方式」（平成 22 年度）や共同研究に繋ぐ「学術指導制度」

（平成 23年度）を策定するとともに，情報発信機能を強化し，共同

研究の件数・金額を増加させた。（計画２－３－１－１）

(改善を要する点) 特になし

   (特色ある点)１．イノベーションハブ機能を一層強化するため，企業招致型の「産学

協同研究講座・産学協同研究部門制度」（平成 27年度）を構築した。

（計画２－３－１－１）

         ２．地域の中小企業の課題解決の取組支援及び事業に関わる全ての者

が相互に学びあうことによる人材育成として，「三機関協働支援事業

（産学官連携共学プログラム）」（平成 26年度～）を実施した。（計画

２－３－１－１）
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３ その他の目標(大項目)

(１)中項目１「社会との連携や社会貢献に関する目標」の達成状況分析

①小項目の分析
○小項目１「次代を担う青少年の科学技術教育に貢献する。」の分析

   関連する中期計画の分析

計画３－１－１－１「創造工学教育推進センターを設置し産学連携教育推進部門を

置き，産学の課題学習の支援，産学協働による教材作成支援等

を行う。」に係る状況

平成 26 年 10 月に設置した創造工学教育推進センターの産学連携教育推進部門に

て，産学の課題学習の支援及び企業と連携した産学協働による教育のための教材作

成を行った。特に，これまでに企業と連携して実施した実践教育の記録を分析し，

連携教育の形式や効果的な事前学習の方法をまとめ，平成 28 年度からの新課程にお

ける連携教育のための学生向け学習案内教材の作成を進めた。また，平成 28年度か

らの新教育課程の工学デザイン科目「実践問題解決」で使用する教材を作成し，こ

れを使用した試行授業を実施し，ブラッシュアップを行った（資料３－１－１－１

－①，②）。

   （実施状況の判定）実施状況がおおむね良好である。

   （判断理由）産学での課題学習のための教材と，学習のための学生向け案内が作成さ

れ，これらを利用した授業試行等の準備が進行しており，実施状況がおおむね良好

であると判断した。

資料３－１－１－１－①：【創造工学教育課程】専門教育科目（工学デザイン科目）

区

分
授業科目名 種別

単位数

（○印

は

必修）

毎週授業時間数

備

考

１年次 ２年次 ３年次 ４年次

前
期

後
期

前
期

後
期

前
期

後
期

前
期

後
期

工

学

デ

ザ

イ

ン

科

目

創造工学概論 演習 ① 2

クリティカルシンキング 演習 ① 2

創造方法論 講義 ②  2

システム理論 講義 ②   2

実践問題解決 演習 1   2

デザイン理論 講義 ②    2

イノベーション論 講義 ②     2

ＰＢＬ演習 演習 ②      4

研究室ローテーションⅠ 演習 ①  2

研究室ローテーションⅡ 演習 ①   2

研究室ローテーションⅢ 演習 ①    2

研究室ローテーションⅣ 演習 ①     2
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創造工学研究１ 演習 ②      4

創造工学研究２ 演習 ②       4

創造工学研究３ 演習 ②        4

計 ○22１ 4 4 6 4 4 8 4 4

出典：平成 28 年４月１日施行名古屋工業大学大学院教育課程履修規程

資料３－１－１－１－②：「実践問題解決」試行授業 (スケジュール，授業内容 等)

「実践問題解決」試行授業 教材(第 1回)

出典：学内資料

⽇付 回 項  ⽬
①11/19(⽊) 第１回 問題解決って何？

②12/10(⽊) 第２回
問題解決ステップを使ってみよう
（ジグゾーパズル）

③12/24(⽊) 第３回 Step１ 問題の明確化①

④1/7(⽊) 第４回
Step１ 問題の明確化②

（コミュニケーションスキル）

⑤1/14(⽊) 第５回 Step２ 攻め所の特定①

⑥1/21(⽊) 第６回
Step２ 攻め所の特定②

Step３ 目標設定

⑦1/28(⽊) 第７回 Step４ 要因解析①

⑧2/4(⽊) 第８回 Step４ 要因解析②

⑨2/10(⽔) 第９回 Step５ 対策立案①

⑩2/18(⽊) 第１０回
Step５ 対策立案②

Step６ 対策実行

⑪2/24(⽔) 第１１回 Step７ 結果と取組み過程の評価

⑫3/3(⽊)
第１２回

(第１３回)

Step８ 標準化と横展
問題解決ステップのまとめ

（ﾄﾗｲｱﾙは合体開催）

実践問題解決 第１回 問題解決って何？

〔トレーニングシート１－①〕

「貯⾦をためたいんだけど」を周りの⼈に聞いてみる

相⼿ 回答 第２回授業
時使⽤欄

※次回授業には原本に加え、コピーを１部持参

実践問題解決 第１回 問題解決って何？

〔トレーニングシート１－②〕

問題解決ができる⼈になれた時のメリット・
なれなかった時のデメリット

問題解決ができる⼈に
なれた時のメリット

問題解決ができる⼈になれ
なかった時のデメリット

※次回授業には原本に加え、コピーを１部持参
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計画３－１－１－２「36-2.小中高生を対象とした出張授業，体験入学，ものづくり

技術講習会等の事業を充実し，初等中等レベルにおける科学技

術教育に貢献する。」に係る状況

小中高生を対象とした出張授業，公開講座，SSH事業の講師等を，毎年実施して

いる（資料３－１－１－２－①，②－１～③）。さらに，公開講座の一例として，

平成 25年度から JAXA との共催で，子供向け科学体験実験講座を年３回開催し，募

集定員を上回る参加希望者があり好評を得ている。

愛知県教育委員会からの受託事業「知の探究講座」においては，県教委からは原

則８回の開催が求められているが，本学では回数を増やし，単に工学的内容にとど

まらず，プレゼンテーション，技術者倫理，情報活用能力についての講義も行って

いる（資料３－１－１－２－④）。最終回の受講生からの発表では，理科離れが言

われる中で，独創的かつ質の高い発想を持った高校生からの発言を導き出すなど，

本学も初等中等レベルにおける科学技術教育に貢献している。

（実施状況の判定）実施状況が良好である。

（判断理由）実施状況に記載のとおり小中高生を対象とした取組を経常的に数多く

実施しており，実施状況が良好であると判断した。

【現況調査表に関連する記載のある箇所】

工学部 観点「教育内容・方法」

資料３－１－１－２－①：出張授業等件数

年度 出張授業 大学見学 進学説明会

H22 81 31 50

H23 96 22 47

H24 114 29 52

H25 120 29 62

H26 98 21 51

H27 87 25 52

出典：学内資料

資料３－１－１－２－②－１：公開講座「ものづくりに挑戦！」参加者数

H22 H23 H24 H25 H26 H27

95名 107 名 121名 116名 113名 98 名

出典：学内資料

資料３－１－１－２－②－２：公開講座（小中高対象講座）講座数及び参加者数

H22 H23 H24 H25 H26 H27

12講座 12 講座 10講座 16講座 17 講座 18講座

292名 294 名 274名 404名 441 名 601名

出典：学内資料
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資料３－１－１－２－③：スーパーサイエンスハイスクール（ＳＳＨ）連携事業

H22 H23 H24 H25 H26 H27

３校 ２校 ２校 １校 １校 ２校

５講座 ３講座 ５講座 ４講座 ６講座 ６講座

出典：学内資料

資料３－１－１－２－④：知の探究講座

概要

県内の高校生に，先進的な理数教育を受ける機会を与え，科

学技術創造立国を目指す我が国を支える優れた人材を育成する

とともに，キャリア教育の視点から，自己の立場に応じた様々

な役割を果たし，自立できる力の育成を図るための講座。

愛知県内国公私立大学６校で開催。テーマ及び講義内容は，

各大学に委ねられ，原則８回の開催が求められている。

テーマ 未来を創るマテリアル科学と工学技術

参加人数(人) H22:22，H23:20，H24:24，H25:32，H26:30，H27:32

出典：学内資料

○小項目２「社会人のニーズに即した生涯教育に貢献する。」の分析

関連する中期計画の分析

計画３－１－２－１「社会人を対象とした公開講座やセミナーなどを積極的に開催

するとともに，社会人のニーズに適応した教育プログラムを開

発する。」に係る状況

社会人技術者に対する技術の修得と新規就職・転職などキャリアアップを促すこ

とを目的とし，毎年２回（春期・秋期）３D-CAD 設計技術者育成講座を開催している

（資料３－１－２－１－①）。さらに，当該講座と本学学部授業２科目（ものづくり

デザインと材料力学）を修得させる履修証明プログラムとしても実施している。ま

た，このプログラムは文部科学省より，大学における社会人や企業のニーズに応じ

た実践的・専門的なプログラム「職業実践力育成プログラム（BP）」に認定されてい

る。

製造現場におけるリーダー養成を目的として，地域の中堅・中小企業の技術者を

対象に「工場長養成塾」を引き続き実施した（資料３－１－２－１－②）。また，平

成 24年度には「工場長養成塾ハンドブック」について中国国内での出版を実施した

ほか，福島県からの要請により，「ふくしま工場長育成道場」の実施に協力した。

社会人のニーズを把握するため，本学の全学同窓会組織である「一般社団法人名

古屋工業会」と連携を図り，毎年，時事に適したテーマの中から地域が求めるもの

を全学体制の公開講座として実施している（資料３－１－２－１－③）。

（実施状況の判定）実施状況が良好である。

（判断理由）実施状況に記載のとおり社会人を対象とした取組を経常的に実施して

おり，３D-CAD のプログラムは文部科学省より「職業実践力育成プログラム」に認

定されるなど，実施状況が良好であると判断した。

【現況調査表に関連する記載のある箇所】

工学研究科 観点「教育内容・方法」
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資料３－１－２－１－①：３D-CAD 設計技術者育成講座実施実績

区分 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27

総受講者数 58 名 51 名 41 名 39 名 41 名 26 名

     ※平成 19 年度「社会人の学び直しニーズ対応教育推進プログラム（文部科学省）」

に採択され，平成 22年度から本学事業として自立化をしている。

出典：学内資料

資料３－１－２－１－②：工場長養成塾実施実績

区分 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27

受講者数 32 名 24 名 24名 28 名 27 名 28名

※平成 17，18 年度「産学連携製造中核人材育成事業（経済産業省）」に採択さ

れ、平成 19年度から本学事業として自立している。

出典：学内資料

資料３－１－２－１－③：公開講座（社会人を対象とした講座数）講座数及び参加者数

H22 H23 H24 H25 H26 H27

12講座 14講座 9 講座 11 講座 12講座 15講座

156名 318 名 230名 247名 282 名 410名

出典：学内資料

○小項目３「国内外の社会のニーズに即した事業に参画・協力する。」の分析

   関連する中期計画の分析

計画３－１－３－１「国際標準化機構(ＩＳＯ)が実施している国際標準規格化事業

や，国際協力機構(ＪＩＣＡ)が実施している国際技術協力事業

等に，積極的に参加・協力する。また，地域社会においては，

災害や環境の問題の解決に向けて貢献する。」に係る状況

国際無線障害特別委員会（CISPR）の標準化事業や国際標準化機構第 69 技術委員

会に本学教員が参画し，企画・立案に積極的に関与した（資料３－１－３－１－①，

②）。また，JICAが実施する「未来への架け橋・中核人材育成プロジェクト（PEACE）」

や「アフリカの若者のための産業人材育成イニシアティブ（ABE イニシアティブ）」

により留学生を受け入れた。さらに「草の根技術協力事業（草の根パートナー型）」

に参画しフィリピンにおける防災能力向上プロジェクトを実施した（資料３－１－

３－１－③）。なお，平成 27 年度にはマレーシアにおける国際協力の推進の功績に

より，日本・マレーシア国際工科院（MJIIT）コンソーシアム参加大学として外務大

臣表彰を得た。

東海３県における国立大学が連携し，国立大学協会の支援を受けて，公共機関，

自治体，一般市民等を対象とした防災・日本再生シンポジウムを開催した（資料３

－１－３－１－④）。平成 23 年度に高度防災工学センターを設置し，フォーラム等

を毎年開催した（資料３－１－３－１－⑤）。同年度には内閣府所掌の検討会にリス

クマネジメントセンター防災安全部門長が委員として参画した。さらに，中部圏の

企業関係者を対象とした事業継続マネジメントに関する経営トップセミナーを産業

戦略工学専攻主催により実施し，東日本大震災後の BCP策定・運用促進を図った。

   （実施状況の判定）実施状況が良好である。
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   （判断理由）国際標準規格化事業やＪＩＣＡの事業に本学が関わることで，さらに高

度防災センターを設置し，フォーラム等を毎年開催するなど，種々の面で大学の研

究を社会のニーズに還元していることから，実施状況が良好であると判断する。

資料３－１－３－１－①：国際標準規格化事業

年 度 事       項

平成２３年度 本学教授を主査として総務省の下、局所吸収指針委員会と統合した「電

波利用環境委員会」が新しく設立され、CISPR の諸規格と比吸収率測

定法並びに局所吸収指針の在り方に関する答申、CISPR の国内および

国際規格化に関する企画・立案に積極的に関与した。

平成２４年度 国際標準化機構第６９技術委員会（ISO/T69）に本学教員が参画し、統

計的手法の適用に関する標準化事業の企画・立案に積極的に関与した。

本学教員が ISO 社会セキュリティ専門委員会（TC223）の国際議長と

して中心的役割を果たしていた事業継続マネジメントシステム

(BCMS）が平成２４年５月１６日に国際標準化機構において国際規格

（IS）ISO22301（事業継続マネジメントシステム）として発行された。

出典：学内資料

資料３－１－３－１－②：JICA 事業による学生受け入れ

事  業  名 学生受け入れ数

未来への架け橋・中核人材育成プロジェク

ト（PEACE）

４名

アフリカの若者のための産業人材育成イニ

シアティブ（ABE イニシアティブ）

２名（平成２７年度受け入れ開始）

出典：学内資料

資料３－１－３－１－③：JICA 草の根技術協力事業活動報告

フィリピンボホール州トゥビゴン市における予防/準備/対応/復旧に関する防災能力向上プ

ロジェクト（平成２６年度開始）

年 度 事       項

平成 26年度 2 つのバランガイでプロック住民防災団をプロックごとに結成した

BDRRM、プロック住民防災団、住民との SMS を用いた連絡網を構築

した

地域とバランガイに関する活動を広報物にて住民と共有した(紙媒体、

Web)
住民から BDRRM へのニーズ、要望、質問をアンケート調査で調査し

た

対象バランガイの地形模型を作成した

平成 27年度

9月にトゥビゴン市行政から４名、ボホール州立大学から 2名の参加者

を国内招聘し、一週間の防災に関する研修プログラムを終えた。内容と

しては、①名古屋港湾技術事務所を訪問し、日本の防波堤/防潮堤の知

識を学ぶ、②小学校の防災訓練に参加し、民間防災訓練を経験する、③

名古屋市港防災センターを訪問し、伊勢湾台風など日本の自然災害の体

験談/起震車の体験を行う、④名古屋市役所を訪問し、防災危機管理局

/上下水道局/緑政土木局の方々の講義を受け、日本の防災体制を学ぶ、

⑤名古屋工業大学を訪問し、構造実験/河川実験など講義を受ける

1 月に BISU の教授の方などをお招きし、日本の防災の技術や事例に触

れていただいた。
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7 月のワークショップでは本学から、野口好夫客員教授と、井戸田秀樹

教授を派遣し、2日間現地にてワークショップを開催した。野口好夫客

員教授は住民向けの防災マニュアルなど、井戸田秀樹教授は防災に対す

る建築構造などの講義を行った。

10 月のワークショップでは本学から、まずボホール大震災 2 周年祈年

の際に喜岡渉教授を派遣し BISU にて特別講義を開催した。喜岡渉教授

は海岸/河川に対する防災の知識の講義を行った。また 10月末には冨永

晃宏教授、北野利一准教授を派遣し、2日間現地にてワークショップを

開催した。冨永晃宏教授は河川に関する防災や水害のシミュレーション

など、北野利一准教授は海岸/津波に関する防災や災害の確率論などの

講義を行った。

12月のワークショップでは本学から、秀島栄三教授と前田健一教授、檜

尾正也特任准教授を派遣し、2日間現地にてワークショップを開催した。

秀島栄三教授は震災時のタイムラインや DIG など住民主体の防災に関

する講義、前田健一教授は地盤に関する防災や地滑り/液状化の仕組み

などの講義、檜尾正也特任准教授は本学高度防災工学センターの体制に

関する講義を行った。

恵那を拠点に防災活動を行っている岩井慶次様を派遣し、1月に対象地

域の住民の方々と一緒にハザードマップの作成をするワークショップ

を行った。

3月に現地補佐員が、対象地域において住民レベルでのハザードマップ

を作成するワークショップを行った。

出典：学内資料
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資料３－１－３－１－④：防災・日本再生シンポジウム

出典：防災・日本再生シンポジウムパンフレット
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出典：学内資料

資料３－１－３－１－⑤：高度防災工学センター活動報告

http://adpec.web.nitech.ac.jp/?cat=3
出典：名古屋工業大学公式ホームページ

平成２３年度

年月日 名      称

2012年 1月 18日 高度防災工学センター発足記念シンポジウム

平成２４年度

年月日 名      称

2012年 8月 25日 平成 23 年台風 15 号発生時の帰宅交通困難実態に関する調査結

果

2012年 10月 28日 シンポジウム「巨大自然災害に立ち向かうための土木工学・建

築学の取組」

2013年 1月 11日 「大規模災害時における鶴舞公園の運用に関する災害図上演習

報告会」

2013年 2月 6日 沿岸域の防災・減災に関するシンポジウム「ねばり強い沿岸域を

目指して，沿岸域の設計・技術の課題と考えるべきこと」

2013年 3月 11日 文部科学省 東日本大震災復興支援イベント 「教育・研究機関と

してできること、そしてこれから」

平成２５年度

(1) フォーラム，シンポジウム

年月日 名 称 会 場 参加人数

内   容

H25.10.13 防災・日本再生シンポジウム

「災害に学ぶ・災害を学ぶ」

吹上ホール 161

人
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(2) 共催・後援

年月日 名 称 会  場 参加人数 内  容

H25.3.21 ボランティア交流会レスキュ

ーストックヤード

主催：特定非営利活動法人レ

スキューストックヤー

ド

講堂 2F会議室 70 人 災害ボランティアの

交流と誘い

H25.8.2 木造住宅耐震改修工法講習会

主催：高知県

共催：高知市,耐震改修工法普

及研究会

高知市文化プラザかる

ぽーと 2F小ホール

160人 耐震改修の合理的で

低コストの工法，補強

計画を作成するため

の技術の習得

平成２６年度

センターの活動報告

 (1) 主催イベント

コーディネータ                 名古屋工業大学教授

秀島 栄三

パネリスト

1. 近所の道、安全ですか？            岐阜大学教授

高木 朗義

2. 地域を知り，防災を考える           静岡大学教授

牛山 素行

3. 「学校・家庭・地域」が連携した「防災学習」

～合言葉は「命・支え合い・自ら動く」～

名古屋大学防災教育スーパーバイザー 近藤 ひろ子

4. 建物の地震の揺れと被害の見える化による自助努力支援

豊橋技術科学大学教授 齊藤 大樹

5. 震災復興まちづくりの事前準備へ -過去と東北の復興事例を踏

まえて-

三重大学准教授 浅野 聡

6. 木造住宅耐震化の取組 名古屋工業大学教授 井戸田 秀樹

年月日 名 称 会 場 参加人数

内   容

H26.12.2-

7

都市交通・防災計画に関するワーク

ショップおよび視察調査
ニューヨーク 12人
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[ワークショップおよび視察内容]

ニューヨーク市の都市交通および防災計画に関する最新の事例を収集

すること，およびアメリカの研究者との交流を目的として，ニューヨー

ク市防災施設の視察とワークショップを行った。防災施設視察は，NY

市の防災管理センター（Emergency Operations Center，ブルックリ

ン）にて行われた。3名のディレクターから，施設の紹介および災害時

の対応手法に関する説明を受けた。

ワークショップは，ニューヨーク市立大学シティカレッジ土木工学科

の会議室にて行われた。アメリカ側の参加者は，ニューヨーク市立大学

クイーンズカレッジ教授，シティカレッジ教授・博士課程学生，スティ

ーブンス工科大学教授などであった。日本側からは 3件，アメリカ側か

らは 1件の研究事例が紹介され，活発な議論が展開された。

H26.12.8 文部科学省委託事業 数学協働プログ

ラム

「甚大災害の外力想定に必要となる

極値統計解析法の背景と活用」

京都大学 防災研究所

宇治おうばくプラザ・

きはだホール

110

人

[主旨]

巨大な自然外力の確率情報は，社会基盤を整備する合意形成に不可欠であ

る。1960年代から工学に確率概念が本格的に導入されると，洪水を引き起こ

す降雨量だけでなく，建築学における強風，海岸工学における高波および高

潮潮位などにも極値統計の対象が広がってきた。さらに，近年に注目される

気候変動に伴い，より一層に巨大化する来襲外力によるリスクについて，社

会的な関心は高まっている。しかし，技術者の理解不足や極値統計理論の体

系が十分に整備されていない現状があり，自然災害のリスクから社会基盤を

守る立場で応用を考える際に必要な概念が，極値統計理論に不足していると

考えられる。したがって，まだ開発すべき余地が多く残されている極値理論

を，理論を構築する立場の問題意識と構築された理論をもとに活用する立場

の要望を明らかにしながら検討を行う。

[プログラム]

10:00-12:30

 ・趣旨説明および司会（代表者 北野利一）

 ・水文学視点からの極値統計解析 - 導入時からこれまでの歴史

京都大学 防災研究所 教授 宝 馨

 ・極値統計理論と極値統計解析法（技術者向けの講義）

神戸大学大学院 海事科学研究科 名誉教授 兼任

統計数理研究所 リスク解析戦略研究センター 客員

教授 高橋倫也
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 ・極値分布の確率論的な基礎知識（技術者向けの講義）

統計数理研究所 リスク解析戦略研究センター 助教

志村隆彰

13:30-15:30

 ・極値解析が用いられる事例紹介（１）：強風災害（建築学）

京都大学 防災研究所 准教授 西嶋一欽

 ・極値解析が用いられる事例紹介（２）：豪雨災害（河川工学）

京都大学 防災研究所 教授 田中茂信

 ・極値解析が用いられる事例紹介（３）：降水量の空間統計

三重大学大学院 生物資源学研究科 教授 葛葉泰久

 ・極値解析が用いられる事例紹介（４）：防波堤設計の考え方

港湾空港技術研究所 海洋研究領域長 下迫 健一郎

15:40-17:00

 ・リスク情報に基づいた公共事業における意思決定とその展望

京都大学 防災研究所 教授 多々納 裕一

 ・極値解析の使用上の誤解，極値理論に対する心得違い

名古屋工業大学 高度防災工学センター 准教授 兼

任

統計数理研究所 リスク解析戦略研究センター 客員

准教授 北野利一

 ・全体を通した質疑応答：“ 極値統計解析を用いて，いまできること

と，これからできるようにすること”

 ・閉会の辞

H26.12.13 地域自律型広域避難場所のあり

方検討プロジェクト２０１４
鶴舞公園

 [主旨]

大型公園は，災害時の一時避難場所に指定され，大規模災害時にはほぼ間違

いなく多くの人が色々な方面から集まってくるが， これに対応する計画が

十分に確立されていない。避難所，備蓄倉庫等については(法定)地域防災計

画に記載されているが，十分ではない。そこで，本プロジェクトでは大規模

災害時の鶴舞公園を事例として，関係する組織、団体の参加により大規模災

害時の大型公園との関わりを共通のテーブルで議論し、実地演習も併せて行

うことにより、鶴舞公園が大規模災害時に自律するための課題と問題点を抽

出し、関係者の役割確認と今後のあり方について提案を行う。

[プログラム]

11:00-12:00
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(2) 共催イベント

年月日 名 称 会  場 参加人数 内  容

H26.6.24 木造住宅耐震改修工法講習

会(耐震リフォーム達人塾)

主催：兵庫県

共催：耐震改修工法普及研究

会

兵庫県庁西蒲大会議室 300人 耐震改修の合理的で

低コストの工法，補

強計画を作成するた

めの技術の習得

H26.9.5 既存木造耐震改修工法講習

会(耐震リフォーム達人塾)

主催：熊本県，熊本県建築物

安全安心推進協議会

共催：高知市,一般財団法人

熊本県建築住宅セン

ター

熊本県庁本館地下大会

議室

300人 耐震改修の合理的で

低コストの工法，補

強計画を作成するた

めの技術の習得

H26.10.2 土木学会応用力学委員会中

部地区フォーラム「地震・津

波災害へ備えるために ～応

名城大学名駅サテライ

ト 多目的室

70人 中部地方に迫りくる

南海トラフ巨大地震

の想定に深く関わっ

・会場準備

12:00-13:00

・応急給水施設からの給水（名古屋市上下水道局瑞穂営業所）

・災害時にも役立つキッチンカー(3台)の食事（ 500 円）販売兼デモン

ストレーション

13:00-14:00

・公園と周辺を歩く 公園と周辺の防災機能の確認，

14:00-15:00

・非常時電源となる自動車・バイクのデモンストレーション

15:00-17:00

・緑化センター会議室にて検討会

検討課題：発災後，鶴舞公園に 2000 人規模の滞留者が発生し，100

人程度が野宿

を余儀なくされる状態を想定し， 問題点を抽出する。この場合の

各組織・団体の役割を確認する。

司会進行： 高度防災工学センター野口、秀島

総括まとめ役： 一般社団法人インフラ研代表理事 村瀬

17:00-19:00

・テントで夜食＆ PHV の活用実験：PHV による炊出し 夜食供給能力評価
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用力学からのアプローチ，解

析現状と精度」

主催：土木学会応用力学委員

会

共催：名城大学自然災害リス

ク軽減研究センター

ている地震および津

波の解析技術，それ

らを分かりやすく伝

える手段としての可

視化・可聴化技術に

関する勉強会

H26.11.30 防災フェスタ 2014 in 昭和

主催：なごや災害ボランティ

ア連絡会

共催：昭和区役所,昭和消防

局,昭和警察署，昭和

区社会福祉協議会，名

古屋大学減災連携研

究センター

協力：昭和区安心・安全で快

適なまちづくり推進

協議会

昭和区役所 2 階講堂

他

 昭和区の防災力向上

を目指し、市内全域

の NPO，ボランティア

団体が防災に関する

体験コーナーや相談

コーナーを設ける

H26.12.13 木造住宅耐震改修工法講習

会(耐震リフォーム達人塾)

主催：宮崎県，宮崎県建築連

絡協議会

共催：一般財団法人宮崎県建

築住宅センター

宮崎市民プラザ 4 階ギ

ャラリー

150人 耐震改修の合理的で

低コストの工法，補

強計画を作成するた

めの技術の習得

H26.12.20 木造住宅耐震改修工法講習

会(耐震リフォーム達人塾)

主催：高知県

高新文化ホール 180 人 耐震改修の合理的で

低コストの工法，補

強計画を作成するた

めの技術の習得

H27.2.24 木造住宅耐震改修工法講習

会(耐震リフォーム達人塾)

主催：香川県

共催：耐震改修工法普及研究

会

香川県立文書館 2 階視

聴覚ホール

80人 耐震改修の合理的で

低コストの工法，補

強計画を作成するた

めの技術の習得

平成２７年度

年月日 名      称

H28.3.30-31 木造住宅耐震補強工法公開実験

出典：学内資料
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②優れた点及び改善を要する点等
(優れた点) 特になし

(改善を要する点) 特になし

(特色ある点)  １.災害対策

東日本大震災発生を受け，東海３県の国立大学が連携し，

国立大学協会の支援を受けて，公共機関，自治体，一般市民

等を対象とした防災・日本再生シンポジウムを開催した。さ

らに，平成 23 年度には高度防災センターを設置し，フォー

ラム等を毎年開催するなど，災害対策を推進した。

(２)中項目２「地域の教育・研究機関との連携・支援に関する目標」の達成
状況分析

①小項目の分析
○小項目１「地域の教育・研究機関との連携・支援を推進する。」の分析

関連する中期計画の分析

計画３－２－１－１「本学と名古屋市立大学との大学交流を軸に教育研究分野の地

域連携を推進する。」に係る状況【★】

名古屋市立大学との連携については，法人化以前から研究科・専攻のレベルで単

位互換協定等を締結していたが，平成 19年度に大学間で「連携・協力の推進に関

する基本協定」を締結した。それ以来，以下の緊密な連携を続けている。

教育分野の連携では，まず，平成 25 年度に設置した共同大学院（博士後期課程）

が挙げられる。平成 20年度に採択された大学院 GP「薬工融合型ナノメディシン創

薬研究者の育成」を発展的に継続させ，薬工両面に精通した双頭俯瞰型の技術者・

研究者の育成をするものである。双方の教員が授業を担当し，一部必修科目につい

ては，他大学教員の科目のみ受講を可能とするなど，融合型人材を育成する教育課

程となっている（資料３－２－１－１－①－１，２）。これらについては，大学機

関別認証評価で優れた点として評価されている。

次に挙げられるものは，平成 25 年度に開始した名古屋市立大学（医学，薬学，

看護学）を代表校として本学（工学）と名古屋学院大学（リハビリテーション）の

３大学での共同事業である。これは，高齢化率が高まり，また，独居世帯が増加し

ている名古屋市内の住宅地を“実践研修の場”として，在宅医療，地域包括ケアの

ため，各分野の専門家がチームを作り協同でこれに対応するものである（資料３－

２－１－１－②－１）。併せて大学院学生を対象としたコースワーク「ICT 医工学

実践的リーダーの育成」も実施している（資料３－２－１－１－②－２）。これに

ついては，文部科学省「未来医療研究人材養成拠点形成事業」に採択され，選考時

『医学部以外の教育機関との連携がユニークであり，また鳴子団地という教育・研

究の「場」が用意されている点も強みである。』等，高く評価された。

その他，単位互換に関しては，名古屋市立大学の７つの研究科のうち人間文化

研究科以外の６研究科と協定を締結している。

（実施状況の判定）実施状況が良好である。

（判断理由）名古屋市立大学大学院薬学研究科との連携については，大学機関別認

証評価で優れた点として評価されており，また医学部との連携についても文部科
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学省から支援を受けて協同で対応しており，実施状況が良好であると判断した。

【現況調査表に関連する記載のある箇所】

工学研究科 観点「教育実施体制」

資料３－２－１－１－①－１：共同ナノメディシン科学専攻入学者選抜状況

平成 25年度 平成 26年度 平成 27年度

募集人員 3 3 3

志願者 3 5 4

受験者 3 5 4

合格者 3 5 4

入学者 3 5 4

出典：学内資料

資料３－２－１－１－①－２：共同ナノメディシン科学専攻の概要

出典：学内資料
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資料３－２－１－１－②－１：未来医療研究人材養成拠点形成事業概要

出典：学内資料

資料３－２－１－１－②－２：未来医療研究人材養成拠点形成事業コースワーク受講者数

平成 26年度 平成 27年度

13名 22 名

※コースワーク科目

：医療 ICT管理学，コミュニティ創成特論，未来医療デザイン特論

出典：学内資料
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計画３－２－１－２「本学と愛知工業大学，大同大学，豊田工業高等専門学校との

戦略的大学連携支援事業「工科系コンソーシアムによるものづ

くり教育の拠点形成」を推進する。」に係る状況

平成 20年度文部科学省より採択された「戦略的大学連携支援事業」である工科

系コンソーシアムの継続事業として，以下の事業を行っている（資料３－２－１－

２－①，②）。公開講座の制度を利用した本学と愛知工業大学，大同大学，豊田工

業高等専門学校の４機関の教員及び一般社団法人電池工業会講師による講座，お

よび４大学合同模擬授業・懇談会「Afternoon Seminar」を実施している他，附属

図書館間の連携を図り，同コンソーシアムの目的である人材育成の推進を行って

いる（資料３－２－１－２－③）。

（実施状況の判定）実施状況が良好である。

（判断理由）文部科学省から支援を受け，実施状況記載のとおり推進しており，実施状況が

良好であると判断した。

資料３－２－１－２－①：公開講座｢電気で遊ぼう！電気とモータの楽しい工作｣参加者

H22 H23 H24 H25 H26 H27

38名 25 名 39名 34名 29 名 24名

出典：学内資料
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資料３－２－１－２－②：公開講座「電気で遊ぼう！電気とモーターの楽しい工作」Web

頁

出典：名古屋工業大学公式ホームページ

資料３－２－１－２－③：４大学合同模擬授業・懇談会「Afternoon Seminar」参加者

出典：学内資料

②優れた点及び改善を要する点等
(優れた点) １.名古屋市立大学との異分野連携

・薬学部との連携

先進創薬及び薬物送達・動態科学とナノテクノロジー，ナノバイオロジー

及びプロセス工学を併せ持った薬工融合型人材を育成するため，日本で

初めての薬工連携による大学院共同教育課程（大学院博士後期課程「共同

ナノメディシン科学専攻」）を設置した。これについては大学機関別認証

評価で優れた点として評価されている。（計画３－２－１－１）

平成 22年 平成 23年 平成 24年 平成 25年 平成 26年

23 名 25 名 9 名 26 名 38 名
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・医学部，薬学部，看護学部との連携

高齢者や独居世帯の割合が高い住宅地域で，実践的教育を行う事業に名

古屋学院大学リハビリテーション学部と共に参画している。文部科学省

「未来医療研究人材養成拠点形成事業」の選定事業であるが，選考時『医

学部以外の教育機関との連携がユニークであり，また鳴子団地という教

育・研究の「場」が用意されている点も強みである。』等の高評価を受け

ている。（計画３－２－１－１）

(改善を要する点) 特になし

(特色ある点) 特になし

(３)中項目３「国際化に関する目標」の達成状況分析

①小項目の分析
○小項目１「本学の意欲ある学生，優秀な若手研究者ならびに外国人留学生に対する

国内外における研鑽の機会を拡充し，国際的視野に富む次世代の人材を

育成する。」の分析

   関連する中期計画の分析

計画３－３－１－１「意欲ある大学院生及び若手研究者を主たる対象として，一定

期間海外において教育，研究，インターンシップ等の研鑽活動

に専念させる制度を全学的に拡大する。そのために，学外支援

制度を活用するほか，学内奨励制度を導入する。

また，創造工学教育推進センターを設置し国際連携教育推進部

門を置き，派遣先の開拓など，海外インターンシップの円滑化

を図る。」に係る状況【★】

平成 25 年度に大学の国際化及び国際連携を推進させる目的で国際交流関係組織

を再編整備し，国際交流推進本部及び国際交流推進室を新たに設置した。また，従

来の国際交流センターを改組し留学生センターを設置した（資料３－３－１－１－

①）。（独）日本学術振興会の支援を受け，若手研究者インターナショナル・トレー

ニング・プログラム（ITP），組織的な若手研究者等海外派遣プログラム（拡大 ITP），

頭脳循環を加速する戦略的ネットワーク推進プログラム等により学生や若手研究者

延べ 337 名を海外へ派遣した（資料３－３－１－１－②）。なお，平成 24 年度から

は学内奨励制度として国際化推進事業を発足させ学生の海外派遣の援助を行ってい

る。さらに，平成 27年度には創造工学教育推進センター国際連携教育推進部門を設

置し，学生のインターンシップ先の構築，派遣者の選抜や効果的な派遣方法の検討

を行った。派遣中の学生に対しては教員の短期訪問を行う等，指導体制の基礎整備

も図り，若手研究者に対しては，在外研究員制度を制定し研鑽活動の機会拡大を行

った。

   （実施状況の判定）実施状況が良好である。

   （判断理由）若手研究者インターナショナル・トレーニング・プログラム（ITP），組

織的な若手研究者等海外派遣プログラム（拡大 ITP），頭脳循環を加速する戦略的ネ

ットワーク推進プログラム等の（独）日本学術振興会からの外部資金や学内制度で

多数の学生や若手研究者の海外派遣を資料３－３－１－１－②に示すとおり実施し

ていることから，実施状況は良好であると判断した。
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資料３－３－１－１－①：国際関係組織の再編（平成２５年４月１日）

出典：学内資料

資料３－３－１－１－②：若手研究者海外派遣状況

派遣年度 制     度 派遣者数

平成２２年度 若手研究者インターナショナル・トレ

ーニング・プログラム（ITP）
教授       ４名

准教授       ５名

助教       ２名

博士前期課程学生 １０名

組織的な若手研究者等海外派遣プログ

ラム（拡大 ITP）
教授       ３名

准教授   １名

助教・ポスドク・講師９名

博士後期課程学生  ３名

博士前期課程学生 １０名

学部生      １０名

頭脳循環を活性化する若手研究者海外

派遣プログラム

准教授       １名

助教        １名

平成２３年度 若手研究者インターナショナル・トレ

ーニング・プログラム（ITP）
教授       ６名

准教授       ３名

助教       ２名

博士後期課程学生  １名

博士前期課程学生 １３名

組織的な若手研究者等海外派遣プログ

ラム（拡大 ITP）
准教授       １名

助教・ポスドク・講師６名
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博士後期課程学生  １名

博士前期課程学生  ９名

学部生      １２名

特定国派遣研究者 准教授       １名

助教        １名

頭脳循環を活性化する若手研究者海外

派遣プログラム

准教授       ４名

助教        １名

博士後期課程学生  １名

平成２４年度 若手研究者インターナショナル・トレ

ーニング・プログラム（ITP）
教授       ４名

准教授       ４名

助教       ２名

博士後期課程学生  １名

博士前期課程学生  ９名

組織的な若手研究者等海外派遣プログ

ラム（拡大 ITP）
助教・ポスドク・講師５名

博士後期課程学生  ３名

博士前期課程学生 ２１名

国際化推進事業 准教授       ３名

助教       １名

博士後期課程   ２名

博士前期課程   ９名

学部生      １１名

特定国派遣研究者 教授        １名

頭脳循環を活性化する若手研究者海外

派遣プログラム

准教授       ４名

助教        １名

ポスドク      １名

博士後期課程学生  ３名

平成２５年度 若手研究者インターナショナル・トレ

ーニング・プログラム（ITP）
教授        ２名

准教授       ４名

助教        １名

博士後期課程学生  １名

博士前期課程  １０名

国際化推進事業 教授       １名

准教授       １名

助教       １名

博士後期課程   ４名

博士前期課程  ２０名

学部生       ８名

頭脳循環を活性化する若手研究者海外派

遣プログラム

准教授       １名

ポスドク      １名

博士後期課程学生  ３名

平成２６年度 国際化推進事業 教授       １名

准教授       ３名

博士後期課程   ３名

博士前期課程  １６名

学部生       ５名

特定国派遣研究者 助教        １名

頭脳循環を加速する戦略的国際研究ネッ

トワーク推進プログラム

准教授       １名

ポスドク      １名

平成２７年度 国際化推進事業 教授       １名
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博士後期課程学生  ３名

博士前期課程学生 ２４名

学部生       ５名

頭脳循環を加速する戦略的国際研究ネッ

トワーク推進プログラム

准教授       ３名

ポスドク      １名

名古屋工業大学在外研究員制度 准教授       １名

助教        ２名

出典：学内資料

計画３－３－１－２「外国人留学生の質を確保するために，国内外リクルート体制

を整備する。さらに，外国人高度技術者を育成するために実践

的日本語教育を強化し，地域社会における就職を支援する。」

に係る状況

国内外の進学説明会に参加し，優秀な外国人留学生の獲得に努めた（資料３－３

－１－２－①）。また，中国，ヨーロッパ（ドイツ），マレーシアに海外事務所を設

置し，国内のみならず周辺国における留学生のリクルートや学術交流協定締結を行

った。さらに，実践的日本語教育を強化し，外国人高度技術者の地域企業や日本企

業への就職を支援した（資料３－３－１－２－②）。

   （実施状況の判定）実施状況がおおむね良好である。

   （判断理由）国内外の進学説明会へ参加し，リクルートを行うとともに，海外事務所

を設置することで，より組織的な対応が行える体制を整備した。さらに，資料３－

３－１－２に示すとおり，就職の支援も行った。よって，実施状況はおおむね良好

であると判断した。

   資料３－３－１－２－①：進学説明会開催回数

出典：学内資料

資料３－３－１－２－②：日本での就職者数（外国人留学生）

出典：学内資料

年度 国内 国外 計

平成２２年度    ５    ７   １２

平成２３年度    ６    １    ７

平成２４年度    ４    ２    ６

平成２５年度    ４    ６   １０

平成２６年度    ５    ８   １３

平成２７年度    ６ ５ １１

  年度 卒業・修了者数 日本での就職者数

平成２２年度    ９０    １６

平成２３年度   １１１    ３０

平成２４年度    ７１    ２３

平成２５年度    ７５    ２２

平成２６年度    ７４    ２２

平成２７年度    ６４    ２６
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計画３－３－１－３「本学の国際化を目指し，質の確保に留意しつつ，全学生数に

対する外国人留学生の比率を平成 27 年度までに８％以上とす

る。」に係る状況

平成 23年３月の東日本大震災の影響により外国人留学生の比率が低下したが，そ

の後外国政府派遣，短期留学による受入数については回復傾向にある（資料３－３

－１－３－①）。また，留学生宿舎の整備計画を推進し，留学生受入体制の向上を図

り，さらにはモンゴルツイニングプログラムや ABE イニシアティブ等による留学生

受入プロジェクトを複数立ち上げた。質の確保を重視しているため，８％という数

値目標には届かなかったが，東日本大震災前の比率に近づきつつある（資料３－３

－１－３－②）。

   （実施状況の判定）実施状況がおおむね良好である。

   （判断理由）上述のとおり，東日本大震災の影響による日本規模の留学生の減少に対

し，様々な対策をとっているため，実施状況はおおむね良好であると判断する。

資料３－３－１－３－①：外国政府派遣、短期留学による受入数

Ｈ22 年度 Ｈ23 年度 Ｈ24 年度 Ｈ25 年度 Ｈ26 年度 Ｈ27 年度

外国政府派遣、短期

留学による受入数

40 35  42  39  46  43

  （各年度５月１日現在）

出典：学内資料

    資料３－３－１－３－②：全学生数に対する留学生比率

Ｈ22 年度 Ｈ23 年度 Ｈ24 年度 Ｈ25 年度 Ｈ26 年度 Ｈ27 年度

全学生数に対する

留学生比率   6.6   6.0   5.4   5.2   4.9   5.1

  （各年度５月１日現在）

出典：学内資料

○小項目２「地球規模の課題の解決や世界トップレベルの研究を強化するために国際

共同研究を推進する。」の分析

   関連する中期計画の分析

計画３－３－２－１「文部科学省の支援制度，知的クラスター（第 2期）（広域化プ

ログラム）や，欧州連合研究プロジェクト等の支援事業を活用

しつつ，世界の先進的研究機関や海外の協定校と連携して，本

学が重点的に取り組む環境材料，エネルギー創成・変換材料や

次世代情報・輸送システム等の分野における国際共同研究を組

織的に推進する。」に係る状況【★】

     海外の先進的研究機関や協定校（資料３－３－２－１－①，②）等と連携して研

究を行い，年間平均で約 100件の国際共著論文を作成した。平成 22年度「地域イ

ノベーションクラスタープログラム（グローバル型）東海広域ナノテクものづくり

クラスター」によりプラズマ，窒化物半導体，ナノ材料の各分野の世界的な拠点形
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成及び知名度の向上を目的とし，論文発表件数 282 件と新規の国際シンポジウム

としては最大規模の国際会議「ISPlasma」(３月６～９日)を本学で開催し，782名

が参加した。また，セラミックス科学研究教育院が国際的人材交流・共同研究，国

際シンポジウムを実施したほか，（独）日本学術振興会支援による国際共同研究（資

料３－３－２－１－③）を行った。加えて，フロンティア研究院（材料科学フロン

ティア研究院及び情報科学フロンティア研究院）では，招致した教育研究ユニット

の研究者との国際共同研究（24件），キックオフシンポジウム（材料，情報各１回），

招聘者講演会（11 回），英語による専門科目（35科目；平成 26・27年度人事企画

院承認）の講義等を実施した。（前掲資料２－１－２－１－③～⑥）

   （実施状況の判定）実施状況が良好である。

   （判断理由）海外の先進的研究機関や協定校等を中心に，国際シンポジウムや国際共

同研究を実施した。また，セラミックス科学研究教育院及びフロンティア研究院を

軸に国際的人材交流・共同研究，国際シンポジウムを実施したほか，独立行政法人

日本学術振興会の支援による国際共同研究を毎年実施している。特に，フロンティ

ア研究院では，当初の予定６名を遥かに上回る 24名を招致し，国際共同研究を 24

件実施している。本学が重点的に取り組む分野やこれを集約した２つの研究院を

プラットフォームとして，教育・研究のグローバル化が加速的に全学に波及してい

ることから，実施状況が良好であると判断した。

   【現況調査表に関連する記載のある箇所】

   工学部・工学研究科 観点「研究活動の状況」

   【関連する学部・研究科等、研究業績】

   工学部・工学研究科

業績番号１ 新しい統計的音声合成方式の研究

業績番号３ 自動交渉機構に関する理論とその応用に関する研究

業績番号 27 骨修復用バイオマテリアルの研究

業績番号 29 膜タンパク質の構造と機能に関する研究
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資料３－３－２－１－①：学術交流協定締結状況

出典：学内資料

資料３－３－２－１－②：新規学術交流協定締結状況（平成 22～27年度）

国 大学名/機関名（本学締結部局） 締結年月日

中国 大連東軟信息学院 2010.4.12

アメリカ合衆国 フロリダ大学 2010.7.28

韓国 明知大学校 2010.9.30

フランス ポワティエ大学 2010.10.5

中国 中国科学院広州能源研究所（セラミックス科学研究教育院） 2010.11.19

イタリア パドバ大学経営工学部（情報工学専攻） 2011.1.17

ドイツ エアランゲン・ニュルンベルク大学 2011.3.11

マレーシア ツン・フセイン・オン・マレーシア大学 マイクロエレクトロ

ニクス・ナノテクノロジー・シャムスディン研究センター（機

能工学専攻、未来材料創成工学専攻）

2012.8.16

オーストラリア クイーンズランド大学バイオエンジニアリング・ナノテクノロ

ジー研究所（物質工学専攻）

2013.5.15

トルコ ドゥムルプナル大学理工学専攻（未来材料創成工学専攻） 2013.7.9

インド 鉱物および材料工学研究所科学および工業研究カウンシル（先

進セラミックス研究センター）

2013.8.11

ブルガリア ベリコ・タルノボ大学 2013.9.2

スウェーデン ルレオ工科大学 2013.10.14

インド ソナ工業大学フォトニクス・ナノテクノロジーセンター（未来 2014.3.5

22

23

24

25

26

27

28

0

10

20

30

40

50

60

70

80

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

（国・地域数）（協定数）

大学間学術交流協定数

部局間学術交流協定数

国・地域数

※名古屋工業大学概要

2010～2015より

（各年度５月１日現在）



名古屋工業大学 その他

- 184 -

材料創成工学専攻）

ブラジル パラナ工業大学電気情報工学専攻（グローバル共生情報研究セ

ンター）

2014.8.19

オーストリア ウィーン工科大学 2014.8.26

スペイン アルカラ大学 2015.1.28

フランス EFREI/ESIGETEL 2015.5.28

韓国 ソウル国立大学 経営工学専攻（社会工学専攻） 2015.10.12

イタリア サレルノ大学 社会工学専攻（創成シミュレーション工学専攻） 2015.10.15

オランダ ヨーロピアン・サイバーセキュリティ・ネットワーク(ENCS)（社

会工学専攻）

2015.12.9

出典：学内資料
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資料３－３－２－１－③：主な国際共同研究状況（（独）日本学術振興会）

開始

年度
事業名

国（派遣国・

国籍等）
研究課題名

22 二国間交流事業共同研究・セミナー インド
ナノ構造酸化亜鉛を用いた量子ドッ

ト増感太陽電池の研究

22
頭脳循環を活性化する若手研究者海

外派遣プログラム

オーストラリア

フランス

ドイツ

グリーンイノベーションを目指した

セラミックス科学若手研究者国際ネ

ットワーク形成

23
頭脳循環を加速する若手研究者戦略

的海外派遣プログラム

韓国

カナダ

アメリカ合衆国

ドイツ

スイス

オーストラリア

エネルギー物質を活用する生物模倣

型触媒開発のためのグローバルネッ

トワーク

23 二国間交流事業共同研究・セミナー フランス
全セラミックス高速イオン電導素子

の材料設計と開発

23 二国間交流事業共同研究・セミナー フランス

フルオロ糖鎖生物化学の体系化を志

向したフルオロ複合糖質群の創製と

治療薬への展開

23 二国間交流事業共同研究・セミナー 韓国 日韓整数論セミナー2011

24 二国間交流事業共同研究・セミナー ドイツ
無鉛セラミックスのセル構造化とナ

ノチューン圧電特性に関する研究

24 二国間交流事業共同研究・セミナー インド

ナノカーボン細孔へのシリコン析出

による次世代リチウム二次電池電極

材料の開発

24 二国間交流事業共同研究・セミナー インド
全反射赤外分光を用いたアデノシン

受容体の活性化機構の研究

25 二国間交流事業共同研究・セミナー 韓国
第二配位圏の環境制御による酸素活

性化に関する生物模倣学的研究

26 二国間交流事業共同研究・セミナー フランス
高速イオン伝導性セラミックス素子

の材料設計と開発

26
頭脳循環を加速する戦略的国際ネッ

トワーク推進プログラム

韓国

カナダ

アメリカ合衆国

ドイツ

分子性金属システムによる酸素と窒

素の化学のための戦略的国際研究網

の構築

27
頭脳循環を加速する戦略的国際ネッ

トワーク推進プログラム
イギリス

細胞機能を操作するバイオセラミッ

クスの設計に関する国際共同研究
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出典：学内資料

○小項目３「本学が輩出した国内外の人材のネットワークを強化するとともに，国際

社会における本学のプレゼンスを更に高める。」の分析

   関連する中期計画の分析

計画３－３－３－１「海外拠点の構築と，本学が輩出した人材を軸に国内外ネット

ワークを拡充し，本学の特色ある優れた教育研究活動を世界に

発信する。」に係る状況【★】

海外事務所を中国，マレーシア，ドイツ（資料３－３－３－１－①－１，２）に

設置し，海外同窓会の設立（資料３－３－３－１－②）を本学としてサポートする

ことで本学の教育研究活動を発信した。また，アジアに加えアメリカに設立された

同窓会を在学生と卒業生とのネットワーク拡充の拠点とし，平成 28年度からスター

トする新カリキュラムのもとに実施される学生の海外インターンシップの派遣先開

拓に取り組んだ。

   （実施状況の判定）実施状況が良好である。

   （判断理由）海外拠点を新規に立ち上げ，同窓会の設立をサポートすることで，本学

の海外ネットワークを強化した。よって，実施状況は良好であると判断した。

   資料３－３－３－１－①－１：海外事務所

名  称 設立場所 設立年月 主な活動

北京事務所 中国（北京：北京化

工大学内）

開所式

平成２３年６月２７

日

・「名工大交流フェ

ア in 北京」事務打ち

合わせ

・サマースクール打

ち合わせ

・本学指導教員と海

外機関の指導教員と

の打ち合わせ

・シンポジウム

・事務所訪問及び打

ち合わせ等

・派遣学生との面談

及び連携機関の国際

担当との打ち合わせ

・交流の活性化につ

いての打ち合わせ

・派遣学生の生活状

況・研究進捗状況の

視察

・留学に関する打ち

合わせ

・事務所更新手続き

に関する打ち合わせ

マレーシア事務所 マレーシア（シャー

アラム：マラ工科大

学内）

開所式

平成２５年３月１日

ヨーロッパ事務所 ドイツ（エアランゲ

ン：エアランゲン・

ニュルンベルク大学

内）

開所式

平成２５年７月１５

日

出典：学内資料
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  資料３－３－３－１－①－２：外国人留学生数（マレーシア及びヨーロッパ）

５月１日現在

（非正規生を含む）

人

H22 H23 H24 H25 H26 H27

マレーシア ２９ ２７ ２２ ２５ ２６ ２３

ヨーロッパ １２ ８ １１ ９ ９ ６

計 ４１ ３５ ３３ ３４ ３５ ２９

  資料３－３－３－１－②：海外同窓会

名  称 設立場所 設立年月 主な活動

韓国同窓会 韓国（ソウル） 平成１８年１２月 ・第１回同窓会

平成１８年１２月２

日

・日韓共同理工系学

部留学生フェアを活

用した留学生リクル

ート活動（毎年）

上海同窓会 中国（上海） 平成１９年５月 ・第１回同窓会

平成１９年５月２０

日

インドネシア同窓会 インドネシア（ジャ

カルタ）

平成２２年２月 ・第１回同窓会

平成２２年２月１２

日

マレーシア同窓会 マレーシア（クアラ

ルンプール）

平成２２年１１月 ・第１回同窓会

平成２２年１１月２

８日

・第１回マレーシア

事務所主催マレーシ

ア同窓会との交流会

平成２５年３月１日

ミシガン同窓会 アメリカ（ミシガン） 平成２７年９月 ・第１回同窓会

平成２７年９月１０

日

ベトナム同窓会 ベトナム（ハノイ） 平成２８年１月 ・第１回同窓会

平成２８年１月１０

日

出典：学内資料
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②優れた点及び改善を要する点等
   (優れた点)１．（独）日本学術振興会の支援を受けて多数の学生や若手研究者を海

外に派遣した。（計画３－３－１－１）

        ２．海外の先進的研究機関や協定等を中心に，国際シンポジウムや国際

共同研究を実施した。（計画３－３－２－１）

(改善を要する点) 特になし

(特色ある点)１．海外事務所を３ヶ所設置し，また，海外同窓会設立の支援をするこ

とで本学の教育研究活動を世界に発信した。（計画３－３－３－１）




